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第 ３ 章  災害応急対策 
 

第１節 災害対策本部の組織・運営計画 

【関係部署】全部署 

 

１ 計画の方針 

  市は、大規模な地震による災害が市内で発生した場合、国、県をはじめとする防災

関係機関相互に連携し、被災者の救援救助を強力に推進する体制を整える。  

(1) 市の災害対策本部等の種類 

市は、地震が発生した場合又は被害が発生するおそれのある場合には、必要に応

じて、災害対策基本法に基づく「災害対策本部」、又は「警戒本部」を設置する。 

(2) 災害対策本部等の設置基準 

ア 初動時の対応 

市で最大震度５弱以上の地震を観測した場合には、震度等の情報に応じて、災

害対策基本法に基づく「災害対策本部」や「警戒本部」を、直ちに設置して、情

報収集・提供等を開始する。 

イ 情報収集後の対応 

被害の状況等から、市長が必要と判断した場合には「災害対策本部」を設置し、

被害が小さく各部がそれぞれ対応する場合には、必要に応じて「警戒本部」を設

置する。 

 〔災害対策本部等の設置区分一覧〕 

初動時の情報 初動時の対応 情報収集後の対応 

震度５強以上 直ちに「災害対策本部」を設置（非常体制） 

震度５弱 

直ちに 

「警戒本部」を設置 

（警戒体制） 

１ 大きな被害の発生が判明した場合 

 → 市長の判断で｢災害対策本部｣を設置 

震度４ 

企画調整課を中心

に各部から情報収

集を実施 

（準備体制） 

２ 被害の発生が判明した場合 

→ 必要に応じ、「警戒本部」を設置 

 

(3) 災害対策本部等の組織・運営 

見附市災害対策本部は、災害対策基本法、見附市災害対策本部条例等の定めると

ころにより、見附市災害対策本部の組織、運営等について定める。 

なお、災害対策本部の体制については、災害等の規模により本部長（市長）がそ

の都度定める。 
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２ 災害対策本部 

 (1) 見附市災害対策本部の設置 

  ア 設置の基準 

    市長は、次の場合に見附市災害対策本部（以下この項において「本部」という。）

を設置し、又は廃止する。 

設置 

基準 

○地震により大規模な災害が発生し、又は発生するおそれがある場合

で、全庁的な対応が必要であると認められる場合 

○地震による震度５強以上の揺れが観測された場合 

廃止 

基準 

○災害応急対策が概ね完了した場合 

○その他必要がなくなったと認めた場合 

  イ 本部の設置場所 

本部は、見附市役所に設置する。市役所が被災し災害対策本部として機能しな

い場合は、市の施設の中から市長が指定する施設とする。 

  ウ 本部体制の規模 

    本部長は、災害の規模に応じた必要な体制を指示する。 

  エ 本部設置の庁内周知 

    本部を設置しようとするとき又は本部が設置された場合の各部等への周知は、

庁内放送又は電話等により行う。 

  オ 本部を設置又は廃止した場合の防災関係機関への通知等 

   (ｱ) 市は、本部が設置された場合又は廃止された場合は、直ちに、新潟県、警察

署、地域振興局等の関係機関にその旨を連絡する。 

   (ｲ) 企画調整課長は、本部が設置又は廃止された場合には、直ちにその旨を報道

機関に発表する。 

  カ 防災会議連絡員室の設置 

(ｱ) 本部が設置された場合は、防災会議連絡員室を設置する。 

(ｲ) 見附市防災会議構成機関等は、必要に応じて、職員を防災会議連絡員室に派

遣し、災害対策本部と協働して応急対策を実施する。 
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(2) 見附市災害対策本部の組織図 

本部長 （市長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策本部会議 

副本部長（副市長、教育長） 

部名 部長 副部長 班名 班長 班 員 

総務部 企画調整課長 
総務課長 

議会事務局長 

総務班 企画調整課長補佐 
企画調整課員 

総務課員 

議会事務局員 

情報班 企画調整課長補佐 

財務班 企画調整課長補佐 

情報システム班 総務課長補佐 

出納部 会計課長  会計班 会計課長補佐 会計課員 

民生部 まちづくり課長 
市民税務課長 

監査委員事務局長 

避難対策班 
中央公民館長 

市民税務課長補佐 

こども課員 

まちづくり課員 

市民税務課員 

教育総務課員 

学校教育課員 

健康福祉課員 

監査事務局員 

議会事務局員 

避難者支援班 
まちづくり課長補佐 

まちづくり課長補佐 

家屋調査班 市民税務課長補佐 

福祉保健部 健康福祉課長  福祉保健班 健康福祉課長補佐 健康福祉課員 

産業部 農林創生課長 地域経済課長 
農林班 農林創生課長補佐 農林創生課員 

地域経済課員 商工班 地域経済課長補佐 

建設部 建設課長 都市環境課長 
建設班 

建設課長補佐 

都市環境課長補佐 
建設課員 

都市環境課員 
生活衛生班 都市環境課長補佐 

上下水道部 上下水道局長  
水道班 上下水道局次長 

上下水道局員 
下水道班 上下水道局次長 

教育部 教育総務課長 
学校教育課長 

こども課長 

教育総務班 教育総務課長補佐 教育総務課員 

学校教育課員 

こども課員 

学校教育班 学校教育課長補佐 

幼児保育班 こども課長補佐 

医療部 病院事務長  

庶務班 病院次長 

市立病院職員 治療班 病院次長 

看護班 看護部長 

消防本部 
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(3) 本部の組織、運営等 

  ア 本部長（市長） 

    本部長は、本部の事務を総括し、本部職員を指揮監督する。 

  イ 副本部長（副市長、教育長） 

 副本部長は、本部長を補佐する。 

ウ  指揮命令の順位 

本部長に事故あるときに本部長の職務を代理する順序は、次のとおりとする。 

 （第１順位：副市長、第２順位：企画調整課長、第３順位：総務課長） 

  エ 本部員 

(ｱ) 本部員は、本部長の命を受け、原則として本部において、市本部の事務に従

事する。 

(ｲ) 本部員の構成は次のとおりとする。 

全課長、上下水道局長、病院事務長、消防長及びその他必要に応じその都度

本部長が指名又は委嘱する。なお、やむを得ず本部員が従事できない場合は、

各部の班長等を代理として従事させる。 

  オ 災害対策本部職員 

   (ｱ) 災害対策本部の職員については、あらかじめ市長が指名する。 

   (ｲ) 災害対策本部職員は、自らが所属する部（班）の業務を平素から理解すると

ともに、原則として、訓練や研修等に参加しなければならない。  

 

カ 会議の開催 

(ｱ) 本部会議 

ａ 本部長は、災害対策に関する重要事項の協議を行うため、必要に応じ本部

会議を招集する。 

ｂ 本部会議の構成は、本部長、副本部長、企画調整課長及び本部長がその都

度指示する本部員とする。 

ｃ 協議事項等は、次のとおりとする。 

(a) 市の災害状況及び災害応急対策の実施状況に関する事項 

(b) 本部の災害応急対策等の実施に関する基本的事項及び災害対策実施に関

する重要な事項 

(c) 重要な災害情報の収集及び伝達に関する事項 

(d) 公用負担に関する事項 

(e) その他災害対策上重要な事項 

(ｲ) 緊急対策会議 

本部長は、災害対策に係る検討を行うため、必要に応じ緊急対策会議を招集

する。 

 (4) 本部における職員応援 

  ア 本部 

      (ｱ) 災害対応に必要な人員については、総務部（総務班）が調整を行う。 

      (ｲ) 職員の応援は、主として本庁を中心に行うこととし、それでも不足する場合
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は、出先等に対して応援を依頼する。 

      (ｳ) 市の組織の全体をもってしてもなお不足するときは、災害時応援協定市町、

新潟県等に職員の派遣を要請し、応援を得るものとする。 

   

３ 警戒本部 

(1) 設置 

   市内で地震による震度５弱以上の揺れを観測した場合には、直ちに設置する。 

  ア 名称は「○○警戒本部」とする。 

  イ 設置者は市長とする。 

ウ 設置場所は、見附市役所に設置する。 

  エ 警戒本部を設置又は廃止した場合は、直ちに次により関係方面に周知する。 

   ・庁舎内：庁内放送又はメール等 

   ・県地域振興局等：ＦＡＸ又はメール等 

   ・警察署その他関係機関：ＦＡＸ又はメール等 

オ 警戒本部を設置又は廃止した場合は、企画調整課を通じて、直ちにその旨を報

道機関に発表するとともに、市ホームページに掲載する。 

 (2) 組織 

  ア 本部長：市長 

  イ 副本部長：副市長、教育長 

  ウ 本部員：本部長の指定する関係部長等 

   

 (3) 廃止 

次の場合には、警戒本部を廃止する。 

ア 災害対策基本法に基づく災害対策本部が設置された場合 

イ 被害が軽微又は発生せず、災害応急対策の必要がないことを確認した場合 

ウ その他必要がなくなったと本部長が判断した場合 

 

４ 市の活動体制 

市は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、第一次的な防災機関として、

関係法令、県地域防災計画及び見附市地域防災計画の定めるところにより、県、他の

市町村、指定地方行政機関、公共的団体、市民等の協力を得て、その有する全機能を

発揮し災害応急対策を行う。 

(1) 組織及び活動体制 

市長は、災害対策の責務を遂行するため、あらかじめ災害に対処するための職員

の動員、組織、配備態勢、情報連絡体制等を、休日、夜間等の勤務時間外における

体制を含め定めておくものとする。 

(2) 市災害対策本部の設置又は廃止の県等への報告 

市長は、市災害対策本部を設置又は廃止したときは、直ちにその旨を新潟県総合

防災情報システムにより県（危機対策課）へ報告するとともに、警察署、消防署等

の関係機関に通報するものとする。 
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(3) 災害救助法が適用された場合の体制 

市長は、災害救助法が適用された場合は、知事の委任を受けて、災害救助法に基

づく救助事務を執行するものとする。 

(4) 勤務時間外における体制の整備 

市長は、休日及び夜間等の勤務時間外における災害発生に備えた情報連絡体制を

あらかじめ整えておくものとする。 
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別表 1 災害対策本部分掌事務 

部名  班名  業務分掌  

総務部 総務班 1.本部の設置及び閉鎖に関すること。 

    2.本部会議及び本部の庶務に関すること。 

    3.防災会議及び防災関係機関との連絡調整に関すること。  

    4.各部との連絡及び応援職員の調整に関すること。 

    5.無線通信の統括に関すること。 

    6.車両の確保及び配車に関すること。 

    7.県への連絡及び被害報告に関すること。 

    8.県、他市町村への応援要請及び受入れ調整に関すること。 

    9.災害救助法、県災害救助条例、見附市災害救助条例に関すること。 

    10.自衛隊の災害派遣要請、受け入れ態勢に関すること。 

    11.職員の被災状況の把握に関すること。 

   12.へリポートの設置に関すること。 

   13.町内会及び自主防災組織との連絡調整に関すること。 

   14.本部内における相互応援協定及び他団体からの応援職員の派遣調整に関す

ること。 

   15.災害時における職員の健康管理に関すること。 

   16.国その他関係機関に対する説明資料の作成に関すること。 

   17.災害関連死の認定に関すること。 

   18.市議会との連絡に関すること。 

   19.その他、各部に属さない事項。 

    

  情報班 1.被害状況の収集、集計に関すること。 

   2.河川情報、気象情報等の収集及び伝達に関すること。 

   3.警報の伝達、避難の指示等に関すること。 

   4.各指定避難所に対する災害関連情報の提供に関すること。 

   5.市民への広報に関すること。 

   6.報道機関との連絡調整に関すること。 

  7.災害記録に関すること。 

  8.国、県等との陳情、視察等に関すること。 

   9.市のホームページの更新に関すること。 

   10.所要見舞者の応接に関すること。 

    

  財務班 1.災害対策に係る予算の編成及び執行管理に関すること。 

   2.市有財産の被害調査に関すること。 

  

  

 3.義援金の給付配付に関すること。 

4.災害弔慰金等の支給に関すること。 

  5.災害援護資金に関すること 
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  6.被災者生活再建支援金に関すること。 

  7.被害状況及び損害額の集計の取りまとめに関すること。 

  8.災害時における予算及び資金の管理に関すること。 

  9.災害対策基金の管理運用に関すること。 

 

 

 10.激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和 37 年法律

第 150号）の適用に関すること。 

 

 情報システム班 1.市所有の情報システムの機能確保に関すること。 

  2.システム・インフラの復旧に関すること。 

  3.庁舎内システム・インフラの動作状況及び被害調査に関すること。 

  4.代替拠点施設の被害調査に関すること。 

  5.ICT資源の確認及び確保に関すること。 

出納部 会計班 1.災害時における出納、経理に関すること。 

  2.救援資金及び見舞金の受入れに関すること。 

  3.被災者に対する納期限の延長に係る指定金融機関との調整に関すること。 

民生部 避難対策班 1.指定避難所の開設に関すること。 

  2.避難者救護に関すること。 

  3.避難者名簿の作成に関すること。 

  4.指定避難所施設の災害対策及び被害調査に関すること。 

5.避難所関連システムに関すること。 

6.仮設トイレの設置に関すること。 

   

 避難者支援班 1.被災者に対する応急品の給与に関すること。 

  2.救援物資の受入れ及び配付に関すること。 

  3.ボランティアに関すること。 

  4.外国人の被災調査に関すること。 

  5.被災外国人に対する支援に関すること。 

  6.食糧確保及び緊急炊き出しに関すること。 

7.緊急物資管理システムに関すること。 

8遺体の収容及び埋火葬に関すること。 

   

 家屋調査班 1.被災世帯（家屋）の調査に関すること。 

  2.被災者台帳の作成に関すること。 

  3.り災証明に関すること。 

  4.被災者に対する市税の納税猶予、納期限の延長及び減免に関すること。 

5.被災者支援システムに関すること。 

 

保健部 福祉保健班 1.要配慮者の救助に関すること。 

 2.被災者相談所の開設に関すること。 
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  3.人的被害状況の調査に関すること。 

  4.被災者に対する福祉相談に関すること。 

  5.重傷者名簿の作成に関すること。 

  6.安否情報の収集に関すること。 

  7要配慮者被災者世帯訪問による被災状況の把握及び相談支援に関すること。 

  8.被災者の医療費助成に係る所得制限の撤廃に関すること。 

  9.被災者に対する介護保険料の納付猶予、納期限の延長及び減免に関するこ

と。 

  10.被災者に対する国民健康保険税の納税猶予、納期限の延長及び減免措置の

検討に関すること。 

  11. 国民健康保険、後期高齢者医療保険、医療費助成に係る一部負担等の減

免措置検討に関すること。 

  12.社会福祉施設の災害対策及び被害調査に関すること。 

  13.医療施設の災害対策及び被害調査に関すること。 

  14.福祉避難所の開設、運営及び閉鎖に関すること。 

  15.感染症予防及び防疫対策に関すること。 

  16.看護班の編成及び傷病人の応急救護に関すること。 

  17.保健衛生用資機材の調達及び防疫用薬剤に関すること。 

  18.保健医療情報の収集に関すること。 

  19.保健衛生活動の実施に関すること。 

  20.被災者の入浴支援に関すること。 

  21.被災者に対する栄養指導に関すること。 

  22.被災者の精神保健指導に関すること。 

産業部 農林班 1.農林施設及び農地、農作物の災害対策及び被害調査に関すること。 

  2.治山、砂防等の災害対策及び被害調査に関すること。 

  3.被災農業者に対する災害融資に関すること。 

  4.農林関係機関・団体との連絡調整に関すること。 

  5.災害時における家畜伝染病の防疫に関すること。 

   

 商工班 1.商工業者の災害対策及び被害調査に関すること。 

  2.被災商工業者に対する災害融資に関すること。 

  3.商工関係機関・団体に対する災害関連情報の提供に関すること。 

4.災害時における雇用確保に関すること。 

建設部 建設班 1.土木施設の災害防止及び復旧に関すること。 

  2.道路、橋梁、その他土木施設の災害対策及び被害調査に関すること。 

  3.公共交通機関との連絡調整、交通途絶箇所、迂回路線の公示に関すること。 

  4.土木災害応急機材の調達に関すること。 

  5.水防活動の連絡調整に関すること。 

  6.建築物、宅地等の応急復旧及び応急危険度判定に関すること。 
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  7.市営住宅等の災害対策及び被害調査に関すること。 

  8.応急仮設住宅に関すること。 

 

 

 

建設部 

 

 

 

生活衛生班 

9.建設業者との連絡調整に関すること。 

10.住宅被災地の公営住宅への特定入居に関すること。 

 

1.清掃な並びに塵芥及びし尿処理に関すること。 

2.廃棄物の処理に関すること。 

3.企業の公害発生防止指導に関すること。 

4.死亡獣畜等の処理に関すること。 

5.ねずみ族、害虫等の駆除に関すること。 

6.衛生施設の災害対策及び被害調査に関すること。 

7.愛玩動物に関すること。 

上下水道

部 

水道班 1.水道施設の災害対策及び応急復旧対策に関すること。 

 2.水道施設の被害調査に関すること。 

  3.飲料水の確保及び給水に関すること。 

  4.飲料水の水質管理に関すること。 

   

 下水道班 1.下水道施設の災害対策及び応急普及対策に関すること。 

  2.下水道施設の被害調査に関すること。 

  3.排水施設の管理及び運転に関すること。 

  ４.農業集落排水施設等の被害調査及び報告に関すること。 

医療部 庶務班 1.医療救護対策に関すること 

  2.関係医療機関との連絡調整に関すること。 

  3.救護病院の開設及び管理に関すること。 

   

 治療班 1.災害時の医療救護に関すること。 

   

 看護班 1.災害時の病人、負傷者の看護に関すること。 

教育部 教育総務班 1.教育施設の災害対策及び被害調査に関すること。 

  2.学用品の調達あっせんに関すること。 

  3..部内の連絡調整に関すること。 

   

 学校教育班 1.学校教育の確保に関すること。 

  2.児童、生徒の避難に関すること。 

  3.災害時における応急教育に関すること。 

4.各校の単位 PTA等教育関係団体への協力要請及び連絡調整に関すること。 

  5.児童生徒及び教職員の被災状況調査に関すること。 

  6.PTA連合会への協力要請及び連絡調整に関すること。 
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 幼児保育班 1.保育児童の被災状況調査に関すること。 

  2.被災者に対する保育料の徴収猶予、納期限の延長及び減免に関すること。 

  3.保育園児の避難に関すること。 

消防本部 1.消火、救急、救助等、消防に関すること。 
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第２節 職員の配備・招集 

【関係部署】全部署  

１ 計画の方針 

予測できない地震災害では、初期段階での対応がその後の応急対策を左右すること

になる。災害応急対策を迅速に推進するための情報の伝達及び、職員招集体制等を次

のとおり定める。 

(1) 地震発生時における配備体制 

市内に地震が発生した場合の災害応急対策が必要となる各課は、迅速に職員を配

備する。なお、震度４以上の地震が発生した時の職員の配備体制は次の基準による。 
 

配備体制 配備基準 対象職員 

第１次配備 市内で震度４の地震を観測したとき 
・災害対策の部長・班長が

予め指定した職員 

第２次配備 市内で震度５弱の地震を観測したとき 
・第１次配備職員 
・災害対策の部長・班長 

第３次配備 市内で震度５強以上の地震を観測した
とき ・全職員 

 

 

(2) 勤務時間における対応 

ア 地震情報の伝達 

市内において震度４以上の地震を観測した場合は次の経路により地震情報を

伝達する。 

 

 

 

 

 

 

 

  （注） 庁内放送が可能な場合は、庁内放送をもって伝達に代えることができる。 

イ 各部における情報の把握 

各部の長は、上記ア又は他の方法で地震の情報を得たときは、速やかに被害状

況等の把握に努め、企画調整課長へ報告するものとする。 

ウ 緊急連絡会議の招集 

企画調整課長は、必要に応じて災害対策に関係する課長をメンバーとする「連

絡会議」を開催し、迅速な応急対策について協議する。 

 

 

市長、副市長 

 

県     企画調整課     各課長     市役所出先機関 

 

消防本部        防災関係機関 
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(3) 勤務時間外（夜間・休日等）における職員の招集 

ア 災害時登庁職員の指定 

勤務時間外に災害が発生した場合に応急対策が必要となる所属の長は、前

記１の「配備体制」の配置基準に応じ、登庁させる職員（以下「指定登庁職

員」という。）をあらかじめ指定しておくものとする。 

イ 勤務時間外における地震等の情報の伝達 

勤務時間外に市内で震度４以上の地震を観測した場合、次の経路により地

震情報を伝達し招集する。ただし、招集を受けるべき職員が自ら当該地震の

発生を知ったときは、自主的に登庁するものとする。 

ウ 指定登庁職員の登庁 

(ｱ) 指定登庁職員は上記イの勤務時間外（夜間・休日等）における伝達経路 

により地震の発生を知った場合は速やかに登庁するものとする。 

この場合、自ら又は家族が被災した職員は、その旨を所属長に連絡すると

ともに、家族の避難、病院への収容等必要な措置をとった後に登庁するもの

とする。 

(ｲ) 交通の混乱・途絶等により登庁できない職員は、所属長へその旨を連絡

しその後の指示を受けるものとする。 

エ 指定登庁職員による応急対策の実施 

指定登庁職員等は、その職務について権限を有する者が不在の場合には、

臨機の判断により迅速かつ的確な応急対策を実施するものとする。この場合、

当該職員は、事後、速やかに実施業務の内容を、所属部長又は班長に報告す

るものとする。 

オ 震度５強以上の場合の招集 

(ｱ) 勤務時間外に市内で震度５強以上の地震を観測した場合、職員は参集の

伝達を待たずに、速やかに参集するものとする。 

  (ｲ) 参集場所 

原則として、本庁職員にあっては本庁舎、出先機関職員に所属する職員に

あっては出先機関に参集する。 

  (ｳ) 参集手段 

参集時の交通手段は道路交通網の状態を勘案して、可能な限り速やかに参

集できる手段により参集するものとする。 

  (ｴ) 参集途上の措置 

職員は参集途上において可能な限り被害状況を調査するものとする。また、

要救護者を発見したときは必要な救護措置を行った後、速やかに参集するも

のとする。 

 

 

                 市長、副市長 

消防本部   防災担当者   

企画調整課職員   各課長   課員 
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第３節 防災関係機関の相互協力体制 

【関係部署】総務部 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

  ア 各主体の責務 

(ｱ)  市の責務 

a   被災した場合、被害状況等を迅速に把握し、必要があると認めた場合は速

やかに応援又は職員派遣の要請を行うとともに、受入体制を確立する。 

b  被災市町村から応援を求められた場合は、災害応急対策のうち、消防、救

助等人命に関わるような災害発生直後の緊急性の高い応急措置については、

正当な理由がない限り、応援を行う。 

ｃ 他市町村が被災にあった場合は、被災地の被害状況等に関する情報収集を

積極的に行うとともに、速やかに応援体制を整備する。 

ｄ 災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、他の地方自治

体からの物資の提供、人員の派遣、廃棄物処理等、相互に連携・協力し速や

かに災害対応を実施できるよう、相互応援協定の締結に努める。また、市町

村間の災害時相互応援協定の締結を通じて体制整備に努める。なお、その際、

大規模災害等による同時被災を避ける観点から、遠方に所在する地方公共団

体との間の協定締結も考慮する。 

e  被災時に周辺市町村が後方支援を担える体制となるよう、あらかじめ相互

に協定を結び、それぞれにおいて、後方支援基地として位置づけるなど、必

要な準備を整える。 

ｆ 災害規模や被災地ニーズに応じて円滑かつ迅速に他の市町村等から応援を

受けることができるよう、庁内全体の受援担当者及び受援対象業務と当該業

務の担当部署・担当者の設定並びに受援対象業務に必要な執務スペースの確

保に取り組むものとする。その際、新型コロナウイルス感染症を含む感染症

対策のため、適切な空間の確保に配慮する。さらに円滑な応援受け入れのた

め、応援受援に関する連絡・要請の手順、災対本部との役割分担・連絡調整

体制、応援機関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・

輸送体制等の必要事項を応援計画や受援計画で定め、関係機関で共有する等、

必要な準備を整える。 

ｇ 速やかなインフラ復旧のため、インフラ事業者などと情報共有するなど連

携に努める。 

 

(ｲ)  県の責務 

a 県は、国、公共機関、被災市町村と連絡を密にし、災害事態に対する認識を

一致させて必要な応急対策を迅速に実施するとともに、県単独では十分な応急

対策が実施できない場合には、速やかに関係機関に応援又は職員派遣の要請を

行う。 
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また、必要に応じて、専門家に助言・支援の要請を行う。 

ｂ 県は、災害応急対策を行うために必要な場合、区域内の市町村に対して被災

市町村を応援することを求める。県と県内市町村のみでは十分な災害応急対

策が実施できない場合には、協定や応急対策職員派遣制度等に基づき、速や

かに他の都道府県や関係機関等に応援又は職員派遣の要請等を行う。また、

必要に応じて、専門家に助言・支援の要請を行う。 

ｃ 県は、災害の規模等に照らし、地方公共団体間の応援の要求等のみによって

は災害応急対策が円滑に実施されないと認める場合、国に対して、他の都道

府県が被災都道府県又は被災市町村を応援することを求めるよう要求する。 

ｄ 県は、災害応急対策を行うために必要な場合、指定行政機関又は指定地方行

政機関に対し、道路の啓開や港湾・漁港施設の応急復旧等について応援を求

め、又は災害応急対策の実施を要請する。 

ｅ 災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、近隣県をはじめ、

他の地方公共団体からの物資の提供、人員の派遣、廃棄物処理等、相互に連

携・協力し速やかに災害対応を実施できるよう、相互応援協定の締結に努め、

相互応援体制の強化を図る。 

ｆ 災害規模や被災地のニーズに応じて円滑かつ迅速に国又は他の都道府県等

から応援を受けることができるよう、庁内全体の受援担当者及び受援対象業

務と当該業務の担当部署・担当者の設定並びに受援対象業務に必要な執務ス

ペースの確保に取り組むものとする。その際、新型コロナウイルス感染症を

含む感染症対策のため、適切な空間の確保に配慮する。さらに円滑な応援受

け入れのため、応援受援に関する連絡・要請の手順、災対本部との役割分担・

連絡調整体制、応援機関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等

の集積・輸送体制等の必要事項を応援計画や受援計画で定め、関係機関で共

有する等、必要な準備を整える。 

ｇ 市町村が災害対応力を喪失等したときは、その機能を迅速かつ適切に支援す

る。なお、被災により市町村がその全部又は大部分の事務を行うことが不可

能になった場合には、応急措置を実施するため市町村に与えられた権限のう

ち、警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の者に対して当該区

域への立ち入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区域からの退去を命ず

る権限、他人の土地等を一時使用し、又は土石等を使用し、若しくは収用す

る権限及び現場の災害を受けた工作物等で応急措置の実施の支障となるもの

の除去等をする権限並びに現場にある者を応急措置の業務に従事させる権限

により実施すべき応急措置の全部または一部を、当該市町村に代わって行う。 

ｈ 県は、市町村と調整の上、市町村の相互応援が円滑に進むよう、他の都道府

県の相互応援に関する情報収集にあたるとともに、平常時から連絡体制等の

構築に努める。 

ｉ 連絡不通時の市町村への県職員の派遣、大規模災害時における県による自主

的応援を含めた支援を行う。 

ｊ 速やかなインフラ復旧のため、インフラ事業者などと情報共有し、災害時の
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連絡体制の確認等を行うなど、相互協力体制を構築しておくよう努める。 

K 県は、広域行政主体として、地域社会の迅速な復旧を図るため、多様なライ

フライン事業者を一堂に会して災害時の連絡体制の確認等を行うなど相互協

力体制を構築しておくよう努める。 

l  県は、大規模停電発生時に電源車の配備等、関係省庁、電気事業者等からの

円滑な支援を受けられるよう、あらかじめ、病院、要配慮者に関わる社会福

祉施設等の人命に関わる重要施設及び災害応急対策に係る機関が保有する施

設の非常用電源の設置状況、最大燃料備蓄量、燃料確保先、給油口規格等を

収集・整理し、リスト化を行うよう努める。 

m  県は、国が情報共有を目的に行う連絡会議等において、県の対応状況や被災

市町村等を通じて把握した被災地の状況等を国等と共有し、必要な調整を行

うよう努める。 

 

(ｳ) その他の防災関係機関 

a その他の各防災機関は、その所掌する災害応急措置を速やかに実施するとと

もに、必要があると認める場合は、他の防災関係機関に対し必要な応援等の

要請を行う。 

ｂ 国は、被災により、市町村及び県が、その全部又は大部分の事務を行うこと

が不可能となった場合は、応急措置を実施するため市町村に与えられた権限

のうち、他人の土地等を一時使用し、又は土石等を使用し、若しくは収用す

る権限及び現場の災害を受けた工作物等で応急措置の実施の支障となるもの

の除去等をする権限並びに現場にある者を応急措置の業務に従事させる権限

により実施すべき応急措置の全部または一部を、当該市町村に代わって行う。 

ｃ ライフライン事業者は、必要に応じ、災害応急対策に関し広域的応援体制を

とるよう努める。 

ｄ 災害規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の防災関係機関等から応援を

受けることができるよう、防災業務計画に応援計画や受援計画を位置づける

よう努めるとともに、応援又は受援に必要な準備を整える。 

ｅ 速やかなインフラ復旧のため、インフラ事業者間で情報共有するなど連携に

努める。 

  イ 体制の調整 

    県災害対策本部、見附市災害対策本部等  

  ウ 達成目標 

    災害応急対策又は災害復旧を円滑に実施するため、次の事項を実施し、災害時

の応援又は応援の受入れのための体制を確立する。 

(ｱ) 災害時相互応援に関する協定の締結 

   (ｲ) 災害時の情報収集及び連絡体制の確立 

   (ｳ) 受援計画の整備など応援受入体制の確立 

   (ｴ) 応援計画の整備など応援体制の確立  

 (2) 積雪期の対応 
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   積雪期においては、道路交通の状況や気候的問題に十分配慮した受入れ体制を確

立する。 

２ 情報の流れ 

【災害対策基本法等に基づく応援要請等】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 

公 

安 

委 

員 

会 

） 

§29② 

職

員

派

遣

の

要

請 

§30① 

§30① 

§30① 

§30① 

§30② 

§30② 

§30② 

§70③ 

§29① 

§70③ 

§29① 

§70③ 

§29① 

§70③ 

自治法 252-17 

§74① 

自治法 252-17 

自治法 252-17 

自治法 252-17 
§72① 

（
公
安
委
員
会
） 

広

域

応

援

要

請 

応 援 要 請 

応

援

の

要

請 

災害派遣要請 

自衛隊法§83① 

職員派遣のあっせん§30①② 応援の要求§68① 

自衛隊 

 

 

他 市 町 村 

 

他 都 道 府 県 

 

指 定 行 政 機 関 

 

指定地方行政機関 

 

指 定 公 共 機 関 

指定地方公共機関 

警察庁・他都道府県警察 

第九管区海上保安本部 

職員派遣のあっせん§30①② 

自衛隊派遣要請§68 の 2① 

§67① 

§29② 

救

援

要

請 

 

あっせん 

応援等の要請 

職員派遣の要請 

 

 

県 

 

見 

 

附 

 

市 

民  間  団  体 

あ

っ

せ

ん 

内 

閣 

総 

理 

大 

臣 

※§68① 関係法令を示します。 
＝災害対策基本法第 68 条第１項 
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【消防組織法に基づく応援要請等】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 業務の内容 

 (1) 応急対策に関する応援等の要請 

実施主体 対  策 協力依頼先 

見附市長 ○他市町村への応援要請 

応急対策実施のために、必要があると

きは、他の市町村長に対し応援を求める。 

○県への応援又は応急措置実施の要請 

応急対策実施のため、必要がある

ときは、知事に対し応援又は県が実施

すべき応急対策の実施を要請する。 

○民間団体への応援要請 

応急対策又は災害復旧のため、必要

があるときは、民間団体に応援を要請

する。 

 

○自衛隊の災害派遣要請の依頼 

 （第３章第 10 節 ） 

○消防の広域応援 

 （第３章第 14 節 ） 

他の市町村長 

 

 

県知事 

 

 

 

民間団体 

 ※ 応援要請に関する共通事項 

   応援要請は、次の事項を示して文書で行うものとする。ただし、文書による要

請を行なう時間的余裕が無い場合は、電話等で要請し、その後文書を送付する。 

   ア 応援を必要とする理由 

   イ 応援を必要とする場所 

   ウ 応援を必要とする期間 

     エ その他応援に関し必要な事

応 援 

措置要求 

（緊急時） 措置要求 

要 請 

指 示 

要 請 

要 請 

措置要求 
 

県

内

市

町

村

長

消

防

長 

県  知  事 

消 防 庁 長 官 他の都道府県 

見 附 市 

市町村 

緊急消防援助隊 

広域航空消防応援 
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 (2) 職員の派遣（あっせん）等に関する応援 

実施主体 対  策 協力依頼先 

見附市長 ○職員の派遣要請 

災害応急対策又は災害復旧のため、

必要があるときは、県知事若しくは市

町村長又は指定地方行政機関の長若し

くは特定公共機関に対し、当該機関の

職員の派遣を要請する。 

○職員派遣のあっせんの要請 

災害応急対策又は災害復旧のた

め、必要があるときは、知事に対し、

指定地方行政機関若しくは特定地方

公共機関又は都道府県若しくは市町

村の職員派遣についてあっせんを要

請する。 

県知事、市町

村長、指定地

方行政機関の

長、特定公共

機関 

 

 

県知事 

   ※ 職員の派遣要請に関する共通事項 

     派遣要請は、次の事項を示して文書で行うものとする。 

     ア 派遣を要請する理由 

     イ 派遣を要請する職員の職種別人員数 

     ウ 派遣を必要とする期間 

     エ その他職員の派遣について必要な事項 

 

 (3)応援受入体制の確立 

実施主体 対  策 協力依頼先 

見附市長 ○情報の収集・伝達・交換 

  応援要請等の必要が予測される災

害が発生し、又は発生する恐れがあ

る場合には、迅速・的確にその状況

を把握し、国及び関係都道府県、市

町村等に通報するほか、必要な情報

交換を行う。 

○受入体制の確立 

  国、関係都道府県、市町村等との

連絡を速やかに行うための連絡窓口

を定めるとともに、物資等の応援 

や人員派遣を速やかに受け入れるた

めの施設の指定など、受入体制を確

立する。 
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（空白） 



震災対策編 

第 3章第 4節 

「災害時の通信確保」 

 115 

第４節 災害時の通信確保 

【関係部署】総務部、消防本部 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

災害発生時における被害状況の把握や被災者救助活動などの応急対策を迅速かつ

的確に実施するためには、情報収集・伝達手段の確保が重要である。関係機関は、

全国瞬時警報システム（J-ALERT）など各種の通信手段を的確に運用するとともに、

通信施設の被災状況の把握と早期復旧及び代替通信手段を確保する。また、被災箇

所での緊急対策実施のために臨時の通信手段が必要となる場合、関係機関の協力を

得てこれを確保する。 

ア 各主体の責務 

(ｱ) 市の責務  

ａ 公衆回線、防災行政無線の不通箇所を把握し、早期復旧に努めると共に、

代替通信手段を確保する。 

ｂ 自力で通信手段を確保できない場合は県に支援を要請する。 

(ｲ) 防災関係機関、通信事業者等の責務  

市から要請があった場合は通信の確保に協力する。 

通信事業者は、速やかに通信障害の状況やその原因、通信施設の被害や復旧

の状況等を関係機関に共有する。 

  イ 活動の調整 

県災害対策本部（統括調整部）、見附市災害対策本部  

  ウ 達成目標 

災害発生後１時間以内に通信の状態を確認する。被災による通信の途絶

を確認した場合、概ね３時間以内に県災害対策本部と被災地間及び防災関

係機関との通信を確保するよう努める。  

被災箇所での緊急対策実施に利用する通信手段は、災害発生後概ね６時間以内

に確保する。 

 

２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

市 県 

通信施設の状況、非常時に利

用する通信手段の通知、通信

手段確保の要請 

市 防災関係機関等 通信手段確保の要請 
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(2) 被災地へ 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

県 市 

通信施設の状況、復旧の見込

み、非常時に利用する通信手

段の通知 

提供可能な通信手段の情報 

防災関係機関等 市 提供可能な通信手段の情報 

 

３ 業務の体系 

直　後 通信困難

通信可 利用困難

利用可

１時間 支援困難

支援可

３時間 利用困難

利用可

６時間

７２時間

緊急対策用通
信手段の確保

　　　　　　通　　信　　の　　確　　保

☆災害発生

防災通信施設
機能確認

応急復旧
計画

応急復旧
工事

緊急連絡用
回線設定

その他の手段

電気通信事業者
の設備の利用

他機関の通信
施設の支援要請

非常通信
の利用

 

 

 

４ 業務の内容 

 (1) 防災通信施設の機能確認 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・所管する防災行政無線設備の状況を確

認する。 

・所管する防災相互通信用無線機の機能

を確認し、いつでも運用できるよう準

備をする。 
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(2) 電気通信事業者の設備の利用 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・災害時優先電話に指定された回線を利

用して通信を確保する。 

・災害時優先電話に指定された回線が、

一般からの着信により利用できなくな

ることの無いように、電話番号の秘匿

に努める。 

・携帯電話、メール（インターネット、

ＬＧＷＡＮ等）を利用して通信を確保

する。 

 

電気通信事業

者 

 

(3) 緊急連絡用回線の設定 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・電気通信事業者、通信機器販売業者等

に災害時に利用可能な通信機器の貸与

を要請し、関係機関との通信を確保す

る。 

電気通信事業

者、通信機器販

売業者等 

総務省 

 

 (4) 他機関への通信施設の支援要請 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・関係各法令の規定により、電気通信事

業者及び他の機関に通信設備の優先

利用、通信支援を要請する。 

・県を通じて自衛隊に対する災害派遣要

請の一環として通信支援を要請する。 

電気通信事業

者、防災関係機

関等 

自衛隊 

 

(5) 応急復旧計画の策定 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・所管する防災行政無線設備の被災状

況、代替通信手段の確保状況を基に復

旧計画を策定する。 
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 (6) 非常通信の利用 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・非常通信協議会に対し非常通信を要請

する。 

・非常通信は地方非常通信ルートによ

る。 

信越地方非常

通信協議会 

 

(7) その他の手段 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・通信の確保について、必要に応じてア

マチュア無線団体に協力を要請する。

なお、アマチュア無線はあくまでもボ

ランティアであることに配慮する。 

・何れの方法によっても通信の確保がで

きない場合、使者を派遣する。 

見附アマチュ

ア無線クラブ 

 

(8) 応急復旧工事 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・復旧計画に基づき、支障が生じた施設

の復旧を行うための要員を直ちに配置

する。 

 

 

(9) 緊急対策用通信手段の確保 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・所管する通信手段の稼働状況、配備状

況を勘案し、緊急対策用通信手段とし

て利用できるものを確保する。 

・通信事業者、防災関係機関等に利用可

能な通信機器の貸与を要請する。 

通信事業者、防

災関係機関等 
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第５節 被災状況等収集伝達計画 

【関係部署】総務部、建設部、産業部、上下水道部、消防本部、（警察） 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

被災状況の情報収集及びその集約は、発生した災害の姿を認識する行為そのもの

であり、災害応急対策活動の出発点である。 

 市及び関係機関は、地震が発生した場合は、速やかにかつ自動的に情報収集活動

を開始する。市は収集した情報を集約し、被害の概括を掌握し、直ちに必要な行動

を起こすとともに、各防災機関及び市民に各種の手段を使って伝達し、「情報の共

有化」に努める。 

ア 各主体の責務 

(ｱ) 市民の役割 

地震発生直後において､情報が錯綜することから自分の置かれた状況を冷静

に判断するために､避難に当たっては､携帯ラジオ等を備えた非常用持出袋など

を準備する｡ 

(ｲ) 市・消防機関の役割 

地震発生直後の概括的被害情報を収集し､被害規模を推定するための関連情

報を収集する｡情報収集にあたっては、消防団、町内会、自主防災組織等から

情報収集できる体制を予め確立する｡また、要救助者の迅速な把握のため、安

否不明者についても、関係機関の協力を得て、積極的に情報収集を行うものと

する。 

なお､市内で震度 4 以上の地震等を観測した場合､被害の第一報を県防災局へ

報告する。また、震度５弱以上の地震等が発生した場合、被害の第一報を｢消

防庁への火災･災害等即報基準｣により､消防庁及び県防災局へ報告する｡  

農業施設や公共土木施設等が被災した場合、必要に応じて県に災害報告を行

なう。 

(ｳ) 県の役割 

ａ 県は県内で震度 4 以上の地震を観測した場合には、被災地の消防本部､県地

域機関及び県警本部等を通じ被害情報を収集するとともに､防災関係機関と

相互に情報交換する｡ また、必要に応じて職員を被災市町村に派遣する。 

ｂ 天候状況等を勘案しながら､消防防災ヘリコプターを出動させ、上空からの

目視及び画像撮影（ヘリコプターによる画像電送を含む。）等により被災地情

報を収集する。また､必要に応じて自衛隊､第九管区海上保安本部､北陸

地方整備局に対してヘリコプターによる情報収集を依頼する｡  

c  県は、北陸信越運輸局、鉄道事業者、東日本高速道路株式会社等を通じ、 

避難道路等に係る被災状況の情報を収集し、市町村に提供する。 

d  上記の情報収集・提供を行う拠点として、危機管理センターの整備を進め、

情報収集伝達体制を確立する。 

e  県は収集した情報を集約し､被害の概括を掌握し､直ちに必要な行動を起
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こすとともに､国､各防災機関及び被災地内外の住民に地理空間情報（ＧＩ

Ｓ・ＧＰＳ）の活用など各種手段を使って｢情報の共有化｣を図る｡ 

f  被災市町村から県への被災状況の報告ができない場合、県は、被災地への

職員派遣、ヘリコプター等の機材や各種通信手段の効果的な活用等により、

積極的に情報収集を行う。また、あらかじめ情報収集要領の整備に努める。 

g  人的被害の数については、県が一元的に集約、調整を行う。県は市町村、

関係機関が把握している人的被害の数について積極的に収集する。 

また、要救助者の迅速な把握による救助活動の効率化・円滑化のために必要

と認めるときは、県等と連携の上、安否不明者の氏名等を公表し、その安否

情報を収集・精査することにより、速やかな安否不明者の絞り込みに努める

ものとする。 

h  発災時に安否不明者（行方不明者となる疑いのある者）の氏名等の公表や

安否情報の収集・精査等を行う場合に備え、県等と連携の上、あらかじめ一

連の手続等について整理し、明確にしておくよう努めるものとする。 

 

 (ｴ) 県警察の役割 

ａ 地震発生時には、通信指令課を中心に駐在所、パトカー、白バイ、ヘリコ

プターなどにより直ちに情報収集に当たり、通信指令課による一元的な情報

収集体制を確立する。  

ｂ ヘリコプターテレビシステム､交通監視カメラ等の画像情報を活用し､被災

地域の情報を収集するとともに､必要に応じ警察災害派遣隊等を活用し､被災

地の情報を収集する。  

 

イ 活動の調整 

  市は、国、県､他市町村、消防機関､県警察本部、防災関係機関と協力し､普段か

ら情報の共有化に努め､画像電送情報などを相互に交換するなど災害時における

情報の共有化を図る｡ 

  ウ 達成目標 

市は、災害関連情報等を集約し､他市町村・消防機関､防災関係機関､ライフライ

ン･公共交通機関に逐次還元し､災害応急対策推進を進めるとともに報道機関の活

用や情報共有のためのシステム構築を推進する｡ 

 (2) 要配慮者に対する配慮 

市は、要配慮者に対する情報伝達として､市､消防団、町内会、自主防災組織等の

避難誘導体制の整備を進めるとともに避難所における手話通訳､文字情報などを配

慮する｡      

 (3) 積雪期の対応 

  災害の発生時期において､それぞれ被害の程度が異なることから特に積雪期にお

いては､避難時に携帯ラジオを携行し、孤立が予想される集落においては､非常用の

通信手段を確保する｡  

 



震災対策編 

第 3章第 5節 

「被災状況等収集伝達計画」 

 121 

 ２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

町内会､市民等 
警察､消防機関､市

等 
地域の状況､被害状況等 

警察､消防機関､市

等 
県､報道機関 同上 

 

 (2) 被災地へ 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

県 
市､防災関係機関､

報道機関 
地域の状況､被害状況等 

警察､消防機関､市

等 
町内会､市民 同上 

 

３ 業務の内容 

 (1) 情報収集 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ･見附市地域防災計画に定める被害状況

収集伝達体制により詳細な被害状況を

調査する｡ 

･避難所を開設したとき、又は自主的に

避難所が開設されたときは､避難者数､

避難所の状況などの情報を収集する｡ 

市、消防本部、

見附警察署 

防災関係機関 ･業務計画に定める被害状況収集伝達体

制により詳細な被害状況を調査する｡ 

 

 

(2) 連絡体制 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ･県に被害状況を連絡する｡ 

･避難指示等を発令した場合は､速やか

に新潟県総合防災情報システムにより

県及び緊急時情報伝達ルートに定める

報道機関に報告､情報提供する｡ 

 

防災関係機関 ･ライフライン関係機関及び交通関係機

関は､その所管施設の被害状況､応急対

策活動状況､応急復旧見込状況等を市へ

報告する｡ 
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第６節 広報計画 

【関係部署】総務部、福祉保健部、消防本部 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

市・県・防災関係機関等は、被害の拡大を防ぎ市民等の安全を確保するため、相互

に協力して多様な広報手段を活用し、迅速かつ的確に必要な情報を広報する。 

  ア 各主体の責務 

(ｱ) 県 

地震発生後、地震・津波に関する全県的な情報を積極的に収集し、避難・救

助活動、応急対策等の情報を広報し、さらなる被害の拡大と流言飛語等による

社会的混乱を防ぎ、市民等の安全を確保する。 

   (ｲ) 市 

県からの情報及び自ら収集した情報を地域住民に提供し、民心の安定を図る

とともに、救援・復旧活動に対する協力を仰ぐため、社会的関心を喚起する。 

また、要配慮者にも、的確に情報が伝達されるよう、多様な広報手段を積極

的に活用する。 

(ｳ) 見附警察署 

生命、身体及び財産を災害から保護し、犯罪の予防、交通の確保等、公共の

安全と秩序を維持するために広報活動を行う。 

(ｴ) 新潟地方気象台 

地震発生後、的確な応急対策が講じられるよう、地震・津波に関する情報を

広報する。 

   (ｵ) 北陸地方整備局 

    民生の安定を図るとともに救援・復旧活動を促進するため、国道等の所管施設

の被害状況や復旧状況等の情報を広報する。 

   (ｶ) ライフライン関係機関（電気、ガス、上下水道、情報通信事業者） 

地震発生時に的確な防災対策が講じられるよう、防災情報等を広報し、迅速

に救援活動・復旧活動等が講じられるよう、被災地での活動の根幹となるライ

フラインの被害状況、復旧状況、復旧予定等を広報する。 

(ｷ) 公共交通機関（鉄道、バス） 

避難、救援活動が迅速に行われるよう、被害状況、運行時間・経路変更、代

替手段、復旧状況、復旧予定等を広報する。 

(ｸ) 報道機関 

地震に関する情報を入手した時は、被害の拡大と社会的混乱を防ぐため、そ

れぞれの計画に基づき放送する。 

(ｹ)  市民、企業・事業所等 

地震に関する情報には留意し、情報を入手したときは、要配慮者や情報を入

手していない地域住民、観光客等の滞在者に的確に伝達し、適切な対応がとれ

るよう配慮する。 

  イ 達成目標 
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災害発生時の各段階における広報を、多様な手段を活用しながら、時期を失す

ることなく広報する。 

 

 (2) 要配慮者に対する配慮 

  ア 災害や雪で道路や通信が途絶した地域へも情報が伝達されるよう多様な広報手

段を活用する。 

  イ 視覚、聴覚障害者等にも情報が伝達されるよう、音声と掲示を組み合わせ、手

話通訳者や誘導員の配置等、多様な情報伝達手段を確保する。 

ウ 外国人にも災害に関する情報が伝達されるよう、通訳の配置、多言語サイトの

構築などにより情報を提供するよう配慮する。 

エ 一時的に被災地から離れた被災者にも、生活再建、復興計画等に関する情報が

確実に伝わるよう情報伝達方法を工夫する。 

オ 自主防災組織、町内会等は、高齢者、障害者等地域の要配慮者に災害に関する

情報を伝達する。 

  カ 企業・事業所、学校等は、観光客、遠距離通勤・通学者等に対し適切な対応が

とれるよう災害に関する情報を伝達する。 

 

２ 各機関の役割 

 (1) 市 

  ア 役割 

主に被災地域及び被災者に対する直接的な広報広聴活動を行う。 

  イ 広報・広聴すべき事項 

(ｱ) 避難、災害対策本部、医療、救護、衛生、健康（心のケアを含む）に関する

情報 

(ｲ) 被害状況（行方不明者の数を含む人的被害、建築物被害）、火災、津波、土

砂災害の発生状況等の情報 

(ｳ) 給水、炊き出し、生活必需品の配給の実施に関する情報 

(ｴ) 生活再建、仮設住宅、医療、教育、復旧計画に関する情報 

(ｵ) 自主防災組織及び町内会等からの相談・要望等 

(ｶ) 被災者の相談・要望・意見 

(ｷ) その他被災住民の避難行動や生活に密接な関係がある情報 

  ウ 手段 

(ｱ) 電話・ＦＡＸ・メール・個別訪問・広報車による呼びかけ、印刷物の配付・

掲示 

(ｲ) 市民相談窓口の開設 

(ｳ) 県を通じての報道依頼（必要に応じて報道機関へ直接報道依頼） 

(ｴ) テレビ・ラジオ放送局等（市は、平時から事業者との協力体制を整えておく。）

への報道依頼 

(ｵ) インターネットによる情報発信（パソコン、携帯サイト、多言語サイト） 

 (2) 県 

  ア 役割 
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報道機関への情報提供等、被災地域内外への情報発信、広域的な応急対策・復 

旧・復興等に対する意見・要望・提言等の収集を行う。 

  イ 広報・広聴すべき事項 

(ｱ) 地震・余震の各地の震度情報 

(ｲ) 県地域機関、市町村、その他防災関係機関から報告された被害状況 

(ｳ) 国、県、市町村等公的機関の災害対応に関する情報 

(ｴ) 知事の県民への呼びかけ及び対応方針 

(ｵ) 医療機関の被災状況・受入可否 

(ｶ) ライフライン、交通情報 

(ｷ) 物資・食料・義援金、ボランティアの受け入れ情報 

(ｸ) 救急・救助活動、復旧活動、県災害対策本部会議、視察等の予定 

(ｹ) 広域的な応急対策・復旧・復興等に対する意見・要望・提言等 

  ウ 手段 

(ｱ) 報道機関への情報提供(一斉同報ファックス) 

(ｲ) 記者会見（知事、県災害対策本部各本部員等） 

(ｳ) インターネットによる情報発信（パソコン、携帯サイト、多言語サイト、ソ

ーシャルメディア(ブログ等の個人間のコミュニケーションを促進するサービ

スの総称)等）） 

(ｴ) 災害の記録誌、記録映像の作成 

(ｵ) 緊急速報メールによる情報発信 

(ｶ) 電話、手紙、電子メールによる意見・要望等の収集 

(ｷ) コミュニティメディアでの情報発信（新聞等での広告掲出を含む） 

(ｸ) 新潟県総合防災情報システム及び災害情報共有システム（L アラート）によ

る情報伝達者への情報提供 

 (3) 新潟地方気象台  

  ア 役割 

地震が発生した場合、緊急地震速報（警報）、津波警報・注意報、地震に関する

情報等提供する。 

  イ 広報すべき事項 

 緊急地震速報（警報）、津波警報・注意報、地震に関する情報等 

  ウ 手段 

(ｱ)  防災情報システム等での提供 

(ｲ) 報道機関、県、市町村及び防災関係機関への説明会の実施 

(ｳ) インターネットによる情報発信（パソコン、携帯サイト） 

(4) 北陸地方整備局 

  ア 役割 

国道等の所管施設の被害状況や復旧状況等の情報を提供する。 

イ 広報すべき事項 

道路等の所管施設の被災状況及び復旧に関する情報 

ウ 手段 

(ｱ) 報道機関への情報提供 
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(ｲ) インターネットによる情報発信（パソコン、携帯サイト） 

(5) ライフライン関係機関（電気、ガス、上下水道、情報通信事業者）  

  ア 役割 

主に被災地域の利用者に対する直接的な広報活動を行う。 

  イ 広報すべき事項 

(ｱ) 被災により使用できない区域 

(ｲ) 使用可能な場合の使用上の注意 

(ｳ) 復旧状況及び復旧見込み 

  ウ 手段 

(ｱ) 広報車による呼びかけ、印刷物の配付・掲示 

(ｲ) 利用者相談窓口の開設 

(ｳ) 報道機関への報道依頼 

(ｴ) 防災行政無線による情報発信依頼 

(ｵ)  コミュニティ放送・有線ラジオ放送局・ＣＡＴＶ等コミュニティメディア

への報道依頼（平時から事業者との協力体制を整えておくものとする。） 

(ｶ) インターネットによる情報発信（パソコン、携帯サイト） 

 (6) 公共交通機関（鉄道、バス、船舶、航空機）  

  ア 役割 

主に被災地域内外の利用者に対する直接的な広報活動を行うものとする。 

  イ 広報すべき事項 

(ｱ) 被災による不通区間の状況、運休、運行・運航のとりやめ 

(ｲ) 臨時ダイヤ・運行時間・経路変更、代替手段  

(ｳ) 復旧状況及び復旧見込み 

ウ 手段 

(ｱ) 乗降場での印刷物の掲示 

(ｲ) 場内・車内・船内・機内等での放送 

(ｳ) 報道機関への報道依頼 

(ｴ) 防災行政無線による情報発信依頼 

(ｵ)  コミュニティ放送・有線ラジオ放送局・ＣＡＴＶ等コミュニティメディア

への報道依頼（平時から事業者との協力体制を整えておくものとする。） 

(ｶ) インターネットによる情報発信（パソコン、携帯サイト） 

(7) 見附警察署 

  ア 役割 

被災者及び被災地域の関係者に対し、広報すべき情報を提供する。 

  イ 広報すべき事項 

(ｱ) 災害に乗じた犯罪の抑止情報 

(ｲ) 交通規制に関する情報 

(ｳ) 市長から要求があった場合等の避難指示広報 

  ウ 手段 

(ｱ) 報道機関への情報提供 

(ｲ) 警察官による現場広報 
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(ｳ) インターネットによる情報発信（パソコン、携帯サイト） 

(8) その他防災関係機関等 

市民等に伝達が必要な事項をインターネット及び報道機関等を通じて公表する。 

 (9) インターネットによる情報発信における連携 

  各防災関係機関が住民等に伝達が必要な事項をインターネットにより発信する際は、

可能な限り連携し、相互にリンクを貼るなどして住民等が情報を入手しやすくなるよ

う配慮する。 

 

３ 災害対策基本法第５７条に基づく報道要請 

市又は県は、災害対策基本法第５５条又は第５６条の規定による災害に関する通知、

要請、伝達又は警告が緊急を要する場合において、その通信のため特別の必要がある

ときは、「災害時における放送要請に関する協定」に基づき、日本放送協会及び民間放

送各社に報道を要請する。 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 

県 

・ 放送申込書により日本放送協会及

び民間放送各社に報道を要請する。 

日本放送協会

及び民間放送

各社 

報道機関 ・ 報道要請に基づき放送する。  

 

(1) 要請内容 

火災の延焼、危険物の流出等市民に危険が及ぶことが予想される場合の避難呼びか

け 

 

(2) 各報道機関の連絡先 

機関名 所  在  地 電話(昼間) 
電話(夜

間) 
ＦＡＸ 責 任 者 

ＮＨＫ 

 

ＢＳＮ 

 

ＮＳＴ 

 

ＴｅＮＹ 

 

ＵＸ 

 

ＦＭ新潟 

 

ＦＭ  

ＰＯＲＴ 

新潟市中央区川岸町 

1-49 

新潟市中央区川岸町 

3-18 

新潟市中央区八千代 

2-3-１ 

新潟市中央区新光町 

1-11 

新潟市中央区 

下大川前通 2230-19 

新潟市中央区幸西 

4-3-5 

新潟市中央区万代 

2-1-1 

025-265-1141 

 

025-230-1532 

 

025-248-7234 

 

025-283-8152 

 

025-223-8608 

 

025-246-2311 

 

025-240-0079 

同左 

 

267-3469 

 

249-8850 

 

同左 

 

同左 

 

246-2314 

 

246-5190 

265-1145 

 

267-5810 

 

249-8881 

 

283-8159 

 

223-0194 

 

245-3577 

 

246-5185 

放送部長 

 

報道担当部長 

 

報道部長 

 

報道部長 

 

報道グループ長 

 

放送営業部次長 

 

編成制作部長 
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４ 災害発生時の各段階における広報 

 (1) 地震発生直後(地震発生後概ね３～４時間以内)） 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・危険地域の市民に広報車、ＦＡＸ、

メール等により避難情報及び二次災

害防止情報等を緊急伝達する。 

・消防団、自主防災組織等と協力して、

情報を漏れなく伝達する。 

消防団 

自主防災組織 

町内会 

 

  (2) 災害応急対策初動期（災害発生後概ね２日以内） 

実施主体 広報事項 協力依頼先 

市 ・市民に対する避難指示 

・避難所の開設等 

・給水・炊き出しの実施、物資の配給 

消防団 

自主防災組織 

町内会 

ライフライン

関係機関 

・被災による使用不能状況 

・使用可能の場合の使用上の注意等 

 

公共交通機関 ・被災による不通区間の状況、運休、

運行・運航のとりやめ 

・臨時ダイヤ等 

 

 

 (3) 災害応急対策本格稼働期（地震発生後概ね３日目以降） 

実施主体 広報事項 協力依頼先 

市 ・消毒・衛生・医療救護 

・小中学校の授業再開予定 

・仮設住宅への入居 

 

ライフライン

関係機関 

公共交通機関 

・復旧見込み 

・災害時の特例措置の実施状況 

 

 

 (4) 復旧対策期 

実施主体 広報事項 協力依頼先 

市 ・罹災証明の発行 

・生活再建資金の貸し付け 

・災害廃棄物の処理方法及び費用負担 

 等 

・その他生活再建に関する情報 

 

 

５ 広聴活動 

災害発生時には、被災者からの相談、要望、苦情等を受付け、適切な措置をとるとと

もに災害応急対策や復旧・復興に対する提言、意見等を広く市民に求め、市の災害対応
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の参考とする。 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・自主防災組織及び町内会等からの相

談・要望等の受け付け 

・被災者のための相談窓口の設置 

 

ライフライン

関係機関 

・利用者相談窓口の開設  
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第７節 市民等避難計画 

【関係部署】全部署 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

地震発生時は､市民等は、緊急地震速報等に基づき自らの判断で地震の第一撃から

身を守り、危険な建物・場所から避難する。 

ア 各主体の責務 

(ｱ) 市民 

・自らの責任において自身及びその保護する者の安全を確保する。 

・火災の発生を防止し、出火した場合は直ちに初期消火に当たる。 

・家族及び近隣者の安否を確認し、協力して救助活動を行う。 

・避難する場合は、隣近所で声を掛け合って集団で行動する。 

・指定避難所以外の場所に避難する場合は市に避難先を連絡する。 

(ｲ) 企業・事業所等 

・不特定多数の者が利用する施設においては、利用者を適切に避難・誘導する。 

・必要に応じて、施設を指定緊急避難場所として提供する。 

・近隣での市民の救助活動に協力する。 

(ｳ) 市 

・地震後速やかに指定避難所を開設し、避難者を受け入れる。 

・指定避難所以外への避難者の状況を確認する。 

・避難者の状況及びニーズを把握し、県に報告する。 

・二次災害※の危険がある場合は、速やかに当該地区の市民等に避難を指示す

る。 

※浸水、土砂災害、雪崩、火災の延焼、危険物等の漏洩等 

・避難指示等の発令に当たり、必要に応じて専門家等の技術的な助言等を活用

し、適切に判断を行う。 

イ 活動の調整 

見附市災害対策本部等 

ウ 達成目標 

避難の指示と適切な情報提供により、二次被害による人的被害発生を防止する。 

避難行動要支援者の逃げ遅れを防止する。 

(2) 要配配慮者に対する配慮 

ア 情報伝達、避難行動に制約がある避難行動要支援者は、近隣住民や自主防災組

織等が直接避難を呼びかけ、市民等の介助の下、安全な場所に避難させる。 

イ 市は、予め策定した｢避難行動要支援者等避難支援計画｣に基づき、消防、警察、

自主防災組織、民生委員、介護事業者等の福祉関係者等の協力を得ながら、避難

行動要支援者の避難・誘導に当たる。また、情報の伝達漏れや避難できずに残っ

ている避難行動要支援者がいないか確認する。 

ウ 市は、避難先で必要なケアが提供できるよう手配する。 
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エ 県は、避難後の要配慮者のケアについて、受け入れ施設の提供、人員の派遣等、

市を支援する。 

(3) 積雪期の対応 

ア 屋外では音声情報が伝わり難くなるため、市は、無雪期よりも確実に避難情報

等を伝達するよう留意する。 

イ 足場が悪く、避難行動の制約が大きくなるため、市は、特に避難行動要支援者

の避難支援について町内会等の協力を求める。 

ウ 倒壊家屋の増加、雪崩の発生、屋根雪の落雪等により生き埋め者が多発する可

能性があるため、地域住民による捜索・救助活動を強化する。 

エ 寒冷な時期であるため、避難先での暖房確保、早期の温食提供等に配慮する。 

 （4）広域避難への対応 

  ア 市による協議等 

    被災した場合、災害の規模、被災者の避難・収容状況、避難の長期化等により、

市の区域外への広域的な避難及び応急仮設住宅等への収容が必要であると判断し

た場合において、他の市町村への受入れについては当該市町村に対し直接協議す

ることを基本とする。また、必要に応じ、県に対して他の都道府県への避難に関

する助言を求めることができる。 

  イ 県による協議等 

    県は、市からの協議要求があった場合、他の都道府県と協議を行う。また、市

の行政機能が被災によって著しく低下した場合など、市からの要求を待ついとま

がないときは、市の要求を待たないで、広域避難のための要求を市に代わって行

う。 

  ウ 県による助言 

    県は、市から求めがあった場合には、受入れ先の候補となる自治体及び当該自

治体における被災住民の受入能力（施設数、施設概要等）等、広域避難について

助言する。 

  エ 避難元自治体と避難先自治体間の情報共有 

    避難元と避難先の都道府県及び市町村は、居住地以外の市町村に避難する被災

者の所在地等の情報の共有に努める。 

 

 

２ 情報の流れ 

 (1) 救助活動（被災地から） 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

被災者、地域等 消防、警察、市 安否情報、被害情報、被災地ニーズ 

市 県 
集約された被害情報、集約された被災

地ニーズ 
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 (2) 救助活動（被災地へ） 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

県 市 活動範囲、部隊規模、受け入れ態勢 

市 町内会、自主防災組

織、市民等 

指定避難所の開設、運営協力要請、

支援体制等の情報 

町内会、市民  その他の被災地域  支援体制  

 

３ 業務の体系 

 １時間以内    屋外退避、危険地域からの自主避難     

    ↓          避難行動要支援者の把握及び避難誘導支援       

３時間以内    指定避難所への避難、避難指示の発令  

 ↓      （必要に応じて警戒区域の設定）      

２４時間以内   避難行動要支援者の移動      

 

４ 業務の内容 

 (1) 避難誘導､救助 

実施主体 対  策 協力依頼先 

被災者、自主防

災組織 

・自主避難及び自主防災組織等による

避難行動要支援者の把握及び避難誘

導､救助要請 

 

市 ･指定避難所の開設と被害状況の収集 

･情報の提供と発信 

･自衛隊､緊急消防援助隊の派遣要請 

指定避難所設置者、消

防本部､警察署 

防災関係機関 ･避難状況の収集及び緊急通報への対

応 

･広域応援の必要性の判断及び市との

情報交換 

警察署､消防本部 

 

(2) 指示等 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ･市民等への伝達と避難の指示 

･避難の広報､避難誘導 

･避難路の安全確保及び避難所の開設 

･報道機関､消防､警察等関係機関への 

連絡 

報道機関 

消防本部､警察署 

防災関係機関 ･避難指示地域からの避難誘導 

・交通規制の実施 

・犯罪予防 

警察署､消防本部 
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第８節 避難所運営計画 

【関係部署】民生部、福祉保健部 

１ 計画の方針 

指定避難所は、地震発生後速やかに開設し、市民が帰宅又は仮設住宅等の落ち着き場

所を得た段階で閉鎖する。避難所の開設・運営は市が行う。運営に当たっては、避難者

の安全の確保、防犯対策、生活環境の維持、要配慮者に対するケア、男女の視点の違い

及び女性や子ども等の安全に十分に配慮する。 

(1) 基本方針 

ア 各主体の責務 

(ｱ) 避難住民は、秩序ある行動で避難所運営に協力する。 

(ｲ) 市は、災害の規模にかんがみ、必要な避難所を、可能な限り当初から開設する

よう努めるとともに、地域住民、応援自治体職員、ボランティア等の協力を得て

避難所を運営する。 

(ｳ) 県は、市の避難所の開設・運営を支援する。 

(ｴ) 警察は、避難所の保安等に当たる。 

(ｵ) 避難所予定施設の管理者は、避難所の迅速な開設及び運営について市に協力す

る。 

イ 達成目標 

(ｱ) 地震発生後３時間以内に開設する。（施設の安全確認、職員配置） 

(ｲ) 地震発生６時間後には、避難者、生活必需品の必要量等の概数を把握し、避難

行動要支援者の把握と初期的な対応を行う。 

(ｳ) 地震発生 12 時間後には、必要に応じて仮設トイレを設置する。 

(ｴ) 地震発生から概ね３日以内に、避難者の入浴の機会を確保する。 

(ｵ) 避難所での生活をおおむね地震発生から２ヶ月程度で終了できるよう、住宅の

修理、仮設住宅の設置、公営住宅の斡旋等を行う。 

(2) 避難所運営の留意点 

ア 一般的事項 

(ｱ)  市は、指定避難所の運営・管理に当たる職員を遅滞なく配置する。 

(ｲ)  安全、保健・衛生、保安、プライバシーの保持に注意し、更衣室、授乳室を確

保する。 

(ｳ)  運営体制の構築を行い、各配置人員の役割分担を明確にする。 

(ｴ)  避難者に食糧、生活必需品を提供する。性別、年齢、障害等に基づく様々なニ

ーズに対応するよう努める。 

(ｵ)  避難者１人当たり１．６５㎡（感染症流行時は３～４㎡）のスペースを目安

として、家族単位で区画を確保し、感染症対策やプライバシー保護の観点から、

パーティション、段ボールベッド等の設置に努める。 

また、避難所内には通路を設置し、パーティションが設置できない場合には、

避難者の区画間をできるだけ２ｍ（最低１ｍ）空けることを意識するよう努め

る。 
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(ｶ)  避難所の建物外の避難者には、テントなどを提供する。 

(ｷ)  トイレは仮設トイレも含めて男女別とし、女性用トイレを多く設置するとと

もに、高齢者や障害者等に配慮し、洋式便座の配置に努める。 

なお、災害発生当初は避難者約 50 人当たり１基、避難が長期化する場合には

約 20 人当たり１基、トイレの平均的な使用回数は１日５回を一つの目安とし

て、備蓄や災害時用トイレの確保計画を作成することが望ましい。 

(ｸ)  テレビ、ラジオ、臨時公衆電話、スマートフォンの充電サービス等、避難者の

情報受発信の便宜を図るよう努める。 

(ｹ)  避難者による自治組織の結成を促し、段階的に避難者自身による自主的な運営

に移行するよう努める。 

(ｺ)  各避難所と災害対策本部との連絡方法は、電話、ＦＡＸ、インターネット、メ

ール等によることとし、電話回線等が確保できない場合は、無線機等の通信機

器や緊急連絡員による自転車等の交通手段の利用による直接（文書、口頭）の

連絡体制をとる。 

(ｻ)  入浴施設の設置など、避難の長期化に応じた避難所環境の整備に努める。 

(ｼ)  非常用電源の配備や再生可能エネルギーの導入など停電対策に努める。 

(ｽ)  男女ペアによる巡回警備や防災ブザーの配布等により避難所における安全性

を確保する。特に、トイレ、更衣室、授乳室等の防犯対策に配慮する。 

(ｾ)  気温や湿度が高い日には、熱中症にかかる危険性が高まるため、扇風機やエア

コン等を設置して、避難所の気温・湿度の調整に努めるとともに、こまめに水

分補給の呼びかけを行うなど、十分な熱中症対策を実施する。 

(ｿ)  住民票の有無に関わらず、避難者を適切に受け入れるものとする。 

(ﾀ)  市町村は、必要に応じ家庭動物のための避難スペースの確保等に努めるととも

に、獣医師会や動物取扱業者等から必要な支援ができるよう配慮する。 

(ﾁ) 市町村は、指定避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策 

のため、避難者の健康管理や避難所の衛生管理、十分な避難スペースの確保、 

適切な避難所レイアウト等の必要な措置を講じるよう努める。 

   (ﾂ) 県及び市町村は、被災地において新型コロナウイルス感染症を含む感染症の 

発生、拡大がみられる場合は、防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、 

感染症対策として必要な措置を講じるよう努める。また、自宅療養者等が指定 

避難所に避難する可能性を考慮し、保健福祉担当部局は、防災担当部局に対し、 

避難所の運営に必要な情報を共有する。 

イ 男女共同参画及び性的少数者の視点に立った避難所運営 

(ｱ) 男女及び性的少数者それぞれが良好な環境で避難生活ができるよう配慮する。 

(ｲ) 避難所への職員配置は、女性と男性の両方を配置するよう努める。 

(ｳ) 避難住民による避難所管理組織に対しては、女性が参画し、意見が反映でき 

 るよう配慮を求める。  

(ｴ) 男女及び性的少数者のニーズの違いに配慮した相談体制を整備する。  

(ｵ) 避難所における女性や子供等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止する

ため、女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣室・
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入浴施設等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置する、照明を増設す

る、性暴力・ＤＶについての注意喚起のためのポスターを掲載するなど、女

性や子供等の安全に配慮する。また、警察、病院、女性支援団体との連携の

下、被害者への相談窓口情報の提供に努める。  

(ｶ) 身体障害者はもとより、性的少数者が安心して利用できるよう、多目

的トイレの設置や、入浴できる環境が確保できるよう配慮する。  

(3) 要配慮者への配慮 

ア 避難所での配慮 

(ｱ) 市は、避難所施設内の段差解消などバリアフリー化に務める。 

(ｲ) 情報伝達は必ず音声と掲示を併用し、手話・外国語通訳者の配置など、要配

慮者の情報環境に配慮する。 

(ｳ) 保健師・看護師の配置又は巡回により避難者の健康管理に努める。 

通常の避難所での生活が難しいと判断される傷病者、障害者、高齢者等には、

医療機関への転送、福祉施設等への緊急入所又は福祉避難所への移動を勧める。 

イ 福祉避難所の開設 

(ｱ) 市は、施設への緊急入所を要しない程度の要介護高齢者、障害者等のために

福祉避難所を開設し、指定避難所からの誘導を図る。 

(ｲ) 福祉避難所には、障害者・高齢者の介護のために必要な人員を配置し、資機

材等を配備する。 

(4) 積雪期の対応 

ア 全避難者を屋内に収容する。避難所の収容力を上回る場合は、速やかに他施設

への移動を手配する。 

イ 暖房器具、採暖用具の配置、暖かい食事の早期提供に配慮する。 

 (5) 避難所外避難者の支援計画  

   避難者には様々な事情や目的があり、その意思に応じて避難場所を選択し

たり避難場所が自然発生することから、車中泊避難者や指定避難所以外の避

難者に対しても、食糧・物資等の提供、情報の提供、避難所への移送など必

要な支援に努める。また、水分不足や運動不足等からエコノミークラス症候

群を引き起こしやすくなるため、予防等を周知するよう努める。  

 

２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

避難所配置職員 見附市災対本部 避難者数、ニーズ 

見附市災対本部 

県災対本部 

避難所・避難者数、ニーズ 見附市災害ボランティア

センター 

 (2) 被災地へ 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

県災対本部 見附市災対本部 支援・供給情報 
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見附市災対本部 避難所 

 

３ 業務の体系 

    ☆地震発生  

０～３ｈ   指定避難所開設  

 ～６ｈ   避難者の状況把握  

 ～ 12ｈ   外部からの応援受入開始  

～ 24ｈ   避難行動要支援者の移動  

 ～３日   避難所の拡張・充実  

３日～    避難者ｻｰﾋﾞｽの充実  

７日～    避難所の集約化  

～２ヶ月   避難所の解消  

 

４ 業務の内容 

 (1) 地震発生後 24 時間以内の業務 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 指定避難所開設（～３ｈ） 

・福祉避難所の開設、避難行動要支援者受入

れ 

・職員配置、避難所開設報告 

・施設の安全確認 

避難者の状況把握（～６ｈ） 

・避難者数・ニーズの把握、報告 

・避難所備蓄物資の提供 

外部からの応援受入開始（～12ｈ） 

・避難所運営応援職員の受入れ 

・ボランティアの配置 

・食糧・生活必需品提供の開始 

・仮設トイレ設置 

・暖房器具、燃料の手配（冬季） 

・医療救護班の受入れ 

・避難行動要支援者支援要員の配置 

避難行動要支援者の移動（～24ｈ） 

・傷病者等の医療機関への搬送 

・福祉施設等への緊急入所 

 

介護事業者等

県災対本部 

施設管理者 

 

避難者 

  

 

県災対本部 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ 

県災対本部 

医師会、日赤 

保健所 

 

 

 

消防、保健所 

福祉施設 

避難所予定施

設の管理者 

避難所予定施設の安全確認（～3h） 

避難所開設作業への協力 

 

(2) 地震発生後３日目以内の業務 

実施主体 対  策 協力依頼先 
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警察 

 

・避難所における保安対策の実施 

・市民が避難した地域の保安・警備 

市町村 

自主防災組織 

市 避難所の拡張・充実 

・屋外避難者へのテント等提供 

・避難所環境の改善 

 （緩衝材、パーティション等設置） 

・避難者による自治組織編成 

 

県災対本部 

 

 

避難者 

東北電力 ・避難所施設の電力供給再開  

 

 (3) 地震発生後３日目以降の業務  

実施主体 対  策 協力依頼先 

県 避難者ｻｰﾋﾞｽ充実への協力（３日～） 

・自衛隊に現地炊飯、入浴支援を要請 

・入浴施設への協力依頼 

 

避難所・避難者の集約（７日～） 

自衛隊 

市 

公衆浴場組合 

県旅館組合等 

LP ｶﾞｽ協会 

市 避難者ｻｰﾋﾞｽの充実（３日～）  

・入浴機会の確保  

・避難所での炊飯開始  

・避難者の随伴ペットの保護  

・臨時公衆電話等の設置を要請 

 

県災対本部 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ 

〃 

電気通信事業

者 

電気通信事業

者 

避難者ｻｰﾋﾞｽ充実への協力（３日～） 

・市の要請により、臨時公衆電話、携帯電話

充電器を避難所に設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

136-1 
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  （空白） 

136-2 
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第９節 避難所外避難者の支援計画 

【関係部署】総務部、民生部、福祉保健部、消防本部 

１ 計画の方針 

避難所外被災者に対し、食糧・物資等の提供、情報の提供、指定避難所への移送など

必要な支援を行う。 

(1)  基本方針 

「避難所外避難者」とは、市の指定避難所以外の場所（屋外、施設内、車中）に避

難した被災者をいう。 

ア 各主体の責務 

(ｱ)  避難所外避難者は、市、消防、警察又は最寄りの公的避難所に、現況を連絡

する。 

(ｲ)  市は、避難所外避難者の状況を調査し、必要な支援を行う。 

(ｳ)  県は、市が行う避難所外避難者の状況調査に協力する。また、市からの要請

に基づき、関係機関に支援を要請する。 

イ 達成目標 

避難所外避難者の状況は、地震発生後３日以内に把握し、必要な支援を開始す

る。 

(2) 要配慮者に対する配慮 

指定避難所外に避難した避難行動要支援者は、できるだけ早く指定避難所、福祉

施設又は医療機関へ移送する。 

 (3) エコノミークラス症候群の予防 

   避難所外避難者は、水分不足や運動不足等からエコノミークラス症候群を引き起

こしやすくなるため、予防法等を周知するよう努める。 

(4) 積雪期の対応 

積雪期の屋外避難は危険なため、全員ができるだけ早く避難所等の施設内に避難

するよう誘導する。 

 

２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

避難所外避難者 見附市災害対策本部 避難所外避難者の状況 

見附市災害対策本部 県災害対策本部 避難所外避難者の支援ﾆｰｽﾞ 

 (2) 被災地へ 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

県災害対策本部 見附市災害対策本部 支援に関する情報 

見附市災害対策本部 避難所外避難者     〃 
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３ 業務の体系 

指定避難所外避難者の状況調査 

↓ 

必要な支援の実施 

 

４ 業務の内容 

 (1) 避難所外避難者の状況調査実施（発災後３日以内） 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 指定避難所外での市民の避難状況の調査 

（場所、人数、支援の要否・内容等） 

自主防災組織、町

内会等 

避難者 避難状況の見附市災害対策本部への連絡 避難所管理者、自

主防災組織、町内

会等 

 

(2) 必要な支援の実施（発災後３日以内に開始） 

実施主体 対  策 協力依頼先 

県 市に対する支援（物資提供等） 協定県など 

市 ・新たな避難先の提供（避難施設、テン

ト、ユニットハウスなど） 

・食料・物資の供給 

・避難者の健康管理、健康指導 

・車中泊避難者に対するｴｺﾉﾐｰ症候群等の

予防指導 

自主防災組織、町

内会、県災害救援

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ本部、見

附市災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

ｾﾝﾀｰ､ＮＰＯ 
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第 10 節 自衛隊の災害派遣計画 

【関係部署】総務部 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

  災害発生時における自衛隊の災害派遣活動を迅速・円滑に行うため、その活動内

容、派遣要請手続、受入れ体制等について定める。 

(2) 自衛隊の災害派遣基準 

ア 公共の秩序を維持するため、人命又は財産を社会的に保護しなければならない

必要性があること。（公共性の原則） 

イ 差し迫った必要性があること。（緊急の原則） 

ウ 自衛隊が派遣される以外に他の手段がないこと。（非代替性の原則） 

 

２ 災害派遣要請手続き 

(1) 市が実施する手続き 

市長は、自衛隊の災害派遣要請をしなければならない事態が生じたときは、災害

派遣要請依頼書を防災局危機対策課経由で知事に提出する。ただし、事態が急を要

する場合は、電話等で通報し、事後に文書を提出することができる。 

なお、知事に派遣要請を求めることができない場合には、市長は、その旨市の地

域に係る災害の状況を自衛隊の部隊等の長に通知することができる。ただし、事後

に速やかに自衛隊の部隊等の長に通知した旨を知事に通知する。 

県の災害派遣担当窓口 住   所   等 

防災局 危機対策課 

危機対策第 1 

 

住所 〒950-8570 新潟市中央区新光町４番地１ 

電話 025-285-5511(代)(内 6434、6435、6436) 

   025-282-1638(直通) 

防災無線(発信番号)-40120-6434､6435、6436 

NTT FAX 025-282-1640 

衛星 FAX (発信番号)401-881 

 (2) 知事の派遣要請 

知事は、市長から派遣の要請依頼を受け、その派遣要請の事由が適切と認めた場

合、又は自らの判断で派遣を要請する場合は、災害派遣要請書を下記７に記載され

ている要請先へ提出する。ただし、事態が急なときは、電話等をもって要請し、事

後に文書を送付するものとする。なお、事態の推移に応じ、要請しないことを決定

した場合、直ちにその旨を要請先に連絡する。 

 

３ 派遣部隊の受入体制 

県及び市は、派遣部隊の任務が円滑に実施できるように、次の事項について配慮す

る。 

(1) 派遣部隊と市との連絡窓口及び責任者の決定 

(2) 作業計画の協議、調整及び資機材の準備 



震災対策編 

第 3章第 10節 

「自衛隊の災害派遣計画」 

 140 

(3) 宿泊施設（野営施設）及びへリポート等施設の準備 

(4) 派遣部隊の現地誘導及び住民等への協力要請 

 

４ 業務の内容 

(1)  救助、応急復旧、偵察業務 

実施主体 対   策 協力依頼先 

県 

 

事前の情報連絡 → 災害派遣要請 

連絡幹部の受け入れ 

各自衛隊 

市 

市 

 

連絡要員等の受け入れ、自衛隊通常

装備以外の資機材の準備及び受け入

れ体制整備 

防災機関 

 

防災関係機

関 

救助における調整、情報共有 自治会、地域住

民 

(2)  給食、医療等民生支援業務 

実施主体 対   策 協力依頼先 

県 

 

事前の情報連絡 → 災害派遣要請 

連絡幹部の受け入れ 

各自衛隊 

市 

市 

 

連絡要員等の受け入れ、自衛隊通常

装備以外の資機材の準備及び受け入

れ体制整備 

各町内会等 

 

自治会等 

 

民生支援に対する協力、各避難所等

での協力体制の構築 

地域住民 

 

５ 災害派遣部隊の撤収 

知事は、災害派遣部隊の撤収要請にあたっては、民生の安定等に支障がないよう市

長、関係機関の長及び派遣部隊の指揮官等と協議し、原則市長の撤収要請依頼により

決定する。 

 

６ 救援活動費の負担 

自衛隊の救援活動に要した次の経費（自衛隊装備に係るものを除く。）については、

原則として派遣を受けた市の負担とする。ただし、災害救助法の適用となる大規模な

災害における経費については、県が市に代わり負担する。 

(1) 災害派遣部隊が救援活動を実施するために必要な資機材等の購入費、借上料及

び修繕費 

(2) 災害派遣部隊の宿営に必要な土地、建物等の使用料、借上料、入浴料等 

(3) 災害派遣部隊の救援活動に伴う光熱水費及び電話料 

(4) 災害派遣部隊の救援活動中に発生した損害に対する補償費 

(5) 災害派遣部隊輸送のための民間輸送機関に係わる運搬費 
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７ 派遣要請先 

災害派遣要請先 住所等 

○第１２旅団司令部第３部 

連絡窓口 第２普通科連隊第３科 

〒943-8501 上越市南城町３丁目７番１号 

℡ 025-523-5117 内 235 

NTTFAX 025-523-5117 FAX 切替 内 239 

○海上自衛隊舞鶴地方総監部 

 防衛第３幕僚室 

連絡窓口 新潟基地分遣隊警備科 

〒950-0047 新潟市東区臨海町１番１号 

℡ 025-273-7771 内 235 

NTTFAX 025-273-7771 FAX 切替 

○航空支援集団司令部防衛部

運用課(輸送機・救難ヘリコプ

ターの派遣) 

連絡窓口 新潟救難隊 

〒950-0031 新潟市東区船江町３丁目１３５ 

℡ 025-273-9211 内 218 

NTTFAX 025-273-9211 FAX 切替 

 

（注）自衛隊災害派遣要請依頼書：資料編９－４参照 
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第 11 節 輸送計画 

【関係部署】総務部、民生部、建設部、消防本部 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

災害時に、応急対策要員、救援物資等の緊急輸送を迅速かつ効率的に行うために、

車両等の輸送手段、緊急輸送ネットワーク（防災活動拠点、輸送施設、備蓄拠点を

有機的に結ぶ道路網を主体としたネットワーク）などの輸送体制を確保し、陸・空

の交通手段の活用により緊急輸送を実施する。 

ア 各主体の責務 

(ｱ) 市の役割 

ａ 車両等の調達先及び予定数並びに物資の集積場所等を明確にし、県等他機

関の協力を得ながら輸送体制を確保し、災害時の円滑な輸送を実施する。 

    ｂ 車両等の輸送手段が調達不能となった場合など、円滑な輸送体制の確保が

困難である場合は、他の市町村又は県に応援要請を行う。 

(ｲ) 県の役割 

    ａ 道路等の被災情報に基づき、被災地に至る輸送施設、輸送拠点、備蓄拠点

等の緊急輸送ネットワーク及び輸送手段を確保する。 

    ｂ 被災地へのアクセス、道路の被害状況、予想される物流量、規模等を勘案

し、物資等の集積・配送の拠点となる輸送中継基地を確保する。 

    ｃ 市町村からの輸送体制確保に係る応援要請に基づき、関係機関に協力を要

請する。 

    ｄ 災害発生の初期からヘリコプターを集中的に投入し、緊急輸送道路啓開ま

での間、輸送を行う。 

ｅ 災害の規模により、被災市町村が自ら輸送体制の確保等を行うことが困難

な場合は、県が輸送体制の整備を行う等必要な措置を講じる。 

(ｳ) 警察の役割 

    ａ 緊急輸送道路の内、緊急交通路に指定した区間については、交通の混乱を

防止し、被災地内外の円滑な輸送体制を確保するため、交通規制を実施する。 

    ｂ 災害応急対策の的確かつ円滑な実施のため、その通行を確保することが特

に必要な車両を緊急通行車両として確認を行う。 

(ｴ) 輸送施設管理者の役割 

     道路、鉄道駅、臨時ヘリポート等の輸送施設の管理者は、市、県、警察、消

防機関及び他の輸送施設管理者等の協力を得ながら、他の復旧作業に優先して

被災地に至る緊急輸送ネットワークの復旧・確保を行う。 

  イ 活動調整 

    見附市災害対策本部、県災害対策本部（統括調整部、食料物資部） 

  ウ 達成目標 

   （輸送手段の確保） 
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    車両等の輸送手段は、おおむね６時間以内に確保する。 

   （緊急輸送ネットワークの確保） 

    被災地に至る輸送施設、輸送拠点、備蓄拠点等を結ぶ緊急輸送ネットワークは、

おおむね 24 時間以内に確保する。 

   （輸送活動） 

    輸送活動の優先順位は、次のとおりとする。 

   ａ 総括的に優先されるもの 

(a) 人命の救助及び安全の確保 

(b) 被害の拡大防止 

(c) 災害応急対策の円滑な実施 

ｂ 災害発生後の各段階において優先されるもの 

第１段階（災害発生直後の初動期） 

(a) 救助・救急活動、医療活動の従事者、医薬品等人命救助に要する人員、物

資 

(b) 消防、水防活動等災害の拡大防止のための人員、物資 

(c) 被災地外の医療機関へ搬送する負傷者、重傷患者 

(d) 自治体等の災害対策要員、ライフライン応急復旧要員等、初動期の応急対

策要員及び物資 

(e) 緊急輸送に必要な輸送施設、輸送拠点の応急復旧、交通規制等に必要な人

員、物資 

 第２段階（応急対策活動期） 

(a) 第１段階の続行 

(b) 食料、水等生命の維持に必要な物資 

(c) 傷病者及び被災地外へ退去する被災者 

(d) 輸送施設の応急復旧等に必要な人員、物資 

第３段階（復旧活動期） 

(a) 第２段階の続行 

(b) 災害復旧に必要な人員、物資 

(c) 生活用品 

(d) 郵便物 

(e) 廃棄物の搬出 

 (2) 積雪期の対応 

  ア 各施設の管理者は、積雪期における除雪体制等を整備し、迅速かつ的確な除雪・

排雪活動を実施する。 

  イ 各施設の管理者は、降積雪による被害の防御、軽減及び交通の混乱防止のため、

交通状況及び交通確保対策の実施状況等について、適時適切な広報を行う。 
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２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から  

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

輸送施設管理者 市 

県 

・輸送施設の被災状況 

・交通規制等の状況 

市 県 ・輸送施設の被災状況 

・臨時ヘリポートの確保状況 

・応援要員及び物資等の輸送需要 

  

(2) 被災地へ  

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

県 市 ・輸送体制確保についての応援の内容 

・輸送施設の被災状況(収集した広域的情報) 

市、警察 

道路管理者 

関係機関 

市民 

・交通の確保、交通規制の実施状況 

・渋滞の状況 

 

３ 業務の内容 

 （1）緊急輸送ネットワークの確保 

実施主体 対     策 協力依頼先 

輸送施設管理者 各輸送施設管理者の間で相互に協力し、他の復

旧作業に優先して道路網を主体とした緊急輸送

ネットワークの復旧・確保を行う。 

 

市 発災初期のヘリによる緊急空輸のための臨時ヘ

リポートを確保する。 

 

警察 

道路管理者 

緊急輸送道路のうち、緊急交通路に指定した区

間については、交通の混乱を防止し、被災地内

外の円滑な輸送体制を確保するため、交通規制

を実施する。 

 

  

（2）輸送手段の確保 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 ・平常時から車両等の調達先及び予定数を明確

にしておき、応急対策に必要な車両を確保す

る。 

・災害時に必要とする車両等が調達不能又は不

足する場合、他の市町村又は県に調達のあっ

せんを要請する。 

他市町村 

県（災害対策本

部統括調整部） 
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  (3) 物資輸送拠点 

実施主体 対     策 協力依頼先 

県 ・被災地へのアクセス、道路の被害状況、予想

される物流量、規模等を勘案し、物資等の集

積・配送の拠点となる輸送中継基地を確保す

る。 

市 

施設管理者 

市 ・避難所へのアクセス、道路の被害状況、予想

される物流量、規模等を勘案し、物資の集積・

配送等の拠点となる地域内輸送拠点を確保す

る。 

県 

施設管理者 

 

 

＜物資輸送拠点の機能＞ 

  ア 他地域からの救援物資の一時集積・分類 

  イ 緊急物資の一時集積・分類 

  ウ 配送先別の仕分け 

  エ 小型車両、ヘリコプター等への積み替え、発送 

  (注)大型車両による輸送は原則として物資輸送拠点までとする。 

＜物資輸送拠点における県及び市の業務＞ 

  ア 物資輸送拠点への職員等の派遣 

    輸送業務指揮者及び連絡調整、搬入、管理、仕分け、搬出作業要員等（必要に

応じ、物流業者等の専門家に応援を要請する。） 

  イ 避難所等の物資需要情報の物資輸送拠点への伝達 

    インターネット利用環境の整備、操作要員の配置 

  ウ 物資輸送拠点から被災地内への物資配送用のトラックの調達 

 エ 県災害救援ボランティア本部等との協働 

    輸送中継基地における物資の搬入、管理、搬送等の作業は、多くの人員が必要

とされることから、県災害救援ボランティア本部や、見附市災害ボランティアセ

ンター等との協働を図り、交代要員の確保に留意する。 

 

 

 （4）緊急通行車両の確認 

実施主体 対     策 協力依頼先 

警察 ・緊急通行車両の確認 

（国、市町村、公共的団体及びその他の者が所

有する車両（知事が確認する車両以外の車両）） 
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 （5）応援要請 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 ・車両等の輸送手段が調達不能となった場合な

ど、円滑な輸送体制の確保が困難である場合

は、他の市町村又は県に応援要請を行う。 

県（災害対策本部

統括調整部） 

他市町村 

 

 （6）輸送の実施 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 ・輸送計画に基づき、輸送を実施する。 県（災害対策本部食

料物資部） 

他市町村 

県 ・各部局は、それぞれの配車計画及び運行計画

により所管車両等を運行するものとするが、

必要に応じ、県災害対策本部（統括調整部総

務局）が集中管理して運用する。 

・緊急輸送が必要な場合、又は陸路輸送が困難

な場合は、関係機関と協力してヘリコプター

で空輸する。 

陸上自衛隊 

航空自衛隊 

第九管区海上保安

本部 

 

 

緊急時輸送施設及び輸送拠点（地域振興局等管内別） 

地区名・施設名 名   称 所 在 地 
ヘリ 
発着 

三
条
管
内 

県施設 三条総合庁舎、その他県施設 三条市興野 1-13-45 中 

ＪＲﾀｰﾐﾅﾙ 東三条駅、加茂駅  × 

車両ﾀｰﾐﾅﾙ 
中越運送㈱三条支店三条ﾀｰﾐﾅﾙ 
日本通運㈱三条支店三条ﾀｰﾐﾅﾙ 

三条市大字柳川新田 987-1 
三 条 市 大 字 猪 子 場 新 田
1072 

× 
中 

長
岡
管
内 

市施設 道の駅パティオにいがた 見附市今町 1-3358  

県施設 長岡地域振興局、その他県施設 長岡市四郎丸町 173-2 × 

ＪＲﾀｰﾐﾅﾙ 長岡駅、見附駅  × 

車両ﾀｰﾐﾅﾙ 
新潟福山通運㈱長岡支店長岡ﾀｰﾐﾅﾙ 
トナミ運輸㈱長岡支店長岡ﾀｰﾐﾅﾙ 

長岡市新産 3-4-1 
長岡市新組町 2339 

中 
中 
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第 12 節 警備・保安及び交通規制計画 

【関係部署】総務部（警察） 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

警察本部は、平素から国、県及び市町村並びに防災関係機関・団体と緊密な連携

の下に総合的な防災業務の推進に努めるとともに、災害が発生し、又は災害が発生

する恐れがある場合には、直ちに警備体制を確立し、県警察各部門が相互に連携を

密にして一体的な災害警備諸対策を実施するものとする。 

 (2) 要配慮者に対する配慮 

   市民の避難誘導にあたっては、高齢者、障害者、子供、外国人等の要配慮者を優

先的に避難させる等、十分配慮した対応を行うものとする。 

(3) 積雪期の対応 

   積雪期の災害に備え、降積雪量、道路確保状況その他冬期における特殊条件の実

態を把握し、基礎資料として整備しておくものとする。 

 

２ 大規模災害に備えての措置 

  見附警察署は、大規模災害の発生に備えて次の措置を行うよう努める。  

 (1) 警察施設の耐久性の点検 

  (2) 装備資機材の部隊別必要品目・数量の検討 

  (3) 通信施設の防護措置並びに通信資機材の部隊別必要品目・数量の検討 

  (4) 通信指令機能・情報処理機能の防護措置及びバックアップシステムの確保   

  (5) 装備資機材保有業者及びリース業者の把握  

  (6) 部隊の宿泊・補給等に必要な施設、敷地及び業者の把握 

 (7) 非常時の警察関係車両等に必要な燃料の確保 

(8) 関係機関との連絡体制の整備 

 

３ 警察本部における警備活動 

   大規模な災害が発生した場合に次の警備活動を行う。 

  (1) 警備体制の確立 

   ア  指揮体制の確立 

        大規模災害が発生した場合には、見附警察署に署警備本部を設置して警備体制

を確立する。 

    イ 警備要員の確保 

(ｱ) 災害が発生し、必要があると認めた場合は、警察署員の非常招集を行う。 

(ｲ) 見附警察署員は、県内に震度 5 強以上の地震が発生した場合、又は次の事項

が発生したことを知ったときは、命令を待つことなく速やかに自主参集する。 

ａ 自然災害により、多数の死傷者、家屋の倒壊等大規模な被害が発生したと

き。 

ｂ 災害対策基本法第 105 条に規定されている「災害緊急事態」の布告があっ
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たとき。 

 (ｳ) 参集場所は、原則として見附警察署とする。なお、交通の不通等で勤務所属

に参集できないときは、最寄りの警察署に参集し、一時的に参集先の警察署長

の指揮下に入る。 

(ｴ) 署警備本部は、被災の状況等警備活動の必要性を考慮し一般部隊、交通部隊、

特科部隊などを編成する。 

          また、署警備本部は、必要に応じ県警備本部に部隊の派遣を要請する。 

  (2) 警備活動の重点 

    ア  情報の収集及び伝達 

余震等地震関連情報、被害の実態及び被害の拡大の見通しなど災害応急対策活

動を実施するために必要な情報を重点的に収集するとともに速やかに関係機関へ

伝達するものとする。 

  イ  被害実態の把握 

        署警備本部は、パトロールカー、交番・駐在所勤務員及び各部隊（班）の活動

により、次の事項について被害状況の調査及び情報の収集に当たり、内容を逐次

県警備本部に報告する。また、見附市災害対策本部（防災担当課）へ連絡員を派

遣し、情報の収集と交換に当たる。 

(ｱ) 初期段階における主な情報収集項目 

      ○火災の発生状況 

○死傷者等人的被害の発生状況 

      ○家屋の倒壊等建物被害の発生状況 

○市民の避難状況 

      ○主要道路・橋梁及び鉄道の被害状況 

○堤防、護岸等の損壊状況 

○市・消防等の活動状況 

○災害拡大の見通し 

○危険物貯蔵所及び重要防護施設の被害状況 

○電気・上下水道・ガス及び通信施設等ライフラインの被害状況  

(ｲ) 初期段階以降における主な情報収集項目 

      ○「初期段階」に掲げる事項          

     ○火災の発生及び被害拡大の原因 

○被災道路・橋梁及び鉄道の復旧状況及び見通し 

○市・日本赤十字社・病院等の救護対策の状況 

○被災者の動向 

○電気・上下水道・ガス及び通信施設等ライフラインの復旧状況及び見通し 

○被災地域・避難所等の治安状況及び流言飛語の状況 

    ウ  被災者の捜索および救助  

    捜索・救助は、火災による類焼危険地域、倒壊家屋の密集地域、学校・病院そ

の他多数人の集合する場所、山（崖）崩れによる生き埋め場所等に重点的に、各

種救出機材を有効活用し、実施する。 
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       負傷者については、応急処置をした後、県、市、消防機関、日本赤十字社等の

救護班に引き継ぎ、又は病院に搬送する。 

  エ  行方不明者等の捜索 

    大規模災害発生の混乱の中で予想される事故遭遇者等の行方不明者、迷い子及

び迷い人（以下「行方不明者等」という。）の発見、保護、調査等の警察活動を

迅速に行うため、次の活動を実施するものとする。 

(ｱ) 行方不明者等を早期に発見するため、各関係機関及び県警備本部との連絡に

当たるとともに、報道機関の協力を得て積極的に広報を行うこと。 

(ｲ) 行方不明者等の捜索等に関する相談に応じるため、見附警察署、交番等、そ

の他適当な場所に「行方不明者等相談所」を設置すること。 

(ｳ) 行方不明者等のうち、保護者その他の引取人がいない者又は判明しない者は、

児童相談所、社会福祉事務所又は市町村等の開設する保護・収容施設に連絡し

て引き継ぐこと。    

(ｴ) 行方不明者等について届出を受理した場合は速やかに県警備本部へ報告する

とともに、事後の届出、照会及び照合に対応すること。 

  オ  警戒区域の設定及び被災地域住民の避難誘導 

(ｱ) 警戒区域の設定 

         危険物の爆発、毒物の流出、山（崖）崩れ等のおそれがある場合には、警戒

区域を設定し、当該区域への立入禁止、避難等の危険防止措置をとるよう市長

に対して通報する。 

     また、通報するいとまがなく現場の警察官が警戒区域を設定し、立入禁止、

退去命令等の措置をとった場合は、直ちに市長に通知する。 

(ｲ) 被災地域住民の避難誘導 

ａ  市、消防関係者等と協力し避難誘導を実施するものとする。なお、実施に

あたっては、本章第７節「市民等避難計画」に基づき実施する。 

ｂ 被災の危険が予想される場合は、市民を早めに避難させること。また、市

長と協議の上、高齢者、障害者、子供、外国人等の要配慮者を優先的に避難

させること。 

      多数の市民を避難させる場合には、所要の部隊を配置するとともに、現場

広報を積極的に行い、混乱による事件事故の防止を図ること。 

ｃ 避難が広域に及ぶ場合は、県警備本部がその調整にあたる。 

ｄ 駅、学校、病院、福祉施設等多数の人が集まる場所における避難は、管理

者等の誘導による自主避難を原則とするが、災害の規模・態様により所要の

部隊を派遣し、管理者の避難措置に積極的に協力して安全な場所へ誘導する。 

  カ  通信の確保      

有線回線が不通になった場合は、無線通信により通信を確保すること。 

また、無線基地局が使用できなくなった場合については、無線自動車、署活系

無線機の中継運用等の手段により通信を確保すること。  

  キ  犯罪の予防検挙   

(ｱ) 各種事件、事故等の被害防止を図るため、関係行政機関との情報交換を行い、
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容疑情報の積極的な収集を図る。 

(ｲ) 各種犯罪の発生状況、被害予測、不穏動向等の情報を収集・分析し、被災地

域住民に対する積極的な情報提供を行う。 

  ク 地域安全活動の推進   

(ｱ) 被災地域、避難所等に対するパトロールを強化して、被災者から困り事、悩

み事等の生の声を聞くなど、幅広い活動を実施し、医療施設等被災住民が望ん

でいる安全安心情報を収集し、「地域安全ニュース」等を発行して幅広く地域

住民に情報を提供する。 

(ｲ) 危険物及び高圧ガス等の製造・貯蔵施設等の管理者との連絡を緊密にして、

被害の有無及び実態、被害拡大のおそれ等を関係機関の協力を得ながら早期に

把握し必要な措置をとらせるとともに、状況により所要の部隊を派遣すること。

また、漏出が発生した場合は、速やかに警戒区域を設定して立入禁止措置、付

近住民の避難措置等を講じること。 

(ｳ) 被災者等からの相談、要望、被災状況及び安否確認などの問い合わせ等につ

いては、迅速、適正かつ誠実に処理し、被災者等の不安解消に努める。 

(ｴ) 自治会、商店会、消防団等の責任者に対して、地域安全活動の概要を説明し

て警察活動に対する協力を要請するとともに、防火、防犯、流言飛語の防止等

について地域住民への徹底を図るように要請する。 

    ケ  市民に対する広報活動 

(ｱ) 責務 

    生命、身体及び財産を災害から保護し、犯罪の予防、交通の確保等、公共の

安全と秩序を維持するため、関係機関の協力を得ながら広報活動を行う。 

(ｲ) 役割 

     被災者及び被災地域の関係者に対し、広報すべき情報を提供する。 

(ｳ) 広報すべき事項(例示) 

ａ 災害に乗じた犯罪の抑止情報 

ｂ 交通規制に関する情報 

ｃ 市から要求があった場合等の避難指示広報 

(ｴ) 広報手段(例示) 

ａ 報道機関への情報提供 

ｂ 警察官による現場広報 

  コ  相談活動                   

署警備本部は、被災者等からの相談、要望、被災状況、安否照会、迷子、行方

不明者の照会及び外国人からの照会等の各種問い合わせの相談に応じ、迅速かつ

的確な処理に努める。 

  カ  遺体の検視 

        検視規則等に基づき、遺体の検視を行う。 

    また、身元不明の遺体は、人相、身体特徴、所持品、着衣等を写真撮影すると

ともに記録化し、事後の身元確認に備える措置を施し、遺品とともに市に引き継

ぐ。     
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 (3) 災害警備活動に対する関係機関の協力 

   署警備本部長は、県、市、消防、その他関係機関の協力を得て、それぞれの活動

状況を把握するとともに、救助活動等を効果的に行うため、必要な措置を要請する。 

  ア 県・市 

(ｱ) 一連の警察活動が迅速・的確に展開できるよう、連絡を密にし、協力を図る。 

(ｲ) 警察で把握した被害状況、避難の必要性、被災者の動向等の災害情報を積極

的に県・見附市災害対策本部に提供し、情報の共有化を図る。 

  イ 消防機関 

(ｱ) 消火活動及び救急活動に対しては、必要な部隊を派遣して、消防・救急自動

車の通行、消火活動のための警戒線設定等に積極的に協力する。 

(ｲ) 被災者の捜索・救助活動に当たっては、相互の情報交換を行うとともに、担

当区域等の調整を行い、迅速かつ効率的に実施する。 

  ウ その他関係機関   

(ｱ) 被災現場における救助・救援活動には関係機関の活動が不可欠であることか

ら、その活動が迅速に行われるよう積極的に協力する。 

(ｲ) 被災者の捜索・救助活動に当たっては、相互の情報交換を行うとともに、担

当区域等の分担及び調整を行い、迅速かつ効率的な活動を実施する。この場合

において、警察の活動に関係機関の有する輸送力等が必要な場合には、支援を

要請する。 

 

４  道路交通対策 

    大規模災害が発生した場合は速やかに道路の被害状況及び交通状況の把握に努め、

交通情報の収集及び提供、車両の使用の抑制、その他運転者の執るべき措置について

の広報等危険防止及び混雑緩和のための措置を行う。 

(1) 交通規制の実施 

     大規模災害が発生した場合、交通の混乱を防止し、市民の避難路及び緊急交通路

を確保するため、次の交通規制を実施する。 

    ア  市内への一般車両の流入制限 

        市内に流入する車両のうち、道路交通法第 39 条第 1 項に規定する緊急自動車及

び緊急輸送等災害応急対策に従事する車両として都道府県知事又は都道府県公安

委員会の確認を受けた車両(以下「緊急通行車両」という。)以外の車両の流入を

極力抑制する。         

    イ  被災地域に向かう車両の走行抑制 

         被災地域に通じる路線の主要交差点に警察官を配置して、緊急通行車両以外の

車両の被災地ヘの流入を抑制する。 

    ウ  緊急交通路等の指定 

主要道路の被害調査結果に基づいて、災害対策基本法第 76 条の規定により、区

域又は道路の区問及び期間を定めて緊急交通路を指定する。 

緊急交通路については、各検問所及びルート内主要交差点において、緊急通行

車両以外の車両の通行を禁止する。また、交通規制資機材を活用し支線からの車
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両の流入を防止する。 

    エ  緊急交通路等における車両等の措置 

(ｱ) 緊急交通路等を走行中の一般車両については、直ちに同路線以外の道路又は

路外へ誘導退去させるとともに、その走行を極力抑制する。 

(ｲ) 緊急交通路等に放置車両その他交通障害となる物件がある場合、直ちに立ち

退き、撤去の広報、指示を行う。著しく妨害となる物件については、道路管理

者等の協力を得て排除するほか、状況により必要な措置を講ずる。 

    オ  交通規制の結果生ずる滞留車両運転者及び同乗者の措置 

        交通規制のため車両が滞留し、その場で長時間停止することとなった場合は、

適切なう回路を指示するとともに、関係機関と協力し必要な対策を講ずる。 

    カ  主要信号機の確保 

        停電により作動しない主要な交差点の信号機は、発動発電機等により電源を確

保する。 

(2) 緊急通行車両の確認 

      県公安委員会が行う緊急通行車両の確認手続き等は、次のとおりである。 

    ア  緊急通行車両の確認範囲 

        災害応急対策の的確かつ円滑な実施のため、その通行を確保することが特に必

要な車両であり、主に次の業務に従事する車両を確認の対象とする。 

(ｱ) 警報の発令及び伝達並びに避難の勧告又は指示に関するもの 

(ｲ) 消防、水防、道路維持、電気・ガス・上下水道その他応急措置に関するもの 

(ｳ) 被災者の救護、救助、その他の保護に関するもの 

     (ｴ) 災害を受けた児童及び生徒の応急の教育に関するもの 

    (ｵ) 被災地の施設、設備の応急の復旧に関するもの 

     (ｶ) 清掃、防疫その他の保健衛生に関するもの 

(ｷ) 犯罪の予防、交通規制その他被災地域における社会秩序の維持に関するもの         

     (ｸ) 緊急輸送の確保に関するもの 

(ｹ) 上記のほか、災害の発生の防止又は拡大の防止のための措置に関するもの 

    イ  確認事務の実施区分等 

交通規制時において、アに掲げる緊急通行車両の確認は、車両の使用者の申出

により県公安委員会が次の区分により実施する。 

確認者 確認車両 申請受付及び確認場所 

県公安委員会 ○国、市、公共的団体及びそ

の他の者が所有する車両 

○県警察本部交通規制課 

○見附警察署 

    ウ  緊急通行車両の事前確認届出 

(ｱ) 県公安委員会は、アに掲げる緊急通行車両のうち、市が保有し、もしくは市

との契約等により常時市が使用する車両又は災害時に他の関係機関・団体等か

ら調達する車両については、あらかじめ災害応急対策用として届出があつた場

合、事前に緊急通行車両としての確認を行い、事前届済証を交付する。 

(ｲ) 事前届出済証交付車両について、交通規制実施時に緊急通行車両としての確

認申請があった場合は、他に優先して確認を行う。 
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    エ 緊急通行車両の標章等の交付 

(ｱ) 緊急通行車両の確認後は、速やかに所定の標章及び証明書を交付する。 

(ｲ) 緊急通行車両の確認及び標章等の交付は、受理簿により処理する。 

(ｳ) 標章及び証明書は、車両 1 台についてそれぞれ 1 通とし、通行日時はその車

両が緊急通行車両として使用される期間とする。 

(ｴ) 標章等の交付を受けた緊急通行車両の使用者は、当該車両の前面に見やすい

箇所に標章を掲示するとともに、証明書を携帯するものとする。 

  (3) 自動車運転者のとるべき措置 

      平素から関係機関の協力を得て、自動車運転者に対し、大規模な災害の発生時に

とるべき措置について、次に定める事項の周知徹底を図る。 

    ア  走行中のとき 

(ｱ) できる限り安全な方法により車両を左側に停車させること。 

(ｲ) 停車後はカーラジオやＳＮＳ等により災害に関する情報を収集し、その情報

及び周囲の状況に応じて行動すること。 

(ｳ) 車両を置いて避難するときは、できる限り路外に停車させる。 

          やむを得ず道路上に置いて避難するときは、車両を道路の左端に寄せて停車

させ、エンジンキーはつけたままとし、窓を閉め、ドアをロックしないこと。 

    イ  避難するとき 

        避難するときは、車両を使用しないこと。 

  (4) 関係機関との協力 

      交通規制の実施に際しては、道路管理者及び関係機関と緊密に連絡し、状況に即

した適切な交通規制を実施する。 

 (5) 広報 

     交通規制を実施した場合は、避難者、運転者、地域住民等に対してラジオ、テレ

ビ、交通情報板、看板等により適時、適切な広報を実施し、その周知徹底を図るも

のとする。 
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第 13 節 消火活動計画 

【関係部署】消防本部 

１ 計画の方針 

  家屋等の倒壊等による同時多発火災に対し、市民の初期消火による延焼防止及び消

防機関等の迅速、効果的な消火活動、応援要請による消防力の増強により、災害の拡

大を防止する。 

(1) 基本方針 

  ア 各主体の責務 

(ｱ) 市民（各家庭、企業、学校、事業所等）は、地震が発生した場合は、家庭及

び職場等において、出火防止や発生火災の初期消火に努めるとともに、速やか

に消防機関に通報しなければならない。 

(ｲ) 消防団は、消防長又は消防署長の総括的な統制の下に火災防ぎょ活動に当た

る。 

(ｳ) 消防本部は、火災が発生した場合、消防団等と共同で適切な消火活動を行う

とともに、自らの消防力で対応できない場合には、必要に応じて新潟県広域消

防相互応援協定等に基づく応援要請及び緊急消防援助隊への応援要請を迅速に

行う。 

(ｴ) 緊急消防援助隊新潟県代表消防機関（新潟市消防局、代行：長岡市消防本部、

以下本節中「新潟市消防局等」という。）は、消防の広域応援の必要がある場合

は、被災地消防本部及び県と協力してその対応にあたる。 

(ｵ) 県は、地震により大規模な火災が発生した場合、被災市町村の被害状況及び

消火活動状況を把握し、関係機関への応援を要請し、消火活動の迅速な実施を

図る。 

  イ 達成目標 

    発生した火災に対し、市民の初期消火による延焼防止及び消防機関等の迅速、

効果的な消火活動の実施により被害の拡大を防ぐ。 

 

(2) 要配慮者に対する配慮 

近接住民、自主防災組織、消防団、ボランティア組織、施設管理者等は、

避難行動要支援者の住宅、施設等からの出火防止を図るとともに、火災が発

生した場合は、身の安全を確保するととともに、初期消火に努める。  

(3) 積雪期の対応 

  ア 市民の対応 

(ｱ) 消防隊の速やかな到着は非常に困難になることを念頭に置き、暖房器具等か

らの出火防止に努めるとともに、保管・備蓄している燃料の漏出等がないか直

ちに点検する。 

(ｲ) 近所の消火栓・防火水槽等を点検し、雪で埋まっている場合は、火災の発生

の有無にかかわらず直ちに除雪を行う。 
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イ  消防機関の対応  

火災発生現場への消防車両の通行確保のため、関係機関に除雪等を要請

する。  

 

２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

市民 消防本部・消防団 出火・延焼等 

消防本部・消防団 市 出火・延焼・消火活動・応援要請等 

市・消防本部 

被災地外消防本部又

は地域代表消防本部

（大規模火災の場合） 

県 

出火、延焼、消火活動 

応援要請（県内消防、緊急消防援助隊、

自衛隊）等 

県 消防庁・自衛隊 
出火・延焼・消火活動・緊急消防援助

隊要請・自衛隊要請等 

 

 (2) 被災地へ 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

消防本部・ 

消防団・市 
市民 出火・延焼・避難・消火活動等 

被災地外消防本

部又は地域代表

消防本部（大規模

火災の場合） 

市・消防本部 

県 
県内広域応援出動等 

県 市・消防本部 
緊急消防援助隊応援出動 

自衛隊出動等 

消防庁・自衛隊 県 
緊急消防援助隊応援出動 

自衛隊出動等 
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消火活動・火災防ぎょ活動 

消火活動・火災防ぎょ活動 

応援要請 

消防防災ヘリコプターの出動要請 

応援要請 

（新潟県広域消防 

応援協定等） 

調整 

調整 

応援要請 応援要請 

応援要請 

３ 業務の体系 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市   民 

初
期
消
火 

火
災
対
策 

応
援
要
請 

消防本部（市） 消防団 

県 

新潟市消防局

団 

消防庁 自衛隊 

出火防止・初期消火 

通報・出動要請 

県内応援消防本部 緊急消防援助隊 
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４ 業務の内容 

 (1) 地震直後の火災対策 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市民 

 

市民（各家庭、企業、学校、事業所等）は、地震が

発生した場合は、家庭及び職場等において、出火防止

や火災発生時の初期消火に努めるとともに、速やかに

消防機関に通報しなければならない。 

(1) コンロ、暖房器具等の火の元を消す。 

(2) 電気のブレーカーを切るとともに、ガスの元栓を

閉めるなど、二次災害発生の防止に努める。 

(3) 出火した場合は、近傍の者にも協力を求めて初期

消火に努める。 

(4)消防機関等へ迅速に火災発生を通報する。 

 

自主防災組織 地域、職場等の自主防災組織等は、自らの身の安全

が確保できる範囲内で、消防機関の到着までの間、極

力自力消火、救助活動を行う。 

 

消防団 消防団は、消防長又は消防署長の総括的な統制の下

に火災防ぎょ活動に当たる。 

(1)消防団の参集・出動 

火災を覚知した場合は、速やかに参集し、出動を準

備する。 

(2)火災発生の広報 

出動に際しては、周辺住民に対し拡声器等により延

焼への警戒を呼びかける。 

(3)情報の収集、伝達 

現地の火災状況等を消防本部へ電話、無線等により

連絡する。 

(4)消火活動 

消防署所消防部隊が到着するまでの間、市民、自主

防災組織等と協力し、迅速、効果的な消火活動に当た

る。     

消防部隊の到着後は、協力して消火活動等に当た

る。    
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 (2) 火災対策 

実施主体 対  策 協力依頼先 

消防本部 

  

消防本部は、火災が発生した場合、消防団等ととも

に適切な消火活動を行う。 

(1)消防職員の招集 

火災発生時における電話等を用いた消防職員の招

集方法等にもとづき、火災防ぎょ活動に必要な消防職

員の迅速な参集を図る。 

(2)火災情報の収集 

119 番通報、駆け込み通報、職員の参集途上の情報、

消防団、自主防災組織及び市民から情報を収集する。 

(3)緊急交通路の確保 

(ｱ)警察及び道路管理者の情報をもとに火災害現場

までの通行路の確保を図るとともに、必要に応

じて交通規制及び道路警戒を要請する。 

(ｲ)消防職員は、警察官がその場にいない場合にお

いて、災害応急対策の実施に著しい支障が生じ

るおそれがあると認めるときは、消防用緊急車

両の円滑な通行を確保するため、必要な措置命

令・強制措置を行う。 

(4)火災防ぎょ活動 

(ｱ)火災の延焼状況に対応した消防ポンプ自動車等

の配置を行い、火災の拡大を防止し、鎮圧する。 

(ｲ)火災規模に比べ消防力が劣勢であり、大部分の

延焼火災の鎮圧が不可能と予想される地域につ

いては、人命の安全を優先とした避難地及び避難

路確保の消防活動を行う。 

(ｳ)避難者収容施設、救援物資の集積所、救護所、

災害対策実施上の中枢機関、市民生活に直接影響

を及ぼす公共機関及び報道機関等の施設につい

て優先的に火災防ぎょ活動を行う。 

(5)消防水利の確保 

消防機関は、予め作成した水利マップ等により、

火災現場の状況に応じた迅速、的確な消防水利の確

保に努める。 
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県 

 

県は、地震により大規模な火災が発生した場合、県警

及び消防防災ヘリコプターのテレビ電送システム等

により被害状況、消火活動状況を把握し、関係機関に

情報提供するとともに、総合調整を行う。消防防災ヘ

リコプターは、自ら又は消防本部の協力を得て、消防

活動等を行う。 

 

 

 

 

(3)応援要請  

実施主体 対  策 協力依頼先 

消防本部 ア 消防本部は、管内の消防力では対応できないと判

断した場合は、速やかに新潟県広域消防相互応援協

定等に基づく応援を協定市町村等の長（消防長）又

は地域の代表消防本部に要請する。 

イ 消防本部は、上記アによっても対応できないと判

断した場合は、県が定める緊急消防援助隊受援計画

に基づき、緊急消防援助隊の要請を行う。 

ウ 消防本部は、上記ア・イの応援が必要となる可能

性がある場合、要請の有無に関わらず、新潟市消防

局等及び県（災害対策本部統括調整部広域応援・救

助班又は防災局消防課）にその旨を連絡し、迅速に

消防応援が受けられるよう準備する。 

 

市 市は、緊急消防援助隊等の消防広域応援をもっても

消火活動に対応できない場合は、自衛隊の災害派遣要

請依頼を行い、必要な消火体制を確保する。 

 

新潟市消防

局等 

  

ア 新潟市消防局等は、県内広域消防相互応援等によ

る応援要請の連絡（被災地消防本部からの事前情報

を含む）が行われたときは、直ちに消防応援の実施

に必要な調整・対応を行う。 

イ 上記アによる要請又は要請の可能性の連絡があ

った場合、新潟市消防局等は、緊急消防援助隊の応

援要請についても県（災害対策本部統括調整部広域

応援・救助班又は防災局消防課）と協議を開始する

とともに、必要に応じて職員を県に派遣する。 

ウ 緊急消防援助隊の要請又は要請の可能性が生じ

た場合、新潟市消防局等は直ちに職員を県に派遣

し、消防応援活動調整本部の設置の支援等を行う。 

 

県 ア 県は、被災地状況や被災地消防本部、新潟市消防  
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局等からの情報等を考慮し、必要に応じ新潟市消防

局等及び総務省消防庁等関係機関と協議を行い、緊

急消防援助隊の応援要請及び応援部隊の受援の準

備をする。 

イ 県は、緊急消防援助隊の応援要請を受けた場合又

は要請に備える必要がある場合は、新潟県緊急消防

援助隊受援計画に基づき、消防応援活動調整本部を

県災害対策本部統括調整部又は防災局消防課に設

置する。 

ウ 新潟県消防防災航空隊は上記アにおいて、緊急消

防援助隊航空部隊に関する事項を所管する。 

エ 県は、消防本部からの要請があった場合又は自ら

の判断により、緊急消防援助隊を要請する。 

オ 県は、市の要請又は自らの判断により、緊急消防

援助隊等の応援をもっても消火活動に対応できな

い場合は、自衛隊の災害派遣要請を行い、必要な消

火体制を確保する。 

自衛隊が消火活動を実施するために必要な、空中

消火用資機材等の準備、関係者への協力依頼等を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空中消火用バ

ケット依頼先 

長野県、群馬

県、栃木県 

  

５ 県消防防災ヘリコプターの要請 

(1)市長又は消防長は消防防災ヘリコプターの緊急運航を要請する場合は、下記の連絡

先へ電話で速報連絡するものとする。 

緊急運航の要請連絡先 

午前 8 時 30 分から午後 5 時 15 分まで 

 

 

 

 

 

 

午後 5 時 15 分から午前 8 時 30 分まで 

 

 

 

 

 

(2)速報後、「消防防災航空隊出場要請書」を作成し、ファクシミリで(夜間の場合は翌

朝)航空隊事務所へ送付する。(注) 消防防災航空隊出場要請書:資料編 9-5 参照 

新潟県消防防災航空隊 住所 新潟市東区松浜町新潟空港内 

電話 025-270-0263,0264,0395 

FAX 025-270-0265 

携帯電話 090-8943-9409,9410 

① 早朝の運航等を要請する場合は上記航空隊の携帯電話に連絡する。 

② 夜間運航を要請する場合 

県庁警備員室  電話 025-285-5511 
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第 14 節 救急・救助活動計画 

【関係部署】医療部、福祉保健部、消防本部 

１ 計画の方針 

災害により被災した市民等に対し、市、県、県警察、消防機関、自主防災組織、地

域住民及び医療機関等は、協力して迅速かつ適切な救急・救助活動を行う。また、自

衛隊、緊急消防援助隊、警察災害派遣隊、県内広域消防応援部隊等は、関係機関と協

力して救急・救助活動を行う。 

(1) 基本方針 

ア 各主体の責務 

(ｱ) 被災地の地域住民及び通行人等、災害現場に居合わせた者は、救助すべき者

を発見したときは、直ちに消防等関係機関に通報するとともに、消防団等と協

力して救出活動にあたる。 

(ｲ)  市は、直ちに見附市地域防災計画の定めるところにより、医師会及び歯科医

師会などと協力して救護所を開設し、近隣で発生した負傷者等の救護にあたる。 

(ｳ) 消防職員及び消防団員は見附市地域防災計画の定めるところにより、直ちに

自主的に担当部署に参集するとともに、消防署・所及び消防団は直ちに救急・

救助隊を編成し、指揮者の下で救急・救助活動を行う。 

(ｴ) 救助隊は、多数の要救助者に対応するため、出動対象の選択と優先順位の設

定、現地での市民の協力を得る等、効率的な救助活動を行う。 

(ｵ) 市及び消防本部は、管内の消防力等で対応できない場合は、必要に応じて各

種消防相互応援協定及び県が定める緊急消防援助隊受援計画並びに県・見附市

地域防災計画等に基づき、県内広域消防相互応援及び緊急消防援助隊並びに自

衛隊等の応援を要請し、必要な救急・救助体制を迅速に確立する。 

イ 達成目標 

(ｱ) 市民又は自主防災組織等により迅速な初動対応ができる。 

(ｲ) 消防職員及び消防団員による救助隊等が迅速に活動を実施できる。 

(ｳ) 救護所及び最寄りの医療機関等、現地で迅速に負傷者等の手当が実施できる。 

(ｴ) 市及び消防本部並びに県が他機関等への応援要請を行い、迅速に必要な救

急・救助体制を確立する。 

(ｵ) ヘリコプター保有機関の相互の協力により、重傷者の搬送や交通途絶地等の

救出活動を安全かつ迅速に実施できる。 

(2) 要配慮者に対する配慮 

地域住民、市、警察及び消防本部等は、避難行動要支援者の適切な安否確認を行

い、救急・救助活動を速やかに実施する。 

(3) 積雪期の対応 

積雪期における救急・救助活動については、地元消防団、町内会、自主防災組織

等による速やかな初動対応が重要であり、市、消防、警察は地域の実情に応じた適

切な措置をとるものとする。 
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２ 情報の流れ 

(1) 被災地から 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

市民、消防団など 消防本部、警察署 被災状況、救急・救助要請 

消防本部、警察署 県、警察本部 救急・救助、応援、ヘリの要請 

県、警察本部 消防庁、警察庁など 広域応援要請 

(2) 被災地へ 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

消防庁、警察庁など 県、警察本部 広域応援出動 

県、警察本部 消防本部、警察署 救急・救助、応援、ヘリの出動 

消防本部、警察署 市民、消防団など 救急・救助活動 

 

 

３ 業務の体系 

  関係機関は、次の活動を必要が生じたとき又は必要とされる間、実施する。 

  市民、消防団、地域における初動対応 

      ↓ 

  消防本部、警察等の救急・救助隊等による救急・救助 

   ↓ 

  新潟 DMAT、救護所及び最寄りの医療機関等による負傷者の救護 

   ↓ 

  県警察ヘリ、県消防防災ヘリ等による救急・救助活動 

   ↓ 

  広域応援等の要請 

   ↓ 

  広域応援部隊及び関係機関の総合調整 

   ↓ 

  航空機活動の調整及び安全・効率的活動の確保 

 

４ 業務の内容 

(1) 市民、消防団、消防本部、地域における初動活動 

実施主体 対   策 要請等連絡先 

 

 

 

 

市 民 

ア 救助すべき者を発見した者は、直ちに消防等関係

機関に通報する。 

イ 電話等通常の連絡手段が使用できないときは、タ

クシー等の無線登載車両に協力を依頼し、当該車両

の運行者はこれに協力する。 

ウ 災害の現場で消防等救急・救助活動を行う機関か

ら協力を求められた者は、できる限りこれに応ずる

消防署（所） 

警察署 

消防団 

自主防災組織 

市 

県 
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ものとする。 

消防団 消防団員は、直ちに自発的に参集して指揮者は救助

隊を編成し、市民の協力を得て初動時の救急・救助活

動を実施する。 

 

消防署（所） 

警察署 

市 

市民(自主防災

組織含む)等 

 

消防本部 

消防団等から現地被災状況を迅速かつ確実に収集

し、関係機関に伝達し、必要な救急救助体制を迅速に

確立する。 

 

消防団、県、市、

警察署  等 

 

(2)消防本部の救急・救助隊による救急・救助 

実施主体 対   策 要請等連絡先 

 

 

 

 

消防本部 

ア 消防職員は自発的に担当部署に参集し、指揮者は

直ちに救急・救助隊を編成する。 

イ 消防本部は、現地で活動中の消防団から情報を収

集し、県に伝達するとともに、必要な救急救助体制

を確立する。 

ウ 出動対象の選定と優先順位の設定、現地での住民

の労力の活用等、効率的な救助活動の実施に努め

る。 

エ 必要に応じ、県警察に救急・救助活動の応援を要

請する。 

 

 

消防団 

県 

 

 

 

 

警察署 

 

(3) 救護所及び最寄りの医療機関等による負傷者の救護 

実施主体 対   策 要請等連絡先 

市 ア 医師会と協力して学校等に救護所を直ちに開設

し負傷者等の救護にあたる。また、必要に応じて県に

医療救護班及び歯科医療救護班の派遣を要請する。 

イ 負傷者等の手当は、できるだけ最寄りの医療機関

や市の開設した救護所等、現地で行う。 

ウ 重傷者の病院への搬送が必要な場合は、道路交通

の混乱を考慮し、必要に応じて警察に協力を求め

る。 

医師会 

医療機関 

医療器材業者 

警察署 

県 

消防本部 ア 新潟県救急医療情報システム及び各種連絡手段

により、行政・医療機関・消防で情報を共有し、的

確な救急活動を行う。 

県地域医療政

策課 

医療機関 

医師会 

新潟 DMAT ア 被災地内のＤＭＡＴに関する指揮及び関係機関 県 
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との調整等（本部活動）を行う。 

イ 消防機関等と連携したトリアージ、緊急治療、が

れきの下の医療等（現場活動）を行う。 

ウ 被災地内及び近隣地域への患者搬送及び搬送中

における診療（地域医療搬送）を行う。 

エ 被災地内で支援が必要な病院の長（主として災害

拠点病院長）の指揮下での病院におけるトリアー

ジ、診療等（病院支援）を行う。 

オ 必要に応じて被災地内では対応困難な重症患者

に対する根治的な治療を目的とした被災地外への

広域搬送（広域医療搬送）を行う。 

消防本部 

 

 (4) 県警察ヘリ、県消防防災ヘリ等による救急・救助活動 

実施主体 対   策 要請等連絡先 

市 

消防本部 

医療機関 

その他 

市、消防本部、医療機関等は、救急車での搬送が困

難と判断される場合等、必要があるときは県消防防災

ヘリコプターや県警察ヘリコプター等による搬送を

要請する。 

ただし、医療機関等その他関係機関は、やむを得な

い場合を除き、原則として、消防本部、警察署等を通

じて要請するものとする。 

県 

県警察 

 

要請方法及び

連絡先等は資

料編を参照。 

 

(5) ドクターヘリによる救命救急活動 

実施主体 対   策 要請等連絡先 

市 

消防本部 

医療機関 

その他 

市、消防本部、医療機関等は、必要があるときはド

クターヘリの派遣を要請する。 

県 

 

 (6)広域応援の要請 

実施主体 対   策 要請等連絡先 

消防本部 ア 消防本部は、管内の消防力では対応できないと

判断した場合は、速やかに県内広域消防相互応援

協定等に基づく応援要請を行う。 

イ 消防本部は、上記アによっても対応できないと

判断した場合は、県が定める緊急消防援助隊受援

計画に基づき、緊急消防援助隊を要請し、応援部

隊を受け入れるものとする。 

ウ 消防本部は、上記ア・イの応援が必要となる可

隣接消防本部 

各地区代表消

防本部 

新潟市消防局

等 

県 
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能性がある場合、要請の有無に関わらず、新潟市

消防局等及び県（災害対策本部統括調整部広域応

援・救助班又は防災局消防課又は危機対策課）に

その旨を連絡し、迅速に消防応援が受けられるよ

う準備するものとする。 

市 市は、緊急消防援助隊等の消防広域応援をもって

も救急・救助活動に対応できない場合は、自衛隊の

災害派遣要請を行い、必要な救急・救助体制を確保

する。 

県（防災局） 

自衛隊 

 

(7) 広域応援部隊及び関係機関の総合調整 

実施主体 対   策 要請等連絡先 

市 

消防本部 

市及び消防本部は、県内消防応援部隊、緊急消防

援助隊の円滑な受援及び適切な活動指揮を行うとと

もに、自衛隊等の応援機関と情報を共有し、相互に

協力して救急・救助活動にあたる。 

県（防災局） 

自衛隊 

 

(8) 航空機活動の調整及び安全・効率的活動の確保 

実施主体 対   策 要請等連絡先 

市 

消防本部 

市及び消防本部は、ヘリコプターを必要とする事

案を的確に把握し、迅速に県もしくは警察署等に要

請を行う。 

県（防災局） 

県警察 
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第 15 節 医療救護活動計画 

【関係部署】福祉保健部、医療部 

１ 計画の方針 

    市、県、医療機関及び医療関係団体は、緊密な情報共有と協力体制の下に、災害の

状況に応じた適切な医療（助産を含む。）救護を行うものとする。 

  (1) 基本方針 

    ア 各主体の責務 

      (ｱ) 災害発生時に迅速かつ的確な医療を提供するためには正確な情報の把握が最

も重要であることから、市は、医療機関等から必要な情報収集を行う。 

      (ｲ) 市は、県と情報共有し、地域住民の生命、健康を守るため医療救護活動を行

う。 

      (ｳ)市及び県は、県災害救援ボランティア本部と情報共有し、救護所等における医

療救護活動に医療関係ボランティアを有効に活用する。 

      (ｴ) 医療機関は、策定しているマニュアル等に基づき、直ちに医療救護活動が行

えるよう体制を整える。 

(ｵ) 新潟 DMAT 指定医療機関は、県からの要請又は自らの判断により、新潟 DMAT

を派遣し、災害現場等において救命活動を行う。 

(ｶ) ドクターヘリ基地病院（新潟大学医歯学総合病院、長岡赤十字病院）は、災

害発生時に市からドクターヘリの派遣要請があった場合、又は県から出動指示

があった場合などに、ドクターヘリを派遣し、災害現場等において救命活動を

行う。 

イ 達成目標 

市、県、医療機関及び医療関係団体が、緊密な情報共有と協力体制の下に、災

害の状況に応じた適切な医療（助産を含む。）救護を行う。 

 

 (2) 要配慮者に対する配慮 

      要配慮者が災害発生時に犠牲となるケースが多いことから、市及び消防本部は、

県、医療機関及び医療関係団体と協力し、要配慮者への医療救護活動を円滑に行う。 

 

２ 情報の流れ 

  (1) 被災地から  

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

市 保健所 救護センター設置要請 

医療救護班等派遣要請 

市 

消防本部 

医療機関 

県地域医療政

策課 

ドクターヘリ派遣要請 

病院 県地域医療政 被災状況、診療可否、患者転送要請、
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策課 受入患者数、医療スタッフ要請・提供 

 

(2) 被災地へ 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

保健所 市 救護センター設置 

医療救護班等派遣 

県地域医療政

策課 

市 

消防本部 

医療機関 

ドクターヘリの派遣 

 

 

３ 業務の体系 

    被災状況把握 

      ↓ 

    医療救護施設の設置 

             救護所及び救護病院の設置 

      ↓ 

    医療救護活動 

             救護所の医療救護活動 

             救護病院の医療救護活動 

             患者等の搬送 

             医療資器材等の供給 

             医療救護体制の支援 

      ↓ 

    支援要請 

             県・国への支援要請 

             他県への支援要請 

             医療関係団体への支援要請 

      ↓ 

    医療関係ボランティアの活用 

      ↓ 

    医療関係の災害時の対応 

 

４ 業務の内容 

  (1) 被災状況把握 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 見附市立病院について以下の情報を収集する。 

ア  施設・設備の被害状況                       

イ  負傷者等の状況 
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エ  医療従事者の確保状況 

オ 医療資器材等の需給状況 

県地域医療政

策課 

ア  救護所の設置状況 

イ  救護所及び医療機関への交通 

市 

 

 (2) 医療救護施設の設置 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 被災状況に応じて救護所予定施設に救護所を設

置する。 

〈救護所〉 

・見附市立見附小学校保健室 

学校町 1 丁目 3-89  TEL62-0141 

・見附市立見附第二小学校保健室 

杉沢町 3561 番地 TEL62-0314 

・見附市立名木野小学校保健室 

名木野町 714 番地 TEL62-0091 

・見附市立田井小学校保健室 

田井町 306 番地 TEL62-0479 

・見附市立葛巻小学校 

見附市反田町 10 番地 TEL62-0689 

・見附市立新潟小学校保健室 

新潟町 2478 番地 TEL62-0685 

・見附市立上北谷小学校保健室 

牛ケ嶺町 1292 番地 TEL62-0986 

・見附市立今町小学校保健室 

今町 6 丁目 19-1 TEL66-2069 

・見附市立見附中学校 

見附市島切窪町 644－2 TEL62-0141 

・見附市立南中学校 

見附市名木野町 714 番地 TEL62-0987 

・見附市立今町中学校保健室 

今町 4 丁目 1-7 TEL66-2371 

・見附市立見附西中学校保健室 

市野坪町 127 番地 TEL62-0688 

医師会 

歯科医師会 
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(3) 医療救護活動 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 ア  救護所の医療救護活動 

設置した救護所において以下の医療救護活動を

行い、支障が生じた場合は県へ支援要請を行う。 

(ｱ) 初期救急医療（トリアージ〔治療の優先順

位による患者の振り分け〕をともなう医療救

護活動） 

(ｲ) 救護病院、災害拠点病院等への移送手配 

(ｳ) 医療救護活動の記録 

(ｴ) 死亡の確認 

(ｵ) 市への、救護所の患者収容状況等の活動状

況報告 

イ  患者等の搬送 

搬送計画に基づく患者、医療従事者及び医療資

器材等の搬送体制を確保し、支障が生じた場合は

県へ支援要請を行う。 

ウ  医療資器材等の供給 

医療救護活動に必要な医療資器材等の調達を行

い、支障が生じた場合は県へ支援要請を行う。 

医師会 

歯科医師会 

救護病院（見

附市立病院） 

災害拠点病

院（長岡赤十

字病院・済生

会三条病院） 

 

(4) 支援要請 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 医師会又は歯科医師会に対して、医療救護活動

の支援を要請する。 

医師会 

歯科医師会 

医師会 

歯科医師会 

支援の要請があったときは、医療救護班又は歯

科医療救護班を編成して現地に派遣するとともに

医療機関に収容して救護を行う必要がある場合な

どには、会員の管理する医療機関の協力を要請す

るものとする。 

 

 

(5) 医療関係ボランティアの活用 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 県の設置する災害ボランティア活動組織及び市

社会福祉協議会と情報共有し医療関係ボランティ

アの正確な把握を行い、救護所等における医療救

護活動に医療関係ボランティアを有効に活用する

ものとする。 

県災害救援ボラ

ンティア本部 

市社会福祉協

議会 
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 (6) 医療機関の災害時の対応 

実施主体 対     策 協力依頼先 

医療機関 

（見附市立病

院等） 

災害時においては、医療救護活動を可能な限り

早く行うことが極めて重要であることから、医療

機関は、策定しているマニュアルに基づき、直ち

に医療救護活動が行えるよう体制を整えるものと

する。 
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第 16 節 防疫及び保健衛生計画 

【関係部署】民生部、福祉保健部 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

ア 震災時においては、生活環境の悪化や病原体に対する抵抗力の低下等により、

心身の健康に不調を来したり、感染症が発生しやすくなることから、関係機関は

防疫・保健衛生対策の円滑な実施を図るものとする。 

イ 市民は、医療・保健の情報を積極的に活用し、自らの健康管理に努めるととも

に、相互に助け合い、居住地域の衛生確保に努めるものとする。 

ウ 市は、災害等の発生時の被災地区における被災者の避難状況を把握し、消毒等

の防疫及び保健衛生上必要な対策をとるものとする。 

エ 県は、市を通じ被害状況の把握を行い、災害等の発生時の被災地区における感

染症患者の早期発見、食品の衛生監視、栄養指導等の防疫及び保健衛生対策を的

確に実施するものとする。 

(2) 避難行動要支援者に対する配慮 

     市及び県は、避難行動要支援者及び人工透析患者等の健康状態を把握し、情報を

共有した上で、医療・保健情報を提供するとともに保健指導を実施するものとする。 

(3) 積雪期の対応 

     冬季間は気温が低いことから衛生状態は保たれやすいが、気温の低下により身体

の不調を来しやすいことから、市は、避難所等の採暖に配慮する。 

     雪が障害となり防疫資器材の搬出や運搬に支障を来す場合があることから、定期

的に積雪状態や道路状況等について点検を行い、除雪や運搬計画等に万全を期する

ものとする。 

 

２ 被害状況等の把握 

風水害等の発生時における防疫及び保健衛生対策を的確に実施するために、以下の

事項について、被害状況等の把握に努める。 

(1) ライフラインの被害状況 

(2) 避難所の設置及び収容状況 

(3) 仮設トイレの設置及び損壊家屋の状況 

(4) 防疫保健衛生資器材取扱店及び格納倉庫の被害状況 

(5) 食品及び食品関連施設の被害状況 

(6) 特定給食施設等の被害状況 
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３ 業務体系図 

 

※ 各業務は必要に応じて共同で実施するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資器材の緊急調達

防 疫 対 策

食品衛生確保対策

栄 養 指 導 対 策

広域応援の要請 災害協定隣接県及び国への応援要請

食品衛生協会への要請

炊き出しの栄養管理指導
巡回栄養相談の実施
食生活相談者への相談・指導の実施

感染症発生時の対策
臨時予防接種の実施

集団給食施設への指導

井戸水等の水質の安全確保と滅菌の指導

緊急食品の配給に対する食品衛生確保
炊き出し施設の把握・食品衛生指導

食品関連被災施設に対する監視指導

避難場所等の生活環境の整備

防疫活動実施体制
感染症発生予防対策
健康調査・健康診断の実施

被害状況等の把握

保 健 衛 生 対 策
巡回健康相談・保健指導
巡回保健班による健康相談等の実施
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４ 業務の内容 

(1) 保健衛生対策 

実施主体 対      策 

市 ア 被災者の避難状況把握、県への報告 

イ 避難所等の整備、健康相談等の実施 

ウ 避難場所等の生活環境整備 

 (ｱ) 食生活の状況（食中毒の予防等への対応） 

 (ｲ) 衣類、寝具の清潔の保持 

 (ｳ) 身体の清潔の保持 

 (ｴ) 室温、換気等の環境 

 (ｵ) 睡眠、休養の確保 

 (ｶ) 居室、便所等（仮設トイレを含む。）の清潔 

 (ｷ) プライバシーの保護 

 

(2) 防疫対策 

実施主体 対     策 

市 ア 防疫活動実施体制 

 (ｱ) 迅速な防疫活動に備え、被災の規模に応じ、適切に

対応できるように防疫活動組織を明確にしておく。 

イ 感染症発生予防対策の実施 

 (ｱ) 感染症発生の未然防止のため、避難所、浸水地区、

衛生状態の悪い地区を中心に実施 

(ｲ) 飲み水、食物の注意、手洗い、うがいの勧奨を指導 

台所、便所、家の周囲の清潔、消毒方法を指導 

 (ｳ) 道路、溝渠、公園等の公共の場所を中心に清潔方法

を実施 なお、ごみの処理、し尿の処理を重点に実施 

 (ｴ) 便所、台所等を中心に消毒を実施 

 (ｵ) ねずみ族、昆虫等の駆除（県が定めた地域内） 

ウ 感染症発生時の対策実施 

 (ｱ) 台所、便所、排水口等の消毒実施。汚物、し尿は消

毒後に処理 
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(3) 食品衛生確保対策 

実施主体 対     策 

県（地域

機関） 

ア 緊急食品の配給に対する食品衛生確保 

イ 炊き出し施設の把握と食品衛生指導 

ウ 井戸水等の水質の安全確認と滅菌の指導 

エ 食品関連被災施設に対する監視指導 

オ 食品衛生協会への要請 

 

(4) 栄養指導対策 

実施主体 対     策 

県（地域

機関） 

ア 炊き出しの栄養管理指導 

イ 巡回栄養相談 

ウ 食生活相談者への相談・指導 

エ 集団給食施設への指導 

 

(5) 広域応援の要請 

実施主体 対     策 

県 県内だけでは体制の確保ができない場合、災害協定を締

結している隣接県等及び国に対して応援の要請 

 

(6) 防疫及び保健衛生資器材の備蓄及び調達 

実施主体 対     策 

市 

 

ア 防疫資器材等の備蓄及び調達について計画作成、実施 

イ 防疫資器材等の整備状況を健康福祉（環境）部に報告 

ウ 緊急時、防疫資器材等の不足による確保要請（健康福

祉（環境）部へ） 

県 ア 県内の防疫資器材等の備蓄状況を市町村へ情報提供 

イ 災害時の防疫資器材等の必要量確保のため、防疫薬品

業界と協定締結 

ウ 緊急時の防疫資器材等の調整 
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第 17 節 こころのケア対策計画 

【関係部署】福祉保健部 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

ア 市民の責務 

被災住民は急性ストレス障害等の精神的な問題が災害後に生ずることを認識し、

自身はもとより要配慮者である乳幼児・高齢者・障害者等に十分配慮しながらこ

ころの健康の保持・増進に努める。 

イ 報道機関の責務 

(ｱ) 不用意な取材活動による PTSD誘発の危険性や精神症状の悪化等を十分認識し、

被災住民の精神的健康に配慮した取材活動に努める。 

(ｲ) こころのケアに関する正しい知識の普及や援助等の情報提供に協力する。  

ウ 市の責務 

(ｱ) 避難所等における被災住民の精神的健康状態を迅速かつ的確に把握するとと

もに、急性ストレス障害やうつ、長引く被災生活による精神的不調等へ適切に

対応して被災住民のこころの健康の保持・増進に努める。 

(ｲ) 必要に応じてケアチーム派遣等の支援を県に要請する。 

エ 県の責務 

(ｱ) こころのケア対策の決定及び全県的な支援体制を構築するため「こころのケ

ア対策会議」を開催する。 

(ｲ) 被災住民に対するこころのケア対策を実施し市町村を支援する。 

(ｳ) 必要に応じて、国（独立行政法人国立精神・神経医療研究センター精神保健

研究所等）及び他都道府県の支援（専門的かつ高度なこころのケアの技術支援

等）を求める。 

(ｴ) ケアセンターを編成したときは、その旨を厚生労働省に報告する。 

(ｵ) 災害派遣精神医療チーム(DPAT)等の体制整備に努める。 

 (2) 要配慮者に対する配慮 

災害によるダメージを受けやすい要配慮者及び災害遺族等に対しては、こころの

ケアチーム等の支援を行うに際しては特にきめ細かな支援を行うよう十分配慮する。 

 (3) 市職員のこころのケア対策 

   災害復興業務に従事する職員は、災害直後から過酷な状況の中で様々な支援活動

に従事しなければならない。このような特殊な環境の下での支援活動は、オーバー

ワークになりがちで、身体的にも精神的にも疲弊を来しやすい。そのため、体だけ

ではなく心の健康のためにも、職員の健康管理担当部署と連携を図り、休養が確保

できる勤務体制を早期に確立する。 
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２ 情報の流れ 

(1) 被災地から 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

被災者、避難所

等 
市 

・被災後の生活状況・ニーズ 

・精神障害者の医療状況等について 

市 
保健所 

児童相談所 

・ケアチーム派遣の要否 

・ケアに係る情報及びニーズ 

・精神障害者の医療状況等について 

・医療チームの活動状況 

保健所 

児童相談所 

健康対策課 

児童家庭課 

↓ 

精神保健福祉セ

ンターと情報共

有 

・ケアチーム派遣の要否 

・ケアに係る情報及びニーズ 

・精神障害者の医療状況等について 

・社会復帰施設等の状況について 

県 
こころのケア対

策会議 

・集約されたケアに係る情報及びニー

ズ 

・精神障害者の医療状況等について 

・社会復帰施設等の状況について 

 

  (2) 被災地へ 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

こころのケア対

策会議 
県 ◎こころのケア対策方針 

障害福祉課 報道機関 

◎こころのケア対策情報 

・こころのケアチーム派遣 

・こころのケアホットライン設置 

・災害時精神科医療体制 

・啓発普及 

・関係者への研修  

保健所 

児童相談所 
市 

◎こころのケア対策情報 

（上記内容） 

報道機関・市 被災者 
◎こころのケア対策情報 

（上記内容） 
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３ 業務の体系 

 

こころのケア対策班 

こころのケア対策会議 

（情報収集・分析、 
情報提供、保健所支援等） 

（現地への指示、報道対応 
 連絡調整等） 

児童家庭課 

乳幼児等のこころのケア 

精神保健福祉センター 障害福祉課 

対策方針 

◎情報提供 
「こころのケア通信」 
・災害時精神科医療等 

傾聴による不安軽減 
正しい知識の提供 
チーム等の支援情報 

こころのケアホットライン 

被災者への相談・診療 
現地援助者への教育研修 
被災精神科病院への支援 
啓発普及・情報提供等 

被災地からの緊急入院 

被災地 

◎電子メールネット化 

現地コーディネータ

ー 

こころのケアチーム 

24 時間災害時精神科医療  
報告 

派遣要請 

情報共有 活動支援 

派遣要請 
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☆災害発生 

      

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

ホットライン稼動 

県内チーム派遣体制整備 

ホットライン ケアチーム 災害時精神科医療 
普及

啓発 

24 時間精神科医療体制整備 

県内チーム編成要請 

・県精神科病院協会 

・新潟大学 

・精神医療センター

等 

臨床心理士会等へ要請 

県精神科病院協会等へ

後方支援体制の要請 

他都道府県へ派遣要請 

県外チーム派遣体制整備 

調整 

派遣 

 

後方支援体制整備 

派遣 

 

派遣 

 

研修 

ケアチームの

活動開始 

↓ 

研修会の開始 

6～12ｈ 

12～24ｈ 

２日目 

４日目 

５日目 

６日目 

７日目 

３日目 

被災精神病院入院者避難･転院開始 

 

被災入院者避難先から転院開始 

 
報道機関 

情報提供 

転院 

 

転院 

 

啓発パンフ 

ポスターの

発行・配布 
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４ 業務の内容 

 (1)「こころのケアホットライン」による対応 

実施主体 対  策 協力依頼先 

県 ・不安や精神的な課題を抱えた被災者

に対する電話相談 

・新潟ユニゾンプラザハート館内に設

置 

県臨床心理士

会等 

 

(2) 被災地への「こころのケアチーム」の派遣 

実施主体 対  策 協力依頼先 

県 

 

 

・被災市町村の要請に基づき県内外の

ケアチームを被災地に派遣し、急性

ストレス障害及び在宅精神障害者の

医療の確保等に対応 

・精神科医・看護師（保健師）・精神保

健福祉士・臨床心理士・精神保健福

祉相談員・事務職などからなるチー

ムを派遣 

・保健所及び児童相談所職員等からな

る現地コーディネーターを派遣して

ケアチームを支援 

県内精神科病

院 

県精神保健福祉

士協会 

国・都道府県 

日本精神科病

院協会等 

 

 (3) 災害時精神科医療体制の整備 

実施主体 対  策 協力依頼先 

県 ・被災地からの緊急入院患者等に対応

するため 24 時間体制の精神科医療

を確保 

・24 時間精神科医療を維持するため、

県精神科病院協会等協力により空床

確保等の後方支援体制確保 

・被災した精神科病院入院患者の転院

先の確保 

県立病院 

県精神科病院

協会 

県内精神科病

院 

近隣県 
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(4) 被災者への啓発普及 

実施主体 対  策 協力依頼先 

県 

 

・ 被災者に対して被災後の心理的反応

と 

その対処法やこころのケア対策情報

等をパンフレット・ホームページ等

により伝達 

・ボランティア、開業医、行政職員等の

支援者に対し「支援者自身のこころの

ケアに関する情報」を提供 

・新聞・テレビ等報道機関を通じて被災

者にこころのケアに関する情報を提

供 

市町村 

報道機関 

 

(5) 援助者への教育研修 

実施主体 対  策 協力依頼先 

県 

 

・ 保育士や学校教師、ケアマネージャ

等関係者に対して、「被災ストレス

とその対処法」等の研修を実施 

・ ボランティア、開業医、行政職員等

支援者自身のこころのケアのための

研修を実施 

精神科病院 

県精神保健福

祉士会等関係

機関・団体 
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第 18 節 児童生徒に対するこころのケア対策計画 

【関係部署】福祉保健部、教育部 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

  ア 各主体の責務 

(ｱ) 県の責務 

ａ 災害発生直後からこころのケアに係る緊急支援について「新潟県臨床心理

士会」と連絡を取り、両者協議のもと派遣計画を作成し、学校開始直後から

カウンセラーを派遣する。 

ｂ  被災市町村の学校に対して、カウンセリング開始前の「該当学校教員への

説明会」を県臨床心理士を派遣し実施する。 

ｃ  地震の規模に応じて、県外へカウンセラー派遣を要請する。 

(ｲ) 市教育委員会の責務                                         

カウンセラー派遣計画、該当学校教員への説明会等について迅速かつ、確実

に各学校へ通知できるよう、連絡の方法等を明確にしたうえで確実に通知を行

う。また、「該当学校教員への説明会」に係る会場の手配を行う。 

(ｳ) 各教育事務所の責務 

カウンセラー派遣に係る安全な通勤経路の確認と、県外カウンセラーに対す

る実施会場への案内。  

(ｴ) 学校の責務 

ａ 「該当学校教員への説明会」を受け、こころのケアに係る職員研修、児童

生徒への説明、保護者への説明会を実施する。 

ｂ カウンセリング実施に係る「こころの健康調査」等のストレスチェックの

実施とスクリーニングの実施。   

        ｃ 教員による児童生徒への早期カウンセリングの実施。 

イ 活動の調整 

    県教育委員会、市教育委員会 

ウ 達成目標 

(ｱ) 災害救助法適応された市の学校すべてに対して、災害発生から１週間後をめ

どに「該当学校教員への説明会」を実施。   

(ｲ) 災害救助法適応市町村の学校すべてに対して、災害発生から２週間後をめど

にカウンセラー派遣を開始。 

 (2) 要配慮者に対する配慮 

   こころのケアに関する保護者の理解を深め、家庭でのこころのケアの在り方等に

ついて、ガイドとなるパンフレット等を配付。 

  (3) 教職員のこころのケア対策 

   学校管理下における児童生徒の指導だけでなく、緊急な業務を的確に行わなけれ

ばならない教職員は、災害直後から過酷な状況の中で、学校教育活動を再開するた

めの、様々な業務に従事しなければならない。このような特殊な環境の下での支援



震災対策編 

第 3章第 18節 

「児童生徒に対するこころのケア対策計画」 

 181 

活動は、オーバーワークになりがちで、身体的にも精神的にも疲弊を来しやすい。

そのため、体だけではなく心の健康のためにも、県教育委員会等の支援を得ながら、

教職員の休養が確保できる勤務体制を早期に確立する。また、災害時の心の健康に

ついての情報も県教育委員会や市の指導を受けながら市教育委員会が早期に教職員

に対し伝達する。 

 

 ２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

学校 県教育委員会 
こころのケアが必要な児童生徒、実施児童

生徒数、個別相談票の報告 

市教育委員会 県教育委員会 こころのケアに係る必要な情報 

県教育委員会 県臨床心理士会 こころのケアに係る必要な情報 

 

 (2) 被災地へ 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

県教育委員会 市教育委員会 
カウンセリング実施日 

説明会実施日 

市教育委員会 学校 
カウンセリング実施日 

説明会実施日 

 

３ 業務の体系 

  派遣計画の作成と説明会資料作成 

   ↓  

  説明会の実施  

  ↓  

  こころの健康調査の実施とスクリーニング  

↓  

カウンセラー派遣  

 

４ 業務の内容 

実施主体 対  策 協力依頼先 

県 こころのケア説明会、カウンセラー派遣の計画 県臨床心理士会 

市 こころのケア説明会、カウンセラー派遣の計画

送付、実態把握 
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第 19 節 廃棄物の処理計画 

【関係部署】建設部 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

  ア 各主体の責務 

   (ｱ) 市民の責務 

    ａ ごみ処理 

(a)   避難所での生活ごみについて、市の指示する分別等のごみの排出に協力

する。 

(b)   家庭からの生活ごみ、粗大ごみについて、市の指示する分別、指定場所

（臨時置場）等へのごみの排出に協力する。 

(c)  ごみの野焼き、便乗ごみ（震災により発生したごみ以外のごみ）の排出、

指定場所以外での不法投棄等は行わないほか、市の指示に従ったごみの排

出に協力する。 

ｂ し尿処理 

(a)  避難所の仮設トイレ等について、市の指示に従い、使用方法や維持管理

等の公衆衛生面での対応やし尿の収集に協力する。 

(ｲ) 市の責務 

ａ ごみ処理 

(a)  ごみ処理施設の被害状況と稼働見込みを速やかに把握し、必要に応じ一

時保管場所の設置及び管理を行う。 

(b)  避難者の衛生面での支障が生じないよう、避難所の生活ごみの収集体制

を整備する。 

(c)  あらかじめ定める廃棄物処理計画に基づき、ごみの発生量の予測等、被

害規模に応じた実施計画（ごみ処理対策）を策定する。 

(d)  大量のごみが一時に排出されるおそれがある場合は、収集作業の効率化

を図るため、警察の協力（交通規制）も得て、集積場までの運搬ルートの

確保を行う。 

(e)   ごみの収集、処理が困難と判断した場合は、近隣市町村、県に広域支援

を要請する。 

b し尿処理 

(a) し尿処理施設の被害状況と稼働見込みを速やかに把握し、復旧までの処

理体制を整備する。 

(b)  避難所等の避難者の概数、仮設トイレの設置状況の把握を行い収集体制

を整備する。 

(c)  あらかじめ定める廃棄物処理計画に基づき、被害規模に応じた実施計画

（し尿処理対策）を策定する 

(d)  し尿の収集、処理が困難と判断した場合は、近隣市町村、県に広域支援

を要請する。 
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c がれき類処理 

(a)  隣家への倒壊、道路への支障など、緊急を要する危険家屋については、

自衛隊の協力も得て優先的に解体処理を実施する。 

 (b) 損壊家屋の被害状況の把握等により、がれき類の発生量を推計し、あら

かじめ定める廃棄物処理計画（がれき類処理対策）に基づき、実施計画を

策定する。 

(c) がれき類が大量に発生する場合は、一時保管場所を設置するとともに、

ごみの飛散防止対策や不法投棄対策及び消毒等の衛生面の管理を行う。 

(d) 損壊家屋が多数に上る場合は、市民の混乱を避けるため、必要に応じ解

体から処分まで指定業者の斡旋、受付窓口の設置など、計画的な処理体制

を構築する。 

   (ｳ) 県の責務 

a  市の要請に応じ、災害ごみ、し尿処理等の広域支援体制を整備する。 

b   県及び他市町村の職員の応援派遣等により市を支援する。 

  イ 活動調整 

    県災害対策本部（保健医療教育部衛生廃棄物班）見附市災害対策本部（民生部） 

  ウ 達成目標 

   （生活ごみ収集） 

ａ 生活ごみ等の収集は、おおむね３日～４日以内に開始し、７日～10 日以内で

の収集完了に努める。 

   （し尿収集） 

    b し尿の収集は、おおむね 24 時間以内に開始する。 

      （がれき類の収集） 

       c がれき類の収集は、おおむね 1 か月以内に開始する。 

(2) 要配慮者に対する配慮策 

市は、避難行動要支援者の家庭からのごみ収集等に、ボランティアを要請するな

どの配慮を行う。 

 

２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から  

情報発信者  →  情報受信者  主な情報内容 

避難所、避難者  市  ごみ、し尿収集のニーズ  

市  県  広域支援の必要性 

県  協定先・団体  広域支援の要請  

 

 (2) 被災地へ  

情報発信者  →  情報受信者  主な情報内容 

県 市 広域支援の情報 

市 避難所、避難者 ごみ、し尿の収集情報 
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３ 業務の体系 

 

４ 業務の内容 

 (1) 生活ごみ・粗大ごみ処理の対応 

実施主体 対     策 協力依頼先 

被災者 

 

・・市が行う避難所等のごみの分別、排出に協力する 

・・各家庭においては、市の指示に従い、ごみの分別、

排出を行う。 

市 

市 ・生活ごみ、粗大ごみ処理の実施計画を策定する。 

・避難所のごみ収集体制を整備する。 

・家庭からのごみの分別、排出方法等について住

民に周知する。 

・災害ごみの処理体制を整備し、広域支援が必要

な場合は、近隣市町村、県に要請する。 

・必要に応じ、一時保管場所の設置を行うととも

に、警察の協力も得ながら運搬ルートを確保する。 

・必要に応じ、ごみ収集にボランティア派遣を行う。 

県災対本部 

近隣市町村関

係団体 

市災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

ｾﾝﾀｰ 

県 ・市からの要請に基づき、広域支援体制を整備する。 

・必要に応じ、職員を派遣し、ごみ処理対策を支援

する。 

協定団体等他

都道府県 

県内市町村 

環境省関東地

方環境事務所 

環境省関東地

方環境事務所 

・必要に応じ、職員を派遣し、市町村の初動対応を

支援する。 

・ブロック協議会構成員を中心とした連携・協力体

制を構築する。 

 

  

 (2) し尿処理の対応 

実施主体 対     策 協力依頼先 

被災者 ・仮設トイレの維持管理に協力し、市のし尿収集に

協力する。 

市 

☆ 地震発生

直後

～24時間

～３日目

～１か月

収集開始

収集開始

(ごみ収集) （し尿収集） （がれき類の収集）

収集体制の検討 収集体制の検討 収集体制の検討

収集開始
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市 ・し尿処理の実施計画を策定する。 

・市民に仮設トイレの使用方法、し尿収集の情報等

を周知する。 

・し尿の処理体制を整備し、広域支援が必要な場合

は、近隣市町村、県に要請する。 

協定団体等 

県 

県 ・市からの要請に基づき、広域支援体制を整備する。 

・必要に応じ、職員を派遣し、し尿処理対策を支援

する。 

協定団体等 

他都道府県 

県内市町村 

環境省関東地

方環境事務所 

環境省関東地

方環境事務所 

・必要に応じ、職員を派遣し、市町村の初動対応を

支援する。 

・ブロック協議会構成員を中心とした連携・協力体

制を構築する。 

 

 

(3) がれき類処理の対応 

実施主体 対     策 協力依頼先 

被災者 ・市の指示に従い、損壊家屋の解体後のがれき類の

処理に協力する。 

市 

市 ・緊急を要する危険家屋の解体について必要に応じ

自衛隊に要請する。 

・がれき類の発生量を推計し、処理の実施計画を策

定する。 

・市民にがれき類処理の方法を周知する。 

・がれき類の処理体制を整備し、広域支援が必要

な場合は、近隣市町村、県に要請する。 

・必要に応じ、がれき類の一時保管場所を設置し管

理する。 

県 

協定団体等 

自衛隊 

県 ・市からの要請に基づき、広域支援体制を整備する。 

・必要に応じ、職員を派遣し、がれき類処理対策

を支援する。 

協定団体等 

他都道府県 

県内市町村 

環境省関東地

方環境事務所 

環境省関東地

方環境事務所 

・必要に応じ、職員を派遣し、市町村の初動対応を

支援する。 

・ブロック協議会構成員を中心とした連携・協力体

制を構築する。 
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第 20 節 トイレ対策計画 

【関係部署】民生部 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

  ア 各主体の責務 

   (ｱ) 市民・企業等の責務 

     地震発生から「最低３日間、推奨１週間」分の必要な携帯トイレは、原則と

して家庭及び企業等における備蓄で賄う。 

(ｲ) 市の責務 

ａ 避難所及びトイレの使用が困難な地域の被災者のトイレ利用を確保する。

（被災者への供給を行う。） 

ｂ 職員の配置･巡回により、避難所の状況及び上下水道等の利用可能状況を調

査し、被災者のトイレ利用に関する需要を把握する。 

ｃ 自力で必要な仮設トイレ等を確保できない場合は、県に支援を要請する｡ 

d   避難所トイレ及び公衆トイレを衛生的に使用するための管理を行う。 

   (ｳ) 県の責務 

     市町村の把握したニーズや被災の状況に応じて、仮設トイレ等の資機材の調

達、輸送の代行、各種トイレの供給可能情報の提供、トイレの継続的な機能確

保等について市町村を支援する。 

  イ 活動調整 

    県災害対策本部（保健医療教育部）、見附市災害対策本部 

  ウ 達成目標 

  （トイレ利用の確保） 

ａ トイレ利用の確保は、概ね次の計画を目安とする。 

地震後 ～12 時間 

・避難所公共トイレの使用 

・備蓄の携帯トイレ、簡易トイレによるトイレ確保 

・トイレトレーラー設置 

・県内他市町村が備蓄しているトイレを広域応

援により調達  

 〃    ～１日目 

程度 
・企業・団体から仮設トイレを調達（県内流通在庫） 

〃 12 時間～２日目 

程度 
・企業・団体から仮設トイレを調達（県外流通在庫） 

 〃 ２日目程度～ 

・需要に応じてトイレ追加・再配置  

・需要に応じて、トイレの使用が困難な地域の被災

者へ携帯トイレを供給  

（トイレ用品の確保） 

ｂ トイレットペーパー等のトイレ用品の調達は、需要の把握から概ね 24 時間以
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内に行う。 

    

（トイレ管理の実施） 

   ｃ トイレを衛生的に管理する避難所運営体制を、概ね 24 時間以内に確立する。 

 (2) 要配慮者に対する配慮 

  ア 避難所に要配慮者用のトイレが設置されていない又は使用ができない場合は、

要配慮者用の簡易トイレを配備（概ね 24 時間以内）する。 

  イ 避難所においては、トイレの設置箇所の工夫、利用介助の実施等により、要配

慮者のトイレ利用に配慮する。 

  ウ 要配慮者特有の需要（段差の解消、手すりの設置等）が見落とされないよう配

慮する。 

(3) 快適な利用の確保 

  ア 市は､避難者に対して、要配慮者優先の利用区分及び災害用トイレの使用方法等

の周知を行い、トイレの円滑な利用を図る｡ 

  イ 市は、トイレの洗浄水、手洗い用水、トイレットペーパー、消毒剤、脱臭芳香

剤等トイレの衛生対策に必要な物資を供給するとともに、避難所の状況に応じて

避難者や避難所運営ボランティアの協力を得ながら定期的な清掃を行い、トイレ

の清潔を保持する。 

  ウ 市は、避難所のトイレ利用状況に応じて、定期的にし尿のくみ取りを実施する。 

  エ 市は、避難所の運営が長期に渡る場合、避難所の状況に応じて、トイレ利用の

快適性向上のため、自己処理トイレを設置する。 

オ 市は、トイレが利用しやすい設置箇所の検討、洋式便座や温水洗浄便座の積極

配置、女性や子どもに対する安全やプライバシーの確保、脱臭、照明、採暖等ト

イレを快適に利用するための配慮を行い、必要な物資を供給する。 

 

２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から  

情報発信者  →  情報受信者  主な情報内容 

避難所、避難者  市  被災地ニーズ  

市  県  集約された被災地ニーズ 

県  企業・団体  調達情報  

 (2) 被災地へ  

情報発信者  →  情報受信者  主な情報内容 

県 市 供給予定情報 

市 避難所、避難者 供給予定情報 
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３ 業務の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ トイレの調達 

 (1) 備蓄携帯トイレ、簡易トイレ、トイレトレーラーによる対応 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 ・避難所等に職員を派遣し避難者の概

数を把握する。 

・避難者に対して、携帯トイレ・簡易

トイレ・トイレトレーラー等の適切

な利用方法を周知する。 

・避難所等で不足するトイレを他の保

管場所からの回送、県からの緊急供

給で補う。 

・社会福祉協議会を通じて避難所運営

等の補助に当たるﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ派遣を要

請する。 

県災対本部 

社会福祉協議

会 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ本部 

県 ・市からの要請に基づき、現地で不足

するトイレ等を最寄りの県及び県内

市町村からの広域応援により備蓄拠

点から避難所等に配送する。 

県ﾄﾗｯｸ協会 

 

 

  

 

 

 

 

☆地震発生 

 

直  後   避難所トイレ、備蓄トイレによる対応  

 

６～12ｈ   携帯トイレ・簡易トイレ等の提供 

トイレトレーラー設置       

                          

 

12h～２日   仮設トイレの提供  

 

２日目～       トイレ利用の利便性向上      

 

 

              

避  難  所  の  解  消 

外来救護物資の配布 

要配慮者用の 

トイレの提供 
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 (2) 仮設トイレ（レンタル）及びトイレ用品による対応 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 ・避難所に調達を要するトイレ及びト

イレ用品の種類毎の概数を把握す

る。 

・企業・団体等にトイレ等の供給を依

頼する。 

・義援物資提供の申し出への対応（い

ずれかの避難所へ直接振り向ける） 

・調達が困難な場合は県に調達の代行

を依頼する。 

自治会長等 

 

企業・団体等 

 

県 

県 ・市からの要請に基づきトイレ等の調

達を代行する。 

・企業・団体等に対してトイレ輸送経

路等の情報を適宜提供する。 

企業・団体等 

他都道府県 

  

(3)トイレ等義援物資の配布 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 ・市へ送付された救援物資を受入・保

管する。 

・避難者の物資需要を把握する。 

・避難者に物資を配布する。 

 

県 ・県へ送付された救援物資を受入・保

管する。 

・市からの調達要請物資を集約する。 

・保管中の救援物資で供給可能なもの

を選別する。 

・トラック協会へ輸送を依頼する 
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第 21 節 入浴対策計画 

【関係部署】福祉保健部 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

自宅の被災又はライフラインの長期停止により入浴できない被災者に対し、入浴

サービスを提供し、被災者の衛生状態の維持と心身の疲労回復を図る。 

  ア 各主体の責務 

(ｱ) 市の責務 

  a  被災を免れた入浴施設管理者への施設開放要請 

   b 入浴施設を有する他市町村への協力要請 

   c 県への支援要請 

(ｲ) 県の責務 

  a  自衛隊に対する入浴支援要請 

   b 県内市町村及び隣接県への協力要請 

   c 公衆浴場組合、旅館組合等事業者団体への協力要請 

  イ 活動の調整 

    県災害対策本部（被災者救援部）、見附市災害対策本部 

  ウ 達成目標 

    入浴機会の確保は、地震の発生から３日を目安とする。 

 (2) 要配慮者に対する配慮 

  ア 入浴施設までの交通手段の確保 

  イ 要配慮者が利用可能な入浴施設や移動入浴車等の確保  

  ウ 要配慮者への入浴施設情報の広報の徹底 

 (3) 積雪期の対応 

   冬期間は特に入浴後の保温対策に配慮し、旅館組合等への協力要請の強化を図る。 

 

２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

市 県 
仮設入浴施設設置要請 

入浴施設確保要請 

県 
自衛隊、他自治体、 

旅館組合等 
入浴支援要請、施設利用協力要請 
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 (2) 被災地へ 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

県 市 入浴施設確保情報 

市 避難所、避難者 
入浴施設開設予定情報 

入浴サービス提供情報 

 

 

３ 業務の体系 

   ☆地震発生  

 

 

 

 

 ３日目～  

 

 

 

 

４ 業務の内容 

 (1) 公衆浴場の再開支援 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・ 業務再開可能な公衆浴場等に対し、給水

等の支援を行い入浴環境を確保する。 

・ 要配慮者の入浴施設までの交通手段を

確保する。 

・ 避難者に対する入浴施設情報の広報を

行う。 

入浴施設 

管理者等 

 

 (2) 仮設入浴施設の設置 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・ 近隣で入浴施設が十分に確保できない

場合は、避難所等に仮設入浴施設設置を

県に要請する。 

県災対本部 

県 ・ 市の要請により自衛隊へ入浴支援要請

を行う。 

自衛隊 

 

 

 

公衆浴場等の再開支援 

旅館組合等への協力要請 

仮設入浴施設の設置 
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 (3) 旅館組合等への協力要請 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・ 市内の旅館組合等への協力要請を行う。 

・ 入浴施設の確保が困難な場合は県に応

援要請を行う。 

旅館組合等 

県 ・ 市の要請又は被害が数市町村に及ぶ場

合は、近隣の市町村（他県も含む）の旅

館組合等へ支援の要請を行う。 

旅館組合等 
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第 22 節 食料・生活必需品等供給計画 

【関係部署】総務部、民生部 

１ 計画の方針 

(1)  基本方針 

地震発生直後は、被災地の道路・空間を人命救助に最優先で充てるため、避難所

等に予め配備されているもの及び緊急を要するものを除き、公的な物資等の輸送・

配付は、概ね地震発生 12 時間後からとする。 

ア 各主体の責務 

(ｱ) 市民の責務 

地震発生から（流通機構の復活が見込まれる）３日程度の間に必要な飲料水、

食料、生活必需品（以下「物資等」という）は、原則として家庭及び企業等に

おける備蓄で賄う。 

(ｲ) 市の責務 

ａ 自ら物資等を用意できない被災者への供給を行う。 

ｂ 職員の配置・巡回により避難者の需要を把握する。 

ｃ 自力で必要な物資等を確保できない場合は、県・協定業者等に支援を要請

する。 

ｄ 避難が長期化した場合、食事の提供から段階的に食材提供による自炊へと

移行し、避難者の自立を促す。 

ｅ 物資等の効率的な調達・確保及びニーズに応じた供給・分配を行うため、

備蓄物資等の供給や調達・輸送に関し、物資調達・輸送調整等支援システム

を活用し、県との情報供給を図りながら、相互に協力するよう努める。 

(ｳ) 県の責務 

    a 必要に応じて、物資拠点を開設する。 

    b 物資等の調達、輸送の代行、県及び他市町村職員の応援派遣等により市町村

を支援する。 

    c 自力で必要な物資等を確保・輸送できない場合は、指定地方行政機関・協定

業者等に支援を要請する。 

ｅ 物資等の効率的な調達・確保及びニーズに応じた供給・分配を行うため、 

備蓄物資等の供給や調達・輸送に関し、物資調達・輸送調整等支援システム

を活用し、市町村と情報供給を図りながら、相互に協力するよう努める。 

イ 活動調整 

県災害対策本部（食料物資部）、見附市災害対策本部 

ウ 達成目標 

(ｱ) 食料・飲料水 

食料の供給は概ね次の計画を目安とし、災害の規模に応じて調整する。食料

は原則として１日３回提供する。 

地震～12 時間以内：市民による自己確保又は避難所等の保存食料 

地震 12 時間後～ ：おにぎり、パン等の簡単な調達食 



震災対策編 

第 3章第 22節 

「食料・生活必需品等供給計画」 

194 

 

地震 24 時間後～ ：自衛隊等による配送食（暖かいもの） 

地震 72 時間後～ ：自衛隊、日本赤十字社、ボランティア、市民等による現

地炊飯（炊き出し） 

（避難が長期化する場合は、避難所で避難者が自炊できるよう、食材、燃料及び

調理器具等を提供する。） 

(ｲ) 生活必需品 

医薬品（風邪薬、胃腸薬等一般的なもの）、乳児用粉ミルク、おむつ（小人・

成人用）、毛布、仮設トイレ、などの供給は需要の把握からおおむね 12 時間以

内に、その他一般的な物資の供給はおおむね 24 時間以内に行うことを目標とす

る。 

(2) 要配慮者に対する配慮 

ア 高齢者、食物アレルギー等に配慮した食事提供（地震 24 時間後～） 

イ 要配慮者用の生活必需品供給への配慮（地震 24 時間後～） 

(3)  積雪期の対応 

ア 市は、現地炊飯開始の前倒し等、早期の温食提供を図る。 

イ 市は、防寒具、採暖用具（ストーブ、手揉みカイロ等）、寝具、燃料等防災対策

に必要な物資を他に優先して供給する。 

 

２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

避難所、避難者 見附市災対本部 被災地ニーズ 

見附市災対本部 県災対本部 集約された被災地ニーズ 

県災対本部 協定先企業、他県 調達情報 

 (2) 被災地へ 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

県災対本部 見附市災対本部 供給予定情報 

見附市災対本部 避難所、避難者 供給予定情報 

 

３ 業務の体系 

☆地震発生  

 

直後   備蓄食料対応    備蓄物資対応   需要の把握   

↓         ↓  

 12h～    調達食提供     調達物資提供    義捐物資対応  

        ↓  

 24h～    調理食配送   

        ↓  

 72h～   現地炊飯（炊き出し）  
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        ↓  

     （避難者による自炊）  

        ↓  

 ～２月      避難所の解消（食料・物資提供の終了）      

 

４ 業務の内容 

 (1) 備蓄食料・物資等による対応（発災直後～12h 程度） 

実施主体 対  策 協力依頼先 

被災者 

自主防災組織 

・市の職員とともに避難所等の保存食

糧・物資等を避難者に配分 

市 

市 ・避難所等に職員を派遣し、避難者の

概数とニーズを把握 

・避難所で不足する物資等を他の保管

場所からの回送、県又は日赤からの

緊急提供で補う 

県、日本赤十字

社新潟県支部、

社 会 福 祉 協 議

会、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀ

ｰ、町内会、地域

コミュニティ等 

県 ・必要に応じて、物資拠点を開設する。 

・市町村からの要請に基づき、不足す

る物資等を市町村・避難所等へ配送

（以下「プル型支援」という。）する。 

・市町村の行政機能が低下している場

合は、要請を待たずに物資支援（以

下「プッシュ型支援」という。）を開

始する。 

※ プル型支援への切り替え時期につ

いても、的確に判断するよう努める。 

県ﾄﾗｯｸ協会 

自衛隊 日本赤十字社

新潟県支部 

 

(2) 調達食・物資等の提供（発災 12h～24h 程度） 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・避難者のニーズ把握 

・避難所内外の避難者で物資等の供給

を要する者に、物資等を提供する。 

・調達が困難な場合は、県に調達及び

配送の代行を依頼する。 

町内会、地域コ

ミュニティ等 

協定業者等 

県災対本部 

県 ・市町村からの要請に基づき、物資等

の調達を代行し市町村又は避難所へ

配送するプル型支援を行う。 

・市町村の行政機能が低下している場

合は、プッシュ型支援を開始する。

協定事業者 

他の都道府県 



震災対策編 

第 3章第 22節 

「食料・生活必需品等供給計画」 

196 

 

（※） 

※ プル型支援への切り替え時期につ

いても、的確に判断するよう努める。 

 

(3) 調理食配送による提供（発災 24h 程度～） 

実施主体  対   策  協力依頼先  

市  

 

 

・避難者のニーズを把握し、必要食数

を県災対本部に報告する。 

・日赤・ボランティア等が実施する現

地炊き出し等との需給調整を行う。 

・避難所内外の被災者への給食方法を

調整する。 

県  

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ 

 

県  ・市からのニーズ把握  

・自衛隊に給食支援を要請する。  

・炊飯部隊駐留場所を確保する。  

自衛隊  

 

(4) 現地炊飯による提供（発災 72ｈ以降）  

実施主体  対   策  協力要請先  

市  

 

・自衛隊の現地炊飯を希望する避難

所及び内容を県に報告する。  

・自衛隊の炊飯場所を確保する。  

・自衛隊に食材を供給する。  

・ボランティア等が実施する現地炊き

出し等との需給調整を行う。 

県  

 

県  ・市の希望をとりまとめ、自衛隊に

現地炊飯を要請する。  

自衛隊  

  

(5) 被災者による自炊（発災２週間以降）  

実施主体  対   策  協力依頼先  

避難者  ・市の滞在・自炊希望調査に対して、

避難所管理職員に今後の避難所

での滞在見込みと自炊の意思を

伝える。  

市  

市  ・被災者の自炊の希望をとりまと

め、県に報告する。  

・調理器具の貸付及び食材､燃料等

の提供を行う。  

県  
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(6) 物資等の供給及び運送の要請等  

実施主体  対   策  協力依頼先  

市  ・災害応急対策の実施に当たって、その備

蓄する物資又は資材が不足し、災害応急

対策を的確かつ迅速に実施することが困

難であると認めるときは、県に対し必要

な措置を講ずるよう要請し、又は求める。 

県  

県  ・市町村からの要請または要求を待ついと

まがないと認められるときは、プッシュ

型支援を開始する。  

・災害応急対策の実施に当たって、その備

蓄する物資又は資材が不足し、災害応急

対策を的確かつ迅速に実施することが困

難であると認めるときは、指定地方行政

機関等に対し、必要な措置を講ずるよう

要請し、又は求める。  

・緊急の必要があると認めるときは、運送

事業者に対し、運送すべき物資又は資材

並びに運送すべき場所及び期日を示し

て、災害応急対策の実施に必要な物資又

は資材の運送を要請する。  

・運送事業者が正当な理由がないのに要請

に応じないときは、必要物資の運送を行

うべきことを書面により指示する。  

指定地方行政機

関等  

運送事業者  

 

(7) 義援物資の配布  

実施主体  対   策  協力依頼先  

市  ・受入物資を配布する。  

・物資が過剰とならないよう報道機関等を

通じて情報を発信する  

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ 

町内会、地域コ

ミュニティ等  

報道機関  

県  ・義援物資の送付先市町村を紹介する。 

・県受入れ物資の中から､市から要請された

品目を送付する。  

・自衛隊等に輸送を依頼する  

自衛隊  

ﾄﾗｯｸ協会  



 

 197-1 

(8)燃料の調達・供給  

実施主体  対   策  協力依頼先  

市  ・災害対応や住民の生命維持に必要な燃料

の不足が見込まれる場合は、県に対し燃料

の緊急供給を要請する。  

県  

県  ・市から燃料の緊急供給の要請があった場合

は、新潟県石油業協同組合に対し、優先的に

燃料の供給を要請する。 

・被災状況の程度に応じ、国等へ緊急用燃料の

確保を要請する。 

・燃料類の供給見通しについて県民に広報する

とともに、節度ある給油等及び省エネを呼び

かける。 

・市町村が複数にまたがる場合には、必要

に応じ、市町村への燃料の優先供給に係

る調整に努める。  

新潟県石油業協

同組合政府災害

対策本部  
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第 23 節 要配慮者の応急対策 

【関係部署】総務部、福祉保健部、消防本部 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

   災害時に必要な情報の把握が困難であったり、自らの行動等に制約のある要配慮

者の安全や心身の健康状態等に特段の配慮を行いながら、発災前の避難からその後

の生活までの各段階において、ニーズに応じたきめ細やかな支援策を講じていく。

市、県等の行政と日頃、避難行動要支援者の身近にいる地域住民、関係団体、並び

に社会福祉施設、医療施設等(以下「社会福祉施設等」という。)との協働のもと支

援を行う。 

  ア 各主体の責務 

(ｱ) 市の責務 

市は、災害発生直後は町内会、自主防災組織、地域住民、介護保険事業者、

社会福祉施設等の協力を得て、要配慮者の安全を確保する。必要によっては県、

防災関係機関に協力要請や避難行動要支援者情報の共有（個人情報への配慮に

留意）を行う。また、避難行動要支援者の安否確認を迅速に行う。避難後は要

配慮者支援の窓口となって、県、地域住民、介護保険事業者、社会福祉施設等

との調整を行い、地域社会全体で要配慮者の安全確保を図る。 

また、外国人、視聴覚障害者等の情報弱者に対して、適切な情報提供を行う。 

(ｲ) 介護保険事業者及び社会福祉施設等の責務 

介護保険事業者及び社会福祉施設等の管理者は、施設内の要配慮者の安全確

保を図るとともに、市町村、防災関係機関等の協力を得て、施設外の要配慮者

の安全確保の協力に努める。 

なお、社会福祉施設等の内、特殊教育諸学校及び幼稚園における応急対策は、

本節の記述に配慮するほか、第３章第 26 節「学校における応急対策」及び各学

校の学校防災計画の定めるところによる。 

(ｳ) 企業の責務 

要配慮者を雇用している企業及び関係団体は、要配慮者を優先的に避難誘導

を行い、安否確認を迅速に行う。 

(ｴ) 外国人雇用企業、留学生が所属する学校、及び国際交流関係団体など外国人

と交流のある団体等(以下「外国人関係団体」という。)の責務 

     外国人関係団体は、県や市の協力を得て外国人の安否確認、災害情報の提供、

相談等の支援活動を行う。 

  (ｵ) 町内会、自主防災組織等の責務 

    町内会、自主防災組織等は、市、防災関係機関、介護保険事業者、社会福祉

施設等と協働して、地域社会全体で要配慮者の安全確保に努める。 

(ｶ) 避難行動要支援者及び保護責任者の責務 

        避難行動要支援者及び保護責任者は、地域住民等の協力を積極的に求め、自

らの安全を確保する。 
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  イ 活動の調整 

    見附市災害対策本部、県災害対策本部 

  ウ 達成目標 

   （避難誘導対策） 

避難行動要支援者をもれなく避難誘導する。 

   （避難所※の設置・運営）※ 以下「避難所」には福祉避難所を含む。 

避難所において、要配慮者に対して良好な生活環境を確保する。 

避難所での生活が困難な要配慮者は、社会福祉施設等への緊急入所・入院、公

的住宅等へ一時的に避難させる。 

   （生活の場の確保） 

応急仮設住宅、公営住宅、公的宿泊施設等により、要配慮者の生活の場を確保

する。 

   （保健・福祉対策） 

要配慮者の心身の健康確保、福祉サービスの提供の確保等を行う。 

（外国人支援対策） 

外国人の安否確認、外国語による情報提供、外国人相談員の派遣等を行う。 

(2) 積雪期の対応 

必要により避難行動要支援者宅の雪下ろし、除雪等必要な措置を講じる。  

 

２ 情報の流れ 

 (1)  被災地から 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

避難所、避難者 

民生委員、自主防

災組織、町内会、

介護保険事業者、

福祉関係者等 

市 
要配慮者の安否や保健・福祉等のニ

ーズ等 

市 

県、他市町村、介

護保険事業者、社

会福祉施設等 

要配慮者の集約された各種ニーズ、

職員等応援要請等 

県 

 

国、都道府県、市

町村、介護保険事

業者、社会福祉施

設等 

要配慮者への各種サービス要請、職

員派遣要請等 

 (2)  被災地へ 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

県 市 サービス、派遣予定等の情報等 

市、社会福祉施設

等 
避難所、避難者等 サービス、派遣予定等の情報等 
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３ 業務の体系 

 

 

４ 業務の内容 

 (1) 避難誘導対策 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・避難情報に関するガイドラインに基

づき避難準備情報を伝達 

自主防災組織

町内会、民生

委員等 

・避難支援プランに基づき避難行動要

支援者の避難所への誘導、移送 

警察署、消防

署、介護保険

事業者、自主

防災組織、町

内会等 

・避難所での避難行動要支援者の安否

確認、生活環境の確保 

介護保険事業

者、自主防災

組織、町内会、

見附市災害ﾎﾞ

ﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ等 

・社会福祉施設等への緊急入所 介護保険事業

者、社会福祉

施設等、消防

署等 

 

 

 

 

☆地震発生 避難誘導・安否確認、情報提供 

避難所設置・運営 生活の場の確保 

保健・福祉サービスの提供、緊急入所等、外国人相談

員の派遣 

避難所、応急仮設住宅等の解消 

～12H 

 

12H～ 
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(2) 生活の場の確保 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・公的宿泊施設での一時収容 公的宿泊施設

等 

市、県 ・公営住宅等の確保 不動産業者等 

市、県 ・応急仮設住宅の確保 国、建設業者 

 

(3) 保健・福祉対策 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・避難所、応急仮設住宅、自宅等への

健康相談、こころのケア等により要

配慮者の健康を確保 

県、保健関係

団体、他市町

村・都道府県

等 

市 ・避難所、応急仮設住宅、自宅等への

福祉サービスの提供により要配慮者

の福祉の確保 

県、福祉関係

団体、他市町

村・都道府県

等 

介護保険事業

者、社会福祉

施設等 

・避難所、応急仮設住宅等での治療、

介護の必要な要配慮者の緊急入所 

県、市町村等 

 

(4) 情報提供 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市、県 ・要配慮者への的確な情報提供 報道機関、ボ

ランティア等 

 

(5)  外国人支援対策 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市、県 ・外国人の安否確認 民間団体、企業や学

校、外国語ボランテ

ィア等 

市、県 ・外国語による情報提供 民間団体、外国語ボ

ランティア等 

市、県 ・外国人相談員の派遣 民間団体、外国語ボ

ランティア等 
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第 24 節 建物の応急危険度判定計画 

【関係部署】総務部、建設部 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

地震発生後、迅速に被災建築物の応急危険度判定を実施し、余震等による被災建

築物の倒壊、部材の落下等から生ずる二次災害を防止し、市民の安全の確保を図る。 

全国被災建築物応急危険度判定協議会（以下、「協議会」という。）が定める被災

建築物応急危険度判定要綱及び同業務マニュアルに基づき判定活動を実施する。 

  ア 各主体の責務 

   (ｱ) 市民・企業等の責務 

     応急危険度判定の目的を理解し、被災した建築物の使用にあたっては、判定

の結果に基づき余震等による二次災害の防止に努める。 

(ｲ) 市の責務 

a 応急危険度判定に必要な資機材の備蓄に努める。 

b  地震発生時の災害状況等の情報収集を行い、応急危険度判定実施の要否を決

定する。 

c 応急危険度判定制度の住民への周知を行う 

d 実施本部を設置し、判定を実施する。 

e 被災者等への判定実施の周知を図る。 

f 自力で応急危険度判定が実施できない場合は県に支援を要請する｡ 

g 判定結果の集計を行い県に報告する。 

  イ 活動調整 

見附市災害対策本部、県（支援本部） 

  ウ 達成目標 

ａ 応急危険度判定は概ね次の計画を目安とする。判定活動の開始は地震発生の

翌日からとし、概ね１０日間を目安に判定活動を終了する。 

 (2) 被災者に対する配慮策 

  ア 応急危険度判定の目的の周知。（罹災証明との区別を説明） 

  イ 判定結果に対する相談窓口を設置する。 
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２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から  

情報発信者  →  情報受信者  主な情報内容 

判定士  市  建築物の被災状況  

市  県  判定実施の要否、実施計画 

判定支援要請の有無及び内

容 

県  ﾌﾞﾛｯｸ協議会幹事

県  

広域支援要請の有無及び内

容 

判定拠点までの交通事情

等  

国土交通省  

 

判定応援要請及び他の都道

府県との支援調整要請の有

無及び内容 

建築関係団体  確保が必要な判定士の数 

判定拠点までの交通事情

等  

市町村  

（被災地以外）  

判定士派遣等の要請の内容 

判定拠点までの交通事情

等  

  

 

(2) 被災地へ  

情報発信者  →  情報受信者  主な情報内容 

市 市民 判定活動実施の広報 

県 市 支援予定情報 

被災地及び周辺の被害状況

等 
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３ 業務の体系 

☆地震発生 

 

直  後 

 

６～12ｈ 

 

 

 

 

１日目 

 

３日目 

 

 

１０日目 

 

 

４ 業務の内容 

 (1)情報の収集 

実施主体 対     策 協力依頼先 

判定士 ・建築物等の被害状況を市に連絡  

市 

（実施本部） 

・建築物等の被害状況を調査、情報収

集のうえ把握する。 

・得られた情報から、建築物被害の予

測を行う。 

建築関係団体 

県 

県 

（支援本部） 

・被害状況及び交通状況等の情報を収

集する。 

・被災市町村への情報提供を行う。 

県災害対策本

部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災建築物の応急危険度判定の完了 

情報の収集（建築物被災状況、交通手段等） 

判定体制の構築（実施本部･支援本部等設置､支援要請） 

判定計画の策定（判定実施計画、支援実施計画） 

市内判定士による判定活動の実施 

市外判定士を含む判定活動の実施 



震災対策編 

第 3章第 24節 

「建物の応急危険度判定計画」 

 205 

(2) 判定体制の構築 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 

（実施本部） 

・実施本部、判定拠点を設置する。 

・判定コーディネーターを配置する。 

・ 県に支援要請を行う。 

 

県 

県 

（支援本部） 

・支援本部を設置する。 

・(公社)建築士会等の建築関係団体の

協力により判定士を確保する。 

・その他の市町村に協力を要請する。 

・国土交通省、ブロック協議会幹事県

に広域支援を要請する。 

(公社)建築士

会 

市町村（被災

地以外） 

国土交通省 

ブロック協議

会幹事県 

 

 (3) 判定計画の作成 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 

（実施本部） 

・判定実施の要否を決定する。 

・判定実施計画を作成する。 

・地元判定士を参集する。 

・市民への周知、広報を行う。 

 

  

(4) 判定・支援の実施 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 

（実施本部） 

・判定士の受入れを行う。 

・判定資機材を判定士に供給する。 

・判定士を実施地区に誘導する。 

・判定結果を県に報告する。 

 

県 

（支援本部） 

・応援判定士の実施本部に派遣する。 

・判定資機材を実施本部に提供する。 

・判定結果のとりまとめを行う。 

・民間判定士補償制度の手続を行う。 
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第 25 節 宅地等の応急危険度判定計画 

【関係部署】総務部、建設部 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

  ア 市の責務 

(ｱ) 市は、大地震等の発生後に、宅地の被害に関する情報に基づき、危険度判定

の実施を決定する。 

(ｲ) 市は、応急危険度判定制度の住民への周知を行う 

(ｳ) 市は、危険度判定の実施を決定した場合は、危険度判定の対象となる区域及

び宅地を定める。 

(ｴ) 市は、被災の規模等により必要があると認めるときは、危険度判定の実施の

ための支援を知事に要請する。 

(ｵ) 市は、宅地判定士の協力のもとに、危険度判定を実施する。 

(ｶ) 市は、二次災害を防止し、又は軽減するために、危険度判定の結果を当該宅

地に表示する等、必要な措置を講じる。 

  イ 活動調整 

    見附市災害対策本部、県災害対策本部 

  ウ 達成目標 

   （実施の決定） 

ａ 市は、宅地の被害に関する情報に基づき、危険度判定の実施を概ね 24 時間以

内に決定する。 

ｂ 県は、被災の規模等により市町村が危険度判定の実施に関する事務を行うこ

とができなくなったときは、概ね 24 時間以内に危険度判定の実施に関して必要

な措置を講じる。 

   （対象区域及び宅地の決定） 

ａ 市は、危険度判定の実施を決定した場合は、概ね 72 時間以内に危険度判定の

対象となる区域及び宅地を定める。 

（実施体制の調整） 

ａ 市は、危険度判定の実施に際し、概ね 72 時間以内に宅地判定士に協力を要請

するなどの実施体制を調整する。 

ｂ 県は、市から支援要請を受けた場合は、宅地判定士に協力を要請する等、概

ね 72 時間以内に支援措置を講じる。 

（危険度判定の実施） 

ａ 市は、実施体制の調整後速やかに宅地判定士の協力のもとに、危険度判定を

実施する。 
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２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から  

 情報発信者  →  情報受信者  主な情報内容 

宅 地 管 理 者 (地 権

者 ) 

市  宅地の被災情報  

市  県  宅地の被災情報  

被災宅地の危険度判定結果 

県  国土交通省  宅地の被災情報  

被災宅地の危険度判定結果 

 (2) 被災地へ  

情報発信者  →  情報受信者  主な情報内容 

宅地判定士 宅 地 管 理 者 ( 地 権

者 ) 

被災宅地の危険度判定結果 

宅地判定士 第三者（通行人など） 被災宅地の危険度判定結果 

宅地判定士 市 被災宅地の危険度判定結果 

 

３ 業務の内容 

実施主体 対     策 協力依頼先 

宅地判定士 

 

・危険度判定の円滑な実施のため、県

及び市が行う体制整備に協力する

よう努める。 

 

 

市 ・大地震等の発生後に、宅地の被害に

関する情報に基づき、危険度判定の

実施を決定する。 

・危険度判定の実施を決定した場合

は、危険度判定の対象となる区域及

び宅地を定める。 

・被災の規模等により必要があると認

めるときは、危険度判定の実施のた

めの支援を知事に要請する 

・宅地判定士の協力のもとに、危険度

判定を実施する。 

・二次災害を防止し、又は軽減するた

めに、危険度判定の結果を当該宅地

に表示する等、必要な措置を講じ

る。 

 

 

 

 

 

 

県 

 

 

宅地判定士 

 

宅地判定士 

県 ・市長から支援要請を受けた場合は、

宅地判定士に協力を要請する等、支

援措置を講じる。 

宅地判定士 
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・被災の規模等により市町村が危険度

判定の実施に関する事務を行うこ

とができなくなったときは、知事

は、危険度判定の実施に関して必要

な措置を講じる。 

・市長から支援要請を受けた場合で、

被災の規模等により必要があると

認めるときは、国土交通省又は他の

都道府県知事等に対し危険度判定

の実施のために支援を要請する。 

・他の都道府県知事から危険度判定の

実施のための支援要請があった場

合は、宅地判定士の派遣等、支援措

置を講じる。 

宅地判定士 

 

 

 

 

国土交通省 

他の都道府県 

 

 

 

宅地判定士 
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第 26 節 学校における応急対策 

【関係部署】教育部 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

  ア 各主体の責務 

(ｱ) 学校の責務  

  予め定めていた学校の危機管理マニュアルに従い、児童、生徒、園児等（以

下「生徒等」という。）の在校時、登下校時間帯、勤務時間外等のそれぞれの場

合に応じ、生徒等の安全を確保し、被害を最小限に抑えるとともに、状況を速

やかに関係機関に連絡する。 

  また、指定避難所の学校、又は臨時に避難所となった学校にあっては、避難

所の開設・運営に協力する。避難所に指定されていない学校にあっても、自主

的に避難してきた市民等がいる場合には、関係機関に連絡のうえ、できる限り

保護する。 

  被災後は、状況を見ながら、関係機関と協力し、生徒等の心のケアを行うと

ともに、できる限り早期に教育活動を再開できるよう努める。 

(ｲ)  市の責務 

  各学校の活動を支援するとともに、状況を関係機関に連絡し、必要に応じて

関係機関へ支援を要請する。 

(ｳ)  県の責務 

  各学校や市の活動を支援するとともに、必要に応じ関係機関へ支援を要請す

る。また、被害状況や臨時休業の予定等の情報を集約し、報道機関へ提供する。 

    イ  活動調整 

  見附市災害対策本部、見附市教育委員会、県災害対策本部（保健医療教育部）、

県教育委員会 

    ウ  達成目標 

  中越大震災クラスの地震に際しても、地震後概ね２週間以内に全学校で教育活

動を再開する。 

 (2) 積雪期の対応 

  積雪期においては、避難、被災後の建物の点検、生徒等の帰宅の判断等に際し、よ

り一層慎重に行う。 
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２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

私立学校 県 被害状況、臨時休業等 

市立学校 見附市教育委員会 被害状況、臨時休業等 

見附市教育委員

会 

県教育事務所 

→ 県教育委員会 

集約された被害状況、臨時休

業等 

県立学校 県教育委員会 被害状況、臨時休業等 

 (2) 被災地へ 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

県 私立学校 指導、助言等 

県教育委員会 県立学校 指導、助言等 

県教育委員会 

 → 県教育事務所 
見附市教育委員会 指導、助言等 

見附市教育委員会 市立学校 指導、助言等 

市 生徒等、保護者 学校被害状況、臨時休業等 

県 生徒等、保護者 学校被害状況、臨時休業等 

  注）緊急を要する場合や、見附市教育委員会、県教育事務所等に何らかの事情で

連絡が付かない場合等には、県教育委員会から直接見附市教育委員会や市立学

校、又は、市立学校から直接県教育事務所や県教育委員会に連絡するものとす

る。  

 

３ 学校における業務の体系 

(1) 生徒等が在校している場合  

       ☆地震発生  

直  後   在校生徒等の避難・安否確認  

   ↓  

      避難生徒等の安全確保等      

               ↓  

        被災状況の把握と報告     保護者への安否情報の提供  

 

            避難所開設・運営協力   生徒等の帰宅又は保護継続  

                    

3～ 6h            授業実施の判断・連絡  

 

～ 1 日            非在校生徒等の安否確認    

～ 3 日  生徒等の心のケア  

～ 1 週            学用品等の手配    学校再開の時期等の判断・準備  
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  (2) 登下校時間帯 

        ☆地震発生 

 

直  後  生徒等の掌握・避難 

 ↓ 

        避難生徒等の安全確保等 

 ↓ 

          生徒等の安否確認 

 

          被災状況の把握と報告     保護者への安否情報の提供     

 

            避難所開設・運営協力   生徒等の帰宅又は保護継続  

                    

3～ 6h            授業実施の判断・連絡  

 

～ 3 日             生徒等の心のケア  

 

～ 1 週             学用品等の手配    学校再開の時期等の判断・準備  

 

  (3) 勤務時間外 

        ☆地震発生 

 

直  後  教職員の参集 

 ↓ 

被災状況の把握と報告                    避難所開設・運営協力 

 ↓ 

3～ 6h      授業実施の判断・連絡  

 ↓ 

～ 1 日         生徒等の安否確認 

 

～ 3 日         生徒等の心のケア  

 

～ 1 週         学用品等の手配    学校再開の時期等の判断・準備  

 

 

４  学校における業務の内容 

(1) 生徒等が在校している場合 

ア  在校生徒等の避難・安否確認 

  直ちに全教職員で生徒等を掌握し、状況を見て安全と判断される場所に避難さ

せる。その際、点呼用の名簿や防災用具等、非常持ち出し品については、予め指
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定された者又はその者が保管場所の近くにいない場合には近くにいた者が適切に

対応する。 

  生徒等が避難集合し次第、人員の点呼を行い、負傷者の手当等を行う。 

イ  避難生徒等の安全確保等 

  避難した生徒等の安全を確保する。 

  また、火災が発生した場合及び重傷者、生き埋め者、行方不明者がいる場合は、

直ちに消防署に通報するとともに、適切な方法により初期消火、救助、捜索活動

を行う。 

ウ  被災状況の把握と報告 

  公立学校は、生徒等の避難、生徒等及び教職員の安否確認を行った後、直ちに

学校施設の被災状況と合わせ、あらかじめ指定された経路で速やかに県に報告す

る。この報告は、学校の所在する地域で震度４以上の地震が観測された場合、人

的・物的被害の有無にかかわらず必ず行う。 

  私立学校は、人的・物的被害が生じた場合は、直ちに県に報告する。 

  なお、夜間等で調査が危険な場合等、第１報は可能な範囲で速やかに行い、そ

の後詳細が判明するに従って、第２報以下を行う。 

エ  保護者への安否情報の提供 

  学校は、必要に応じ、当該状況下で可能な方法で保護者へ安否情報を提供する。 

オ  避難所開設・運営協力 

  校長（幼稚園の園長を含む。以下同じ。）は、市長から指示又は依頼があったと

き、又は近隣住民が学校に避難してきたときは学校を避難所として開放し、その

開設・運営に積極的に協力する。 

(ｱ) 教職員の基本的役割 

行政職員が出動困難な場合の初動体制時における避難所初期対応や、避難所

施設管理者としての基本的な指示や協力を行う。 

ａ  校長         施設管理者として、避難所の責任者や自主防災組織の代表者

に対し、避難所運営に必要な支援を行う。 

ｂ  教頭・教諭   校長の指揮の下で避難者との応対等、避難所運営を支援する。 

ｃ  養護教諭     学校医と連絡を取り、避難所の救援活動を支援する。 

ｄ  栄養職員等   学校の調理施設等を利用した炊き出しに協力する。 

ｅ  事務職員等   行政当局との連絡、学校施設のライフライン確保に当たる。 

(ｲ) 校舎等を避難場所として使用するときの注意 

ａ  教育活動再開への支障が最小限となるよう、避難所として開放できる部分

と開放できない部分を指定し、市民の協力が得られるようにする。 

ｂ  校長室、職員室、保健室、放送室、理科室、図書室、コンピュータ室、給

食室等には、原則として入室させない。また、特に必要があるときは、普通

教室も開放する。 

ｃ  要配慮者は、和室等条件が良好な部屋を使用できるよう配慮する。 

ｄ  障害者等特別な介護が必要な避難者がいる場合は、市に連絡し、必要に応

じて介護員の派遣や施設での介護が受けられるよう依頼する。 
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カ  生徒等の帰宅又は保護継続 

  避難させた生徒等を帰宅させるときは、帰宅経路等の安全を確認した上で下校

させなければならない。 

なお、幼稚園、小学校及び特別支援学校等については、下校措置について保護者

に連絡し、状況によってはできる限り保護者から迎えに来てもらうこととする。

保護者と連絡が付かない生徒等、又は帰宅しても保護者がいない生徒等は、保護

者に引き渡せる状況になるまで避難場所で学校の保護下におく。 

キ  授業実施の判断・連絡 

  校長は、教職員の出勤の可否、学校施設の被災の状況、生徒等の被災の状況、

通学路の安全性等を総合的に判断し、授業を実施するか否か判断する。決定した

内容は、あらかじめ決めていた連絡手段で生徒等及び保護者に連絡するとともに、

指定されていた経路で速やかに県に報告する。 

ク  非在校生徒等の安否確認 

  地震でかなりの被害が発生した場合において、地震発生時に欠席等で在校して

いなかった生徒等については、連絡を取って安否及び所在等を確認する。 

ケ  生徒等の心のケア 

  臨時休業が続く場合は、教職員が分担して生徒の避難先等を訪ね、状況の把握、

安全指導、生活指導を行うとともに、心のケア対策にも留意する。学校再開後に

おいても、教育委員会等の支援を得て、必要に応じてカウンセリングを行う等、

心のケア対策を継続する。 

コ  学用品等の手配 

  学校は、生徒等の被災状況を調査し、教科書又は学用品等を喪失又は損失して

就学に支障を生じている場合に、不足する教科書又は学用品等を把握し、見附市

教育委員会に報告する。 

サ  学校再開時期等の判断・準備 

  校長は、施設の応急危険度判定の結果、教職員の出勤の可否、ライフラインの

復旧状況、生徒等の避難の状況、通学路の状況等を総合的に勘案し、学校再開時

期の目処を立て、再開に向けて準備を進める。 

(2) 登下校時間帯（(1)と共通の項目は省略） 

ア  生徒等の掌握・避難 

  在校している教職員全員で、直ちに在校している生徒等及び学校に避難してき

た生徒等を掌握し、安全な場所に避難する。その際、点呼用の名簿や防災用具等、

非常持ち出し品については、予め指定された者又はその者が保管場所の近くにい

ない場合には近くにいた者が適切に対応する。 

  生徒等が避難集合し次第、人員の点呼を行い、負傷者の手当等を行う。 

イ  生徒等の安否確認 

  避難してきた生徒等から状況を聴き取り、遭難した生徒等の情報を得たときは、

直ちに消防・警察等に通報するとともに、現場へ教職員を派遣して状況を確認す

る。また、登下校中で学校の掌握下に入ってこなかった生徒等については、保護

者等と連絡を取り、状況によっては通学路を教職員が手分けして確認する等、安
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否確認に全力を尽くす。 

(3) 勤務時間外（(1)と共通の項目は省略） 

ア  教職員の参集 

  校長及び学校防災計画であらかじめ指定された職員は直ちに登校し、施設が被

災しているときは応急措置を行い、被害の拡大防止に努める。 

イ  生徒等の安否確認 

  地震により地域住民にかなりの被害が見込まれる場合は、生徒等に連絡を取り、

安否及び所在を確認する。 

 

５ 市の業務内容 

(1) 情報の集約・伝達 

  市立学校の被害状況、ニーズ、臨時休業の予定等の情報を速やかに集約し、県に伝

達し、また、県からの情報を市立学校に伝達する。 

  また、学校の被害の状況、生徒等の安否、臨時休業、生徒等の下校措置などの情報

について、市の広報媒体や地域ＦＭ放送などにより広報し、保護者等への伝達に努め

る。 

(2) 学校への支援 

    以下の点等について、学校の取組を支援する。 

ア  学校施設の応急危険度判定の要否及び実施ため、専門家を派遣する。 

イ  必要に応じて、教職員に生徒等の心のケアについて指導したり、心のケアの専

門家を派遣する等により、支援する。 

ウ  避難等で通学が困難になった生徒等がいる場合に、スクールバスの運行等の便

宜を検討する。 

  (3) 学用品等の支給 

  学校から支給を要する教科書及び学用品について報告を受け、速やかにそれらを

手配し、支給する。 

 

６  県の業務内容 

  (1) 情報の集約・広報 

  学校の被害の状況、生徒等の安否、臨時休業、生徒等の下校措置などの情報につ

いて集約し、報道機関に提供して報道を依頼し、保護者、住民等への広報に努める。 

  (2) 学校や市への支援 

    以下の点等について、学校の取組を支援する。 

ア  県立学校施設の危険度判定を行う。 

イ  必要に応じて、広報等で保護者に生徒等の心のケアについての情報を提供して

教職員に生徒等の心のケアについて指導し、また心のケアの専門家を各学校に派

遣する。 

ウ  必要に応じて、被災地以外の学校の教職員、教育機関の職員等から、学校再開

や心のケアのノウハウを持つ教職員を中心に支援チームを編成し、被災した学校

等に派遣する。 



震災対策編 

第 3章第 26節 

「学校における応急対策」 

 215 

エ  国や他の都道府県等から応援職員の派遣を受け、必要とされる学校、市に斡旋

する。 
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第 27 節 文化財応急対策 

【関係部署】教育部 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

  ア 文化財所有者は、地震により被災した文化財の被害状況を把握するとともに、

市等にその実態を報告し、必要に応じて支援を要請する。 

イ 文化財所有者は市等の協力を得て、二次的災害から文化財を保護し、その文化

的価値がより失われないような必要措置をとる。 

  ウ 市は文化財の被害状況を把握し、早急に県に報告するとともに、文化財所有者

や地域住民等と協力し、必要に応じて、応急的修理及び一時搬出等の救済措置を

講ずる。 

エ 県は、市や文化財保護指導員等からの報告・連絡などを通じて、文化財の被害

状況把握に努めるととともに、必要に応じて県から文化財担当職員を現地に派遣

して状況確認を行い、応急措置等の指導・助言を行う。 

 (2) 文化財の種別毎の対策 

  ア 建造物 

    文化財所有者は、余震・降雪等による被害拡大の恐れのあるものについては、

可能な限り応急的措置を施し、本格的な修理・修復まで現状維持できるような対

応を行う。県及び市はそれを指導・助言するとともに、可能な限りの支援を行う。 

  イ 美術工芸品、有形文化財 

    文化財所有者は、文化財が展示・収蔵されている施設そのものが、倒壊又はそ

の危険性がある場合には、県・市及び地域住民等の協力を得て、可能な限り速や

かに当該施設から搬出し、その保護・保存を図る。併せて、被災した文化財に関

しては、その現状復旧を前提とした措置を施し、本格的な修理・修復に備える。 

  ウ  史跡、名勝、天然記念物  

    文化財所有者は可能な限り被害状況の把握に努め、余震・降雪等による

二次的倒壊・崩落を極力防止するために、危険のない範囲で、応急的措置

を講ずるよう対応する。県及び市はそれを指導・助言するとともに、可能な限

りの支援を行う。 

     

 ２ 市民・地域等の役割 

(1) 市民の役割 

   文化財に被害が見られた場合には、所有者又は関係機関等へ可能な限り連絡を行

うとともに、危険のない範囲で、被災文化財救出活動等への参加・協力を行う。 

 

 (2) 地域の役割 

地域全体の共有財産である文化財を保存・継承するために、所有者又は管理責任

者と確認を取り合いながら、可能な限り被災文化財の保護・救出活動に当たる。 
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(3) 文化財所有者、管理責任者 

危険のない範囲で、被災文化財の保護・救出等に当たるとともに、見附市教育委

員会等の関係機関へ被害状況を報告し、応急的処置及び修理についての協力や指示

を仰ぐ 

 

３ 市の役割 

 (1) 指定文化財への対策 

   ア 国及び県指定等文化財 

    市内に所在する文化財の被害状況を把握し、速やかに県教育委員会に報告する

とともに、可能な限り被災文化財の保護・救出活動に当たる。併せて、被災文化

財に係る応急的措置及び修理について、関係諸機関と連絡・調整を図り、所有者

又は管理責任者に対する指導・助言の仲立ちをする。 

  イ 市指定等文化財 

    文化財の被害状況把握を行うとともに、可能な限り被災文化財の保護・救

出等の活動に当たる。併せて、応急的措置及び修理についての助言・指導を

行い、必要に応じて所有者・管理責任者からの相談や協力要請に応じる。  

 (2) 未指定文化財への対策 

被災文化財に対する保護・保全を呼びかけるとともに、所在リスト等を参考に被

害状況を確認し、必要に応じて所有者等からの相談や協力要請に応じる。 
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第 28 節 障害物の処理計画 

【関係部署】建設部、産業部 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

地震により発生した落石、倒壊家屋、沈船等の障害物を速やかに除去することに

より、防災活動拠点（市役所庁舎、警察署、消防署等）、輸送施設、輸送拠点及び防

災備蓄拠点とを連絡する緊急輸送路を確保する。 

  ア 道路管理者の責務 

(ｱ) 市および各道路管理者は、市内およびその管理区域の道路の障害物の状況を

調査し、災害対策本部及び関係機関に報告するとともに、障害物を除去する。 

(ｲ) 緊急車両の通行の妨害となり、災害応急対策の実施に著しい支障が生じるお

それがあると認められる路上放置車両及びその他の物件については、見附警察

署の協力を得て排除する。 

イ 河川管理者の責務 

市および各河川管理者は、その所管する河川や水路区域について、漂流物等に

より危険と認められる場合には、災害対策本部及び関係機関に状況を報告すると

ともに、可能な限り障害物を除去する。 

ウ 市の責務 

(ｱ) 市は災害によって、建物又はその周辺に運ばれた土砂、竹木等で、日常生活

に著しく支障を及ぼす障害物ついて主体となり除去する。 

(ｲ) 災害時に、適切な管理のなされていない空家等に対し、緊急に安全を確保す

るための必要最小限の措置として、必要に応じて、外壁等の飛散のおそれのある

部分や、応急措置の支障となる空家等の全部又は一部の除却等の措置を行う。 

(2) 除去障害物の集積、処分 

  災害時には廃棄障害物等が大量に出るため、市はあらかじめ仮置場及び最終処分

地について決めておく。 

  処分場所について、可燃性の廃棄物及び不燃性廃棄物はごみ処理場とするが、一

時的に大量の障害物が搬入されたり、交通確保が困難で処理場への搬入ができない

等の場合は、生活環境や環境保全上支障のない場所で暫定的に積み置きができる公

共施設敷地や、借上農地等の場所を確保し、分別して集積する。 

  また、障害物処理の実施者は、がれき等除去物の処理について、計画的な収集、

運搬及び処分を図ることにより円滑かつ適正な処理を行うよう努めるとともに適切

な分別を行うことにより、可能な限りリサイクルに努めることとする。特に、コン

クリート殻等の産業廃棄物は可能な限り中間処理施設に運搬する。 

 

(3) 積雪期の対応 

降雪期における災害時の輸送路を確保するため、県災害対策本部生活基盤対策

部は、国等の関係機関とともに、道路管理者があらかじめ整備してある除雪機械、

除雪要員体制等により、積雪及び被災状況に応じた障害物除去計画を策定し、その
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実施にあたるものとする。 

 

２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

市民、その他の施設

管理者 
市 

道路等の障害物の情報 

建物周辺の障害物の情報 

市 国・県（施設管理者） 道路等の障害物の情報 

県（施設管理者） 国・県災害対策本部 道路等の障害物の情報 

 

 (2) 被災地へ 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

市 

 

市民、その他施設

管理者 

障害物除去に関する情報 

 

国・県（施設管理

者） 
市 障害物除去に関する情報 

国・県災害対策本

部 
国・県施設管理者 障害物除去に関する情報 

 

３ 業務の体系（地震発生からの達成目標の目安）  

被災地における障害物の情報収集（ 3 時間以内）  

   ↓  

  障害物処理計画の策定  

   ↓  

緊急輸送道路の障害物の除去（ 6 時間以内）  

   ↓  

  その他の輸送路等の障害物の除去（ 24 時間以内）  

 

４ 業務の内容 

 (1) 被災地における障害物の情報収集 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・ 市内の道路上等の障害物の状況を

調査し、国・県災害対策本部に報告

する。 

・ 建物周辺障害物の情報を収集する。 
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国・県 ・障害物除去を必要とする道路等の公

共管理施設の情報を収集する。 

 

 

(2) 緊急輸送道路上の障害物の撤去、その他の障害物の撤去 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・市内の道路等の障害物を除去する。 

・特に、あらかじめ定められた緊急輸

送道路については、最優先に実施する。 

・応援協定を締結してある建設業協同

組合等と連携し、障害物の除去に必要

な人員、資機材等の確保に努める。 

・災害によって、建物又はその周辺に

運ばれた土砂、竹木等で、日常生活に

著しく支障を及ぼす障害物ついて主体

となり除去する。 

・災害時に、適切な管理のなされてい

ない空家等に対し、緊急に安全を確保

するための必要最小限の措置として、

必要に応じて、外壁等の飛散のおそれ

のある部分や、応急措置の支障となる

空家等の全部又は一部の除却等の措置

を行う。 

見附市建設業

組合 

県 ・被災状況が広範かつ甚大な場合は、

県災害対策本部内に障害物除去を担当

する専属班を設置し、国等の関係機関

の協力を得ながら、効率的な緊急輸送

及び交通の確保のための、輸送路等の

施設管理者に対し、速やかな障害物除

去の実施を依頼する。 

・被害状況の情報収集の結果、その被

害程度が著しく甚大であり、障害物除

去が広範かつ大規模であると判断され

た場合、国等の関係機関と協議を行い、

障害物処理計画を策定する。 

輸送路等の施

設管理者 

道路管理者 

 

 

 

・管理区域の道路の障害物を除去する。 

・特に、あらかじめ定められた緊急輸

送道路については、最優先に実施する。 

・あらかじめ建設業協会等との間に災

害時の応援協定を結んでおくなど、障

応援協定先企

業団体等 
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害物の除去に必要な人員、資機材等の

確保に努める。 

応援協定先企

業団体等 

・県からの応援協定に基づく要請によ

り、輸送路等の障害物を除去する。 
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(空白) 
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第 29 節 遺体等の捜索・処理・埋葬計画 

【関係部署】民生部、医療部、消防本部、（警察） 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

   大規模な地震では、建造物の倒壊、火災等により、多くの死者を出すことがある。

市は関係機関相互の協力により、遺体等（行方不明の状態にあり、かつ周囲の事情

により既に死亡していると推定されている者を含む。）の捜索、処理、埋葬等一連の

業務を迅速に行う。 

  ア 各主体の責務 

   (ｱ) 市 

市は、遺体等の捜索、処理、埋葬等一連の業務を行うにあたり、関係機関と

協力するとともに、公衆衛生上の危害を未然に防止するものとする。     

(ｲ) 県 

県内の被害状況の把握を行うとともに、市と関係機関との連絡・調整を行う。 

   (ｳ) 県警察本部、第九管区海上保安本部、自衛隊等関係機関 

     県・市等が迅速に業務が推進できるよう支援するものとする。 

  イ 活動調整 

    見附市災害対策本部、県災害対策本部（保健医療教育部） 

  ウ 業務内容 

    遺体等の捜索、処理、埋葬等一連の業務を迅速に行う。 

遺体等の捜索  防災関係機関と協力した捜索活動  

遺体の収容 
遺体を車両及びヘリコプター等で搬送、

一定場所への遺体の安置 

遺体の検案・処理  

遺体の検視、医学的検査、身元確認等の

業務及び遺体識別のための洗浄、縫合、

消毒までの一連の各防災機関の業務 

遺体の埋葬  
遺体を安置場所から搬送し、火葬にす

るまでの一連の業務  

 

 (2) 関係者に対する配慮策 

   一連の業務に当たっては、遺族の感情を十分考慮した上で遺族等へ説明を行う。 
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２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から  

情報発信者  →  情報受信者  主な情報内容 

市  県  ・捜索状況の報告 

・自衛隊への応援要請依頼 

・搬送車両不足分の手配依頼 

・柩、ドライアイス等が不足す

る場合の手配依頼 

・霊柩車が不足する場合の手配

依頼 

・骨つぼ等が不足する場合の手

配依頼 

・死亡者多数の場合における火

葬許可手続の簡略化依頼 

・火葬場の被災状況の報告 

・広域火葬の応援要請 

・近隣市町村への応援要請 

県  市町村（火葬場

設置者）  

・  広域火葬の協力要請  

・  火葬場の割り振りの通知  

県  要請先  ・自衛隊への応援要請 (市町

村の要請による ) 

・新潟県トラック協会に対す

る搬送車両不足分の協力

要 請 (市 町 村 の 要 請 に よ

る ) 

・葬祭関係団体に対する柩、

ドライアイス等の協力要

請 (市町村の要請による ) 

・近隣市町村への応援要請

(市町村の要請による ) 

・市町村の行う遺体の検案・

処理について、協定に基づ

き日本赤十字社新潟県支

部及び新潟県医師会へ要

請  
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３ 業務の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 業務の内容 

 (1) 遺体等の捜索 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 ・県に捜索状況を報告するとともに、

警察、自衛隊等関係機関と協力して

遺体等の捜索を行うものとする。 

警察 

自衛隊等関係

機関 

県 ・県内の被害状況の把握を行うととも

に、市からの依頼により自衛隊に応

援要請を行うものとする。 

自衛隊 

 

警察 

自衛隊等関係

機関 

・遺体等の捜索を市と協力して行う。 

・県警察本部は行方不明者の届出を受

理するとともに、情報の収集を行う。 

市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応急対策本格稼 

働期 

応急対策初動期 

被災直後 遺体等の捜索 

遺体等の収容 

遺体の検案・処理 

遺体の埋葬 

遺体安置場所の確保 

遺体の搬送 

搬送車両の手配 

柩、ドライアイス等の確保 

霊柩車、骨つぼ等の確保 

火葬場の被害状況等の把握 

速やかな火葬の実施 

遺体の検視及び身元確認 

遺体の検案、処理 

被害状況の把握 

遺体等の捜索・行方不明者等の把握 

関係機関への捜索要請 
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 (2) 遺体の収容 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 ・遺体の身元識別のため及び死亡者が

多数のため短時日に埋葬できない場

合は、遺体の安置場所(寺院、学校等)

を確保し、関係機関に連絡するもの

とする。 

・搬送車両が不足する場合は、新潟県

トラック協会に車両を手配するよう

県に要請するものとする。 

・柩、ドライアイス等が不足する場合

は、葬祭関係団体に手配するよう県

に要請し、遺体の腐敗による公衆衛

生上の危害を未然に防止するよう努

めるものとする。 

寺院、学校等 

 

県 ・市から搬送車両の手配要請があった

場合、新潟県トラック協会に要請す

る。 

・市から柩、ドライアイス等の手配要

請があった場合、葬祭関係団体に協

力を要請する。 

新潟県トラッ

ク協会 

葬祭関係団体 

警察 

自衛隊等関係

機関 

・遺体の搬送を行うものとする。  

  

(3) 遺体の検案及び処理 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 ・日本赤十字社新潟県支部及び医師会

等と協力して、医師による死因、そ

の他の医学的検査を実施するための

場所等を確保するものとする。 

・所轄警察署及び関係機関に連絡し、

遺体の身元確認を行うものとする。 

 

日本赤十字社

新潟県支部 

見附市南蒲原

郡医師会 

警察署等 

県 ・市の行う遺体の検案・処理について、

日本赤十字社新潟県支部及び新潟県

医師会に協定に基づき要請する。 

日本赤十字社

新潟県支部 

新潟県医師会 
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警察 ・収容された遺体について、各種の法

令又は規則に基づいて遺体の検視を

行う。 

・身元不明遺体の写真撮影、指紋の採

取、遺品保存等を行い、関係機関と

協力して身元確認を行う。 

 

日本赤十字社

新潟県支部及

び見附市南蒲

原郡医師会 

・死因その他の医学的検査を行う。 

・検視及び医学的検査を終了した遺体

について洗浄、縫合、消毒等の処理

を行う。 

 

 

(4) 遺体の埋葬 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 ・搬送車両が不足する場合は、新潟県

トラック協会に手配するよう県に要

請するものとする。 

・骨つぼ等が不足する場合は、葬祭関

係団体に手配するよう県に要請する

ものとする。 

・死亡者が多数のため通常の手続きを

行っていたのでは、遺体の腐敗等に

より公衆衛生上の危害が発生する恐

れがある場合は、火葬許可手続を簡

略化できる方法について、県を通じ

て厚生労働省へ協議するものとす

る。 

県 

葬祭業者等 

火葬場 ・災害時の火葬体制を確立しておくも

のとする。 

・被災状況等を市に報告するとともに、

速やかに火葬を行うものとする。 

 

県 ・市から搬送車両の手配要請があった

場合は、新潟県トラック協会に協力

を要請する。 

・市から骨つぼ等の手配要請があった

場合は、葬祭関係団体に協力を要請

する。 

・市から広域火葬の応援要請があった

場合は、広域火葬の実施を決定し関

係機関に通知する。 

新潟県トラッ

ク協会 

葬祭関係団体 
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５ 身元不明遺体の取扱い 

 (1) 身元不明遺体については、市が警察署その他関係機関に連絡し、調査にあたるも

のとする。 

 (2) 警察は、一連の検視活動を通じ、迅速な身元確認に努める。 

 

６ 広域応援体制の整備 

 (1) 市は、自ら遺体の捜索、処理、埋葬の実施が困難な場合、近隣市又は県に応援要

請を行うこととし、近隣市と相互応援体制の整備に努めるものとする。 

 (2) 県は、市から応援要請を受けたときは、状況に応じて県内市町村、近隣県及び全

国都道府県への応援要請を行うこととし、次の体制を整えておくものとする。 

  ア 県内の火葬施設及びその処理能力等の把握をしておき、市から応援要請があっ

た場合に、直ちに応援要請ができるような体制 

  イ 近隣県と広域応援体制の協定を締結し、災害時における広域応援体制を確立し

ておき、市から応援要請があった場合に、直ちに協定県に応援要請ができるよう

な体制 

  ウ 厚生労働省を通じ全国都道府県に応援要請ができるような体制 
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第 30 節 愛玩動物の保護対策 

【関係部署】建設部 

１ 計画の方針 

災害時には、飼い主不明の動物や、負傷動物が多数生じると同時に、多くの市民が

動物を伴い避難所に避難してくることが予想される。 

県は、動物愛護の観点から、これら動物の保護や適正な飼育に関し、市等関係機関

や県獣医師会、県動物愛護協会等関係団体と協力体制を確立するとともに、県獣医師

会、県動物愛護協会等と「動物救済本部」を設置し､飼い主の支援及び被災動物の保護

を行う。 

 

２ 飼い主の役割 

(1) 愛玩動物の飼い主は、災害発生時に動物を同伴して避難できるよう、日頃からケ

ージに慣れさせる等の訓練を行っておくとともに、飼い主の連絡先を記載した名札

等の装着、ワクチンの接種、動物用避難用品の確保に努める。 

(2) 愛玩動物の飼い主は、一時的に飼育困難となり、他に預ける場合にあっても、長

期にわたり放置することのないよう、適切な対応に努める。 

 

３ 市の役割 

(1) 市は、県と協働し「動物救済本部」に対し、避難所・仮設住宅における愛玩動物

の状況等の情報提供並びに活動を支援する。 

(2) 避難所を設置するにあたり、動物同伴の避難者を受け入れられる施設を設置する

など市民が動物と一緒に避難することができるよう配慮するとともに、動物救済本

部等から必要な支援が受けられるよう連携に努める。 

(3) 避難訓練時には、動物の同伴にも配慮する。 

 

４ （社）新潟県獣医師会の役割 

(1) 県と協力し「動物救済本部」を設置し、動物の救済活動を実施する。 

(2) 緊急動物用医薬品の備蓄及び緊急配送体制を整備し、発災直後の県・市からの要

請に備える。 

 

５ 動物救済本部の役割 

必要に応じ、緊急災害時動物救援本部に応援を要請し、次の活動を行う。 

(1) ペットフード等支援物資の提供 

避難した動物に対し、餌や飼育用品の提供ができるよう市の災害対策本部に物資

を提供する。 

(2) 動物の保護 

県の活動に協力し、負傷動物や飼い主不明動物、被災地に残された動物の保護を

行う。 

(3) 相談窓口の開設 
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被災地や避難所、仮設住宅等での適正な飼育や動物の愛護、環境衛生の維持のた

めの相談窓口を設置する。 

(4) 動物の一時預かり 

被災のため一時的に飼えなくなった動物、迷子動物の一時預りを行う。  

(5) 飼い主さがし 

被災のため飼えなくなった動物や飼い主がわからなくなった動物の新たな飼い主

さがしのための情報の収集と提供を行う。 

(6) 仮設住宅での動物飼育支援 

仮設住宅で適正に動物が飼育できるよう支援を行う。 

(7) 被災動物の健康管理支援 

被災動物間の感染症等の発生や拡大を防止するため、健康管理活動を実施する。 

(8) ボランティア及び募金の受入・調整・運営 

ボライティア及び募金の受付と調整、運営を行う。 

 

６ 組織体系 

県、県獣医師会、県動物愛護協会の３者で動物救済本部を立ち上げ、動物救援活動

を実施する。必要に応じ緊急災害時動物救援本部に支援を要請する。 

 

７ 業務体系 

 

 

発 災 直 後 中 間 期 解 消 期

支援物資提供

動物保護活動

相談窓口開設

動物の一時預かり

動物救済本部設立

飼い主捜し

仮設住宅での動物飼育支援

被災動物の健康管理支援

仮設住宅引越に伴う支援
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第 31 節 公衆通信の確保 

【関係部署】総務部、（東日本電信電話株式会社） 

１ 計画の方針 

地震災害の発生に際しては、通信設備等を災害から防護するとともに、市、県、関

係団体とともに応急復旧作業を迅速かつ的確に実施し、通信の確保を図る。 

 

２ 応急対策 

(1) 被災地通信設備の監視と通信網の遠隔措置 

県内の電気通信設備を常時監視し、被災状況の情報収集とともに通信の疎通確保

のための遠隔切替制御及び輻輳による制御、トーキ挿入措置等を行う。 

(2) 災害時の組織体制 

地震災害の発生又は発生するおそれのある場合は、ＮＴＴ東日本新潟支店に設置

基準に基づく次の組織体制を設置する。 

ア 情報連絡室 

イ 地震災害警戒本部 

ウ 災害対策本部 

(3) 設備復旧体制の確立 

防災業務の運営あるいは応急復旧に必要な動員を行うため、次の事項について措

置方法を定めている。 

ア 全社体制による応急復旧部隊、本格復旧部隊等の非常招集 

イ ＮＴＴグループ会社等関連会社による応援 

ウ 工事請負会社の応援 

(4) 被害状況の把握 

ア 被害の概況について、社内外からの被害に関する情報を迅速に収集する。 

イ 被害の詳細調査について、車両での通行が困難な場合は、バイク、自転車等も

利用し全貌を把握する。 

(5) 災害対策機器等の出動 

重要回線の救済及び災害時用公衆電話（特設公衆電話）を設置するため、各種災

害対策用機器、移動無線車等の出動により対応する。また運搬方法については、道

路通行が不可能な場合、必要に応じ、県、自衛隊等ヘリコプターの要請を行い空輸

する。 

ア 可搬型移動無線機 

イ 移動電源車及び可搬電源装置 

ウ 応急復旧ケーブル 

エ ポータブル衛星車 

オ その他応急復旧用諸装置 
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(6) 復旧資材等の調達及び運搬体制の確立 

応急復旧に必要な資材等については、新潟支店保有の資材及び全国から資材等の

調達を行う。通信用機材等の運搬や道路被害状況等の情報共有が必要な場合は、県

に協力を要請するものとする。なお、運搬方法については、道路通行が不可能な場

合、必要に応じ、県、自衛隊等ヘリコプターの要請を行い空輸する。 

(7) 災害用伝言ダイヤル１７１、ｗｅｂ１７１の提供 

震度６以上の地震発生時、及び災害の発生により、被災地へ向かう安否確認のた

めの通話等が増加し、被災地へ向けての通話がつながりにくい状況（ふくそう）に

なった場合、災害用伝言ダイヤル１７１、ｗｅｂ１７１の利用を可能とする。 

 

３ 復旧計画 

 (1) 応急復旧工事 

災害による電気通信設備等を緊急に復旧する必要があるため、災害対策機器、応

急用資機材等の仮設備で復旧する工事により、通信の疎通を早急に確保する。 

 (2) 復旧の順位 

通信の途絶解消及び重要通信の確保のため、災害の状況、電気通信設備の被害状

況に応じ下表の復旧順位を参考とし、適切な措置をもって復旧に努める。 

 重要通信を確保する機関 

第１順位 

気象機関、水防機関、消防機関、災害救助機関、警察機関、

防衛機関、輸送の確保に直接関係ある機関、通信の確保に直

接関係ある機関、電力の供給の確保に直接関係ある機関 

第２順位 

ガス、水道の供給の確保に直接関係ある機関、選挙管理機関、

預貯金業務を行う機関、新聞社、通信社、放送事業者、及び

第１順位以外の国又は地方公共団体 

第３順位 第１順位、第２順位に該当しないもの 

 (3) 本復旧工事 

災害の再発を防止するため、必要な防災設計を織り込んだ復旧又は将来の設備拡

張を見込んだ工事及び設備等が全く滅失した場合に復旧工事を実施する。 

 

４ 利用者への広報 

ＮＴＴ東日本新潟支店は、災害によって電気通信サービスに支障を来した場合、次

に掲げる事項について、広報車及びインターネットにより地域の住民に広報するとと

もに、さらに報道機関の協力を得て、ラジオ・テレビ放送及び新聞掲載等により、広

範囲にわたっての広報活動を行う。 

(1) 災害に対してとられている措置及び応急復旧状況 

(2) 通信の途絶または、利用制限をした理由、及び状況 

(3) 災害時用公衆電話（特設公衆電話）設置場所の周知 

(4) 市民に対して協力を要請する事項 

(5) 災害用伝言ダイヤル１７１、ｗｅｂ１７１提供に関する事項 
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(6) その他必要な事項 

 

５ 広域支援体制の整備 

大規模災害が発生した場合は、東日本会社の防災体制を確立するとともに、全国か

らの応援を要請し、迅速な災害復旧を図る。 

(1) 東日本会社の応援体制 

被災した支店は電気通信設備の被害状況を把握し、自支店だけでは対処できない

と判断した場合は、東日本会社災害対策本部に対して応援要請を行い、計画に基づ

いた資機材の確保と輸送体制及び作業体制を確立し運用する。 

(2) 全国の応援体制 

東日本会社災害対策本部は、応援要請に基づき、要請事項を取りまとめのうえ本

社災害対策本部へ要請する。 
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第 32 節 電力供給応急対策 

【関係部署】総務部 

【関係機関】東北電力ネットワーク株式会社 

１ 計画の方針 

 東北電力ネットワーク株式会社 長岡電力センターは、地震発生時における電力ライン

を確保するとともに、電気災害から住民の安全を守るため被災箇所の迅速、適正な復旧を

実施する。 

 

２ 復旧活動体制の組織 

（１）被災時の組織体制 

  地震が発生した時は、東北電力ネットワーク株式会社 長岡電力センターは、防災体

制を発令し非常災害対策本部を設置するとともに、その下に設備毎、業務毎に編成さ

れた班をおいて災害対策業務を遂行する。 

防災体制表 

区 分 非常事態の情勢 

警戒体制 
非常災害の発生が予想され、災害に備えた体制を整えるべきと判断した

場合 

第１非常体制 

新潟県および東北６県で非常災害の発生がまさに予想され、復旧体制を

整えるべきと判断した場合、または非常災害が発生し、必要と認めた場

合 

第２非常体制 

新潟県および東北６県を含む国内広域で大規模な非常災害の発生がま

さに予想され、復旧体制を整えるべきと判断した場合、または大規模な

非常災害が発生し、早期復旧が困難であり長期化が懸念される場合  

（２）動員体制 

  対策本部の長は、防災体制発令後直ちに予め定める対策要員の動員を指示する。なお、

夜間休日等の緊急呼集並びに交通、通信機関の途絶に対応できるよう、呼集方法、出動

方法等について検討し適切な活動組織を編成する。 

  ただし，震度６弱以上の地震が発生し，自動的に第２非常体制に入る場合は、対策要

員及び一般社員は呼集を待つことなく「巨大地震発生時における行動指針」に基づき，

所属事務所に参集し，対策組織を編成する。 

  また、被害が甚大で当該店所のみでは早期復旧が困難な場合は、他店所や関連企業に

応援を要請し要員を確保する。復旧作業隊及び復旧資材の迅速な輸送を図るため、緊急

通行車両の指定措置を関連機関に要請する。 

（３）通信の確保 

  対策本部は、防災体制を発令した場合速やかに関係店所間に非常災害用電話回線を構

成する。 

（４）被害情報の把握と情報連絡体制 

  各班は、各設備（変電所、送電線、配電線等）毎に被害状況を迅速、的確に把握し、
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通報連絡経路に従って対策本部へ報告し、本部はこれを集約し関係機関へも報告する。 

（５）見附市防災会議連絡員の派遣 

  防災会議連絡員室が設置されたときは、通信機器を携行した職員を速やかに派遣し、

情報の収集伝達及び災害対策に関する連絡調整を行う。 

 

３ 応急対策 

（１）復旧資材の確保 

ア 対策本部の長は、予備品、貯蔵品の在庫量を確認し調達を必要とする資材は、可及

的速やかに確保する。 

イ 災害対策用資機材の輸送は、自社で対応することが困難な場合は、予め要請した請

負業者の車両、船艇、ヘリコプター等をはじめ、その他実施可能な運搬手段により行

う。 

ウ 災害時において復旧資材置場及び仮設用用地が緊急に必要な場合、並びに人命の確

保及び資材運搬が困難な場合は、見附市の災害対策本部に依頼して確保する。 

（２）災害時における危険予防措置 

  災害時においても原則として供給を継続するが、二次災害の危険が予想され市の災害

対策本部、警察、消防機関等から要請があった場合は、送電停止等適切な危険予防措置

を講ずる。 

（３）電力の融通 

  非常災害が発生し、電力需給に著しい不均衡が生じ、それを緩和することが必要であ

ると認めた場合、本店・本社対策組織は、電力広域的運営推進機関の指示などに基づく

電力の緊急融通により需給状況の改善を図る。 

（４）応急工事 

  災害時における応急工事については、恒久的復旧工事との関連及び情勢の緊急度を勘

案して迅速、的確に実施する。緊急復旧を要する箇所は電源車、バイパスケーブル車、

仮設変圧器車などを利用して早期送電を行う。 

 

４ 復旧計画 

 復旧計画の策定及び実施にあたっては病院、公共機関、避難場所等を優先することとし、

国、県、市の災害対策本部と連携し復旧計画を策定する。 

 

５ 利用者への広報 

 停電による社会不安の除去と公衆感電事故防止及び二次災害防止の周知について、広報

車及びチラシ、掲示板等の利用並びに報道機関の協力を得てラジオ、テレビ等放送媒体及

び新聞等により電力施設被害状況、復旧見通し、公衆感電事故防止、電気火災の防止等に

ついて周知を図る。 

 また，見附市の災害対策本部へ積極的に情報を提供し，広報活動の協力を得るものとす

る。 
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６ 広域応援体制 

 復旧活動に当たり、他電力会社への応援要請又は派遣について、各電力会社で締結して

いる「各者間の協定」等により実施する。また、関係工事会社についても、復旧活動の支

援を依頼する。 
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第 33 節 ガスの安全、供給対策 

【関係部署】総務部 

【関係機関】北陸ガス株式会社、ＬＰガス充てん事業者、ＬＰガス販売業者 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

ア 各主体の責務 

(ｱ) 市民は、ガス栓を閉止する等の地震発生時にとるべき安全措置に従い、ガス

による出火、爆発等の事故発生防止に努める。 

(ｲ) 市は、二次災害防止のための広報を行う。 

(ｳ) 県は、ＬＰガス充てん事業者及びＬＰガス販売事業者（以下、ＬＰガス事業

者という）に対して安全確保の徹底を指導する。また、二次災害防止のための

広報を行う。 

(ｴ) 都市ガス事業者、LP ガス充てん事業者及び LP ガス販売事業者（以下

「ガス事業者」という。）は、次の事項を行う。 

・ ガス供給設備の安全点検 

・ 二次災害防止のための広報 

・ 被害状況をふまえて復旧計画を定め、災害発生時の緊急措置マニュアルに従

って安全で効率的な復旧を進める。 

・ 都市ガス事業者は、供給再開前に消費先ガス設備の安全確認点検を行う。 

・ ＬＰガス事業者は、地震発生後、すみやかに消費先ガス設備の緊急点検を行

う。また、必要に応じて、使用再開前に安全確認点検を行う。 

・ ＬＰガス事業者は、市の要請により避難所、公共施設等への緊急供給を行う。 

・ ＬＰガス事業者は、埋没・流出した容器の安全な回収を行う。 

 

イ 達成目標 

(ｱ) 都市ガス事業者 

地震発生後 

 

 

 

 

ガス供給設備等の被害状況の把握 

供給停止判断・措置 

二次災害防止措置 

国への報告（速報） 

消費先の安全確認、供給再開開始 

供給停止後 概ね 14 日 供給再開完了 (注) 

（注） 大規模な被害が生じた場合を除く。 

(ｲ) ＬＰガス事業者 

地震後 １時間 充てん所の被害状況の把握 

地震後 ３時間 二次災害防止措置 

地震後  ２日 消費先の緊急点検完了 

地震後  ３日 充てん所の復旧（注１） 
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消費先安全確認完了（注２） 

注１ 大規模な被害が生じた場合を除く。 

      注２ 安全確認は、消費者の利用再開の要望がある場合 

 

(2) 要配慮者に対する配慮 

 避難時に誘導等を行う地域住民は、要配慮者世帯のガス栓の閉止等の安全措置の

実施状況を確認するよう努める。 

(3) 積雪期の対応 

市民は、積雪期の地震発生にあたっては、事故発生防止と緊急点検・安全

確認点検の迅速な実施のため、ＬＰガス容器やガスメーター周辺を除雪する。  

 (4) 安全措置の普及啓発  

   ガス事業者は、市民がガス栓を閉止する等の地震発生時にとるべき安全措置

が円滑に行われるよう、パンフレット等を配布するなど普及啓発に努める。  

 

２ 情報の流れ 

被災地から 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

被災者、消防、警

察 

ガス事業者 供給等支障状況、停止状況、

ガス漏れ・事故等発生状況 

ガス事業者 国、県、市、消防、

警察 

ガス漏れ・事故等発生状況 

（軽微なガス漏れを除く。） 

ガス事業者 国、県、市 供給等支障状況及び停止状

況、復旧状況及び見込情報 

ガス事業者 報道機関 

 

二次災害防止に関する注意

事項、供給状況 

ガス事業者 復旧支援団体等 復旧支援の要請 

被災地へ 

 情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

ガス事業者 

県、市 

被災者 二次災害発生防止情報、供給

停止状況、供給支障状況、復

旧状況及び見込情報 

県 ガス事業者 安全確保の指導 

復旧支援団体等 ガス事業者 復旧支援予定情報 
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３ 業務の体系 

(1) 都市ガス事業者 

 [設備点検、復旧作業] ［二次災害防止措置］ ［広報］ 

地震発生 供給設備の緊急点

検 

導管等の漏えい修

理 

二次災害防止措置 

 

 供給停止判断 供給停止 供給停止状況等 

 市･国･県への報告   

 消 費 先 の 安 全 確

認、供給再開 

 復旧状況等 

発生後 

概ね 14 日 

供給再開完了   

 

(2) ＬＰガス事業者 

 [設備点検、復旧作業] ［二次災害防止措置］ ［広報］ 

地震後 

１時間 

充てん所の点検 

消費先ガス設備の

点検 

市・県への報告 

消費先設備の修理 

 

 

 

 

３時間  

 

 

 

二次災害防止措置 

２日 消費先の緊急点検

完了 

  

３日 充てん所の復旧完了 

消費先の安全確認

完了 

  

 

４ 業務の内容  

実施主体 対策 協力依頼先 

市民 ・地震発生時は、安全措置（ガス栓の閉

止、ガス漏えい時は換気及び火気に留意

する等）を行い、ガスによる出火、爆発

等の事故発生防止に努める。 

・避難時に避難行動要支援者の誘導等を

行う地域住民は、避難行動要支援者世帯

の安全措置の実施状況を確認する。 

消防、警察 

・ガス漏れ、供給支障等の情報をガス事

業者に通知する。 

ガス事業者 

ガス事業者 ・二次災害防止のための広報を行う。 報道機関、 

県、市 
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・ガス供給設備の安全点検を行う。 

・消費先ガス設備の緊急点検・安全確認

点検を行う。 

・復旧計画を定め、災害発生時の緊急措

置マニュアルに従って安全で効率的

な復旧を進める。また、必要に応じて

復旧支援団体等に救援を要請する。 

復旧支援団体

等 

市 ・二次災害防止のための広報を行う。 報道機関、 

県 

県 ・ＬＰガス事業者に対して、安全確保の

ための指導を行う。 

・ＬＰガス事業者に対して、被害状況の

調査を行う。 

ガス事業者団

体等 

 

・二次災害防止のための広報を行う。 報道機関 

市 

 

５ 利用者への広報 

 (1) 広報の内容 

  ア ガス供給停止地区  

   (ｱ) 復旧の見通しとスケジュール  

    (ｲ) 復旧作業への協力依頼  

  イ ガス供給継続地区  

   (ｱ) ガス臭気、漏れ等異常時には北陸ガス株式会社への通報 

    (ｲ) ガスの安全使用周知  

(2) 広報の方法 

  ア 報道機関への協力要請  

  イ 広報車による巡回  

  ウ 戸別訪問によるチラシ配付  

  エ 市災害対策本部と協力しての広報  
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第 34 節 給水・上水道施設応急対策 

【関係部署】総務部、民生部、上下水道部 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

震災時において飲料水及び生活用水（以下「飲料水等」という。）の確保は被災者

の生命維持、人心の安定を図るうえでも極めて重要である。 

被災住民に必要な飲料水等を迅速に供給するため、また、可能な限り速やかに給

水機能の回復を図るために必要な措置を講じる。 

市民に対しては、応急給水の方法、復旧の見通し、飲料水の衛生確保等について

広報し、市民の不安解消に努める。 

また、報道機関への対応について、市の個別の被害状況等については、市で対応

することを基本とし、県では全般的な被害状況等について対応する。 

ア 各主体の責務 

(ｱ) 水道事業者の責務 

     水道施設による給水機能が、速やかに回復するよう必要な措置を講じる。ま

た、状況により水道工事業者等と連絡を密にして緊急体制をとる。 

(ｲ) 市の責務 

市は水道事業者と連絡をとり、市全域の被災状況を的確に把握し、総合的な

飲料水等の供給に関して必要な措置を講じる。 

(ｳ) 県の責務 

県は、情報の連絡調整、総合的な指揮・指導及び関係機関への応援要請を行

い、市が実施する応急対策が円滑に進むよう支援する。 

  (ｴ) 市民の責務 

被害状況によっては、地震発生直後から応急給水活動の開始が見込まれるが、

概ね３日間に必要な飲料水は、自ら備蓄していたもので賄うよう努める。 

  イ 達成目標（応急給水目標水量） 

地震発生から３日以内は１人１日３㍑、１週間以内に 20～30 ㍑、２週間以内に

30～40 ㍑の給水量を確保し、概ね１ヶ月以内に各戸１給水栓の設置（応急復旧の

完了）を目標とし、それ以降は可能な限り速やかに被災前の水準まで回復させる。 

地震発生からの日数 目標水量 用途 

地震発生～３日目まで １人１日３㍑ 生命維持に必要な飲料水 

１週間以内 １人１日 20～30㍑ 炊事、洗面等の最低生活水量 

２週間以内 １人１日 30～40㍑ 生活用水の確保 

概ね１ヶ月以内 各戸１給水栓  

 

 (2) 要配慮者に対する配慮 

   避難行動要支援者への給水に当たっては、ボランティア活動や住民相互の協力体

制を含め、きめ細かな給水ができるよう配慮する。 
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 (3) 積雪期及び地域性を踏まえた対応 

積雪期においては、応急対策が困難となるおそれがあるため、必要に応じて自衛

隊等へ派遣を要請する。 

 

２ 情報の流れ 

(1) 被災地から 

情報発信者→情報受信者 主な情報内容 

市民 市 ・水道施設の被害、断減水の状況 

市 

 

県 

関係機関 

自発的に県及び関係機関へ逐次、報告することに

努め、効果的な応急対策の実施体制を確立する。 

①被災直後 

・水道施設の被害、断減水の状況 

・市全域の被害状況 

・応援部隊の要請 

②応急復旧開始後 

・応急対策の実施状況 

・復旧の見通し 

・他ライフラインの復旧に関する情報 

県 関係機関 ・全般的な水道施設等の被災状況 

・応援部隊の派遣要請 

・全般的な復旧状況 

 

 (2) 被災地へ 

情報発信者→情報受信者 主な情報内容 

県 市 ・広域的な被害情報 

・応援要請に関する助言 

・飲料水の衛生確保対策 

・支援制度に関する情報 

市 市民 ・断減水の影響範囲 

・応急給水、応急復旧の実施方法 

・飲料水の衛生確保対策 

・応急復旧の見通し 
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３ 業務の体系（業務スケジュール）  

☆地震発生 

     （供給水量）       （業務スケジュール） 

直後 

～3h 

～6h 

 

～12h 

 

 

 

 

 

 

 

３日 

 

 

 

１週間 

 

 

 

 

２週間 

 

１ヶ月 

 

 

注）避難勧告等の解除後は帰宅者が急増することが予想されるため、速やかな 

給水機能の回復が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３㍑／日 

生命維持 

20～30 ㍑ 

最低生活

水量 

30～40 ㍑ 

生活水量

の確保 

各戸１ 

給水栓 

○被害状況の把握 

○市民への広報、報道機関への対応 

○緊急措置（二次災害の防止） 

○応急対策の方針決定 

 ・被害状況の見積もり、応援要請の必要性判断 

 ・応急給水、応急復旧の方針 

◆応急給水活動 

第１段階 

・拠点給水 

・運搬給水 

・保存水 

◆応急復旧活動 

第１段階 

・主要施設の復旧 

・通水作業 

・医療機関等への応急復旧 

第２段階 

・仮設給水栓の設置 

・拠点給水 

・運搬給水 

第２段階 

・仮設給水栓の設置 

・主要配水管の応急復旧 

・通水作業 

第３段階 

・仮設給水栓の増設 

・緊急用井戸等の使用 

 （生活用水） 

第３段階 

・仮設給水栓の増設 

・配水、給水管の応急復旧 

・通水作業 

第４段階 各戸１給水栓の設置 

応急復旧の完了 
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４ 業務の内容 

 (1) 被害状況の把握 

実施主体 対策 協力依頼先 

市 居住地区全域の被害状況を迅速かつ的確に

把握する。 

・テレメータ監視システム等による主要施設

（取水、導水、浄水、配水施設）の被災状況

確認 

・職員等の巡回点検による主要施設、管路等

の被災状況確認と日報、写真等による記録 

・他のライフライン担当部局等から情報収集 

見附市管工事協

同組合 

県 ・必要に応じて職員を被災地へ派遣し、被害

状況の調査を実施 

・必要に応じて関係機関へ被害状況調査を依

頼 

日本水道協会新

潟県支部、新潟

県水道協会等 

 

 

(2) 市民への広報や報道機関への対応 

実施主体 対策 協力依頼先 

市 水道事業者と連絡をとり、被害状況（断減水

の影響区域等）や応急給水の方法（浄水場、

配水池、避難所等の拠点における拠点給水、

給水車や給水タンク等による運搬給水）につ

いて市民に広報、周知するとともに報道機関

へ対応する。 

報道機関 

 

 

(3) 緊急措置 

実施主体 対策 協力依頼先 

市 ①二次災害の防止措置 

・水道施設において火災が発生した場合の速

やかな消火活動 

・配水池等の緊急遮断弁作動状況を確認し、

浄水を確保 

・消防本部へ情報提供し、消火活動へ配慮 

・消毒用、水質試験用薬品類の漏出防止措置 

・上流域における有害物質等の流出事故の有

無を確認し、必要に応じて取水等の停止措置 

②被害発生地区の分離 
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県 二次災害の防止措置 

・有害物質等の流出事故情報の収集に努め、

影響が及ぶ水道事業者等へ取水停止等を要

請 

・緊急用井戸等による飲料水の衛生確保につ

いて市を通じて市民に周知、指導 

 

 

 

 

(4) 応急対策の方針決定 

あらかじめ定めたマニュアルに基づき、市は速やかに応急対策の方針を決定する。

応急給水活動と応急復旧活動は相互に関連を保ちながら実行するとともに、応急給

水の方法、復旧の見通し等に関する情報を被災住民へ逐次広報、周知することによ

り、不安の解消に努める。 

実施主体 対策 協力依頼先 

市 ①被害状況の見積もり 

・主要水道施設の被災状況、配水管、給水管

等の被害発生箇所、被害の程度及び被災者数

等を迅速かつ的確に見積もり、地区別を考慮

した応急給水計画及び応急復旧計画を策定

する。 

②応援要請の必要性判断 

・動員可能職員数、飲料水の確保状況及び災

害対策用資機材の備蓄状況を確認し、応援要

請の必要性を判断する。 

日本水道協会新

潟県支部 

見附市管工事協

同組合 

県 被害が甚大な市町村に対し、応急対策計画の

立案、技術支援ができるように応援の要請に

ついて配慮する。 

日本水道協会新

潟県支部 

新潟県水道協会 
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 (5) 応急給水活動  

実施主体 対策 協力依頼先 

市 ・被害状況に応じて地区別に給水方法を選定

する。 

・病院、避難場所、社会福祉施設等を優先す

る。 

・衛生対策、地域特性や積雪期及び要配慮者

等に対して配慮する。 

・日報、写真等により活動状況を記録する。 

 

県 ・緊急用井戸等の使用について、必要に応じ

て職員等を派遣し、衛生確保の実施について

指導する。 

・必要に応じて水道法第 40 条に基づく水道

用水の緊急応援命令を発動する。 

 

 

 (6) 応急復旧活動  

実施主体 対策 協力依頼先 

市 ・取水、導水、浄水施設を最優先とし、次い

で配水管の通水作業を実施する。 

・病院、避難場所、社会福祉施設等を優先的

に通水させる。 

・他のライフライン担当部局等（道路、下水

道、ガス等）と調整し、総合的な復旧作業の

効率化を図るとともに、利用者へ適切に情報

提供する。 

・積雪期には除雪作業について道路管理者と

連絡、調整する。 

・日報、写真等により活動状況を記録する。 

各ライフライン

事業者 

県 異なるライフライン施設間の復旧速度の相

違に起因する二次災害の発生を防止するた

め、各ライフライン担当部局等と協議する。 

各ライフライン

事業者 
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第 35 節 下水道施設等応急対策 

【関係部署】民生部、上下水道部 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

  ア 市民（各家庭、企業、学校、事業所等）は、地震により、下水道等（下水道、

農業集落排水）の処理場、ポンプ場、管渠が被害を受け、下水処理機能、下水流

下機能が停止または機能低下し、下水道等管理者から下水道等の使用の自粛を求

められた場合は、協力する。 

    下水道等被災時においては、下水道等に流入する水の流入を少なくするため、

トイレ使用、入浴等をできるかぎり自粛する。 

地震発生から、２日間程度に必要な携帯トイレ等は、自らの備蓄で賄うことを

原則とする。 

  イ 市は、被災時に、ただちに、被災調査、復旧工事に着手する。 

 被災時において、自ら管理する下水道等施設の被害状況を把握すると共に、県

に報告し、応急処置を講ずる。 

    下水道等施設が被害をうけた場合は、早期に使用再開計画の目途をたて、被災

状況、トイレの使用制限等の協力依頼を市民に広報する。 

    携帯トイレ・簡易トイレ、仮設トイレ、被災調査に必要な資機材、応急復旧に

必要な仮設資材等が確保できない場合は、県に支援を要請する。   

  ウ 県は、必要に応じ県内市町村の支援を実施する。 

自ら管理する下水道施設の被害状況を把握すると共に、必要な応急処置を講ず

る。 

被災調査に必要な資機材、応急復旧に必要な仮設資材等災害時に必要な資材を

提供できるようにする。 

  エ 下水道施設等復旧は概ね次の計画を目安にする。 

地震後～３日目程度 

・ 処理場の緊急点検、緊急調査、緊急措置 

・ 管渠、ポンプ場の緊急点検、緊急調査、

緊急措置  

・  市民への情報提供、使用制限の広報 

 〃３日目程度～ 

１週間程度 

・ 応急調査着手、応急計画策定 

・  施設応急対策実施 

 〃 １週間程度～ 

１ヶ月程度 

・  本復旧調査着手  

・  応急復旧着手・完了  

 〃１ヶ月～ 

・  本復旧調査完了、本復旧計画策定  

・  災害査定実施、本復旧着手  
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オ 市、県は、被災施設の復旧計画をたて、災害復旧事業を実施し、施設の機能回

復および、復旧作業の早期完成を図る。 

 (2) 要配慮者に対する配慮 

  ア 市は、避難所に要配慮者用のトイレを設置する。 

  イ 市、県は、被災箇所にバリケード等を設置し、要配慮者が進入し被害を受けな

いようする。 

 (3) 積雪期の対応 

  ア 市は、輸送の困難を考慮し、仮設トイレ等を可能な限り各地区の避難所予定施

設に事前配備する。 

  イ 市は、避難所等におけるトイレ使用を円滑に出来るようにする。 

  ウ 市、県は連絡を密にし、適正な下水道使用ができるようにする。 

 

２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から  

情報発信者  →  情報受信者  主な情報内容 

避難所、避難者、市民  市  被災地ニーズ  

市  県  集約された被災地ニーズ 

 (2) 被災地へ  

情報発信者  →  情報受信者  主な情報内容 

県 市 支援情報 

市 避難所、避難者、市民 復旧予定、供給予定情報 

 

 

３ 業務の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆地震発生 

 

直  後   緊急点検・調査・措置による対応      

 

～１週間   応急調査、応急計画着手、応急対策実施   外部応援依頼   

 

～１ヶ月   本復旧調査着手、応急復旧着手・完了  

 

１ヶ月～   本復旧調査完了、災害査定実施、本復旧着手 

  

 

              下 水 道 施 設 の 復 旧 
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４ 業務の内容 (1) 緊急点検・緊急調査・緊急措置による対応 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市民 

 

・マンホール、路面状況、処理場の異常が確

認できた場合に自治会長・市へ報告する。  

市 

市 ・下水道施設等、市町村管理施設の緊急点検、

緊急調査の実施並びに県へ報告する。 

・緊急調査に基づく応急復旧計画を策定す

る。 

・市民に情報を提供し、使用制限等を周知す

る。 

県 

地方共同法人日

本下水道事業団 

（一社）地域環境

資源センター 

協定事業者等 

県 ・流域下水道施設の緊急点検及び緊急調査の

実施 

・緊急調査に基づく応急復旧計画の策定 

・流域関連公共下水道管理者の市町村への連

絡及び調整 

・市町村の被害状況の把握 

・被災状況の国への報告・連絡調整 

市 

地方共同法人日

本下水道事業団 

(公社 )日本下水

道管路管理業協

会 

(一社 )新潟県下

水道維持改築協

会 

（公財）新潟県

下水道公社 

・県、市からの要請に基づき、現地での調査

に協力する。 

本部、支所等 

地 方 共 同 法 人

日 本 下 水 道 事

業団 

・県、市からの要請に基づき、現地での調査

に協力する。 

本部・他県支部等 

（一社）地域環

境 資 源 セ ン タ

ー 

・県、市からの要請に基づき、現地での調査

に協力する。 

本部 

（公社）日本下

水 道 管 路 管 理

業協会 

・県、市からの要請に基づき、現地での調査

に必要な機材調達および調査実施に協力

する。 

本部・他県支部等 

 

(一社 ) 新潟県

下 水 道 維 持 改

築協会 

・県、市からの要請に基づき、現地での調査

に必要な機材調達及び調査実施に協力す

る。 

 

 

 (2) 応急復旧による対応 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 ・応急復旧計画に基づき、応急復旧を実施、

下水道施設等利用を再開する。 

県 

協定市町村 
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・仮設用資材調達に努める。 

・市民に応急復旧状況等を周知する。 

・県に応急復旧状況等を連絡する。 

・避難所等に連結する下水道を優先的に復旧

する。 

地方共同法人日

本下水道事業団 

（一社）地域環境

資源センター 

県 ・応急復旧計画に基づき、応急復旧を実施、

流域下水道施設利用を再開する。 

・仮設用資材調達に努める。 

・地域住民等に市町村を通じて応急復旧状況

等を周知する。 

・市町村の応急復旧状況等を把握する。 

・避難所等に連結する下水道を優先的に復旧

する。 

市 

地方共同法人日

本下水道事業団 

(公社 )日本下水

道管路管理業協

会 

(一社 )新潟県下

水道維持改築協

会 

(公社 )全国上下

水道コンサルタ

ント協会中部支

部 

協定事業者等 

（公財）新潟県

下水道公社 

・県、市からの要請に基づき、応急復旧に協

力する。 

本部、支所等 

地 方 共 同 法 人

日 本 下 水 道 事

業団 

・県、市からの要請に基づき、応急復旧に協

力する。 

本部・他県支部等 

（一社）地域環

境 資 源 セ ン タ

ー 

・県、市からの要請に基づき、応急復旧に協

力する。 

本部 

（公社）日本下

水 道 管 路 管 理

業協会 

・県、市からの要請に基づき、応急復旧に協

力する。 

本部・他県支部等 

(一社 ) 新潟県

下 水 道 維 持 改

築協会 

・県、市からの要請に基づき、応急復旧に協

力する。 

 

(公社 )全国上

下 水 道 コ ン サ

ル タ ン ト 協 会

中部支部 

・県、市からの要請に基づき、応急復旧に協

力する。 
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(3) 外部応援依頼による対応 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 ・協定市町村、協定事業者等に外部応援を依

頼、災害対応業務を実施する。 

・応援者の受け入れ体制をつくる。 

協定市町村 

協定事業者等 

県 ・協定他県、協定政令市、協定事業者等に外

部応援を依頼、災害対応業務を実施する。 

・応援者の受け入れ体制をつくる。 

協定他県 

協定政令市 

協定事業者等 

 

(4) 本復旧による対応 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 ・災害査定実施のために調査、準備を行い、

災害査定を受ける。 

・本復旧計画に基づき、下水道施設等の本

復旧を実施する。 

・市民に本復旧状況等を周知する。 

・避難所等を優先的に復旧する。 

県 

協定市町村 

地方共同法人日本

下水道事業団 

（一社）地域環境

資源センター 

県 ・災害復旧が速やかに行えるよう、市町村、

国と連絡調整を行う。 

・災害査定実施のために調査及び準備を行

い、災害査定を受ける。 

・本復旧計画に基づき、流域下水道施設の

本復旧を実施する。 

・地域住民等に市町村を通じて本復旧状況

等を周知する。 

・避難所等に連結する下水道を優先的に復

旧する。 

市町村 

地方共同法人日本 

下水道事業団 

(公社)日本下水道 

管路管理業協会 

(一社)新潟県下水 

道維持改築協 

会 

(公社)全国上下水

道コンサルタント

協会中部支部 

 

（（公財）新潟

県下水道公社 

・県、市からの要請に基づき、本復旧に協

力する。 

本部、支所等 

地 方 共 同 法 人

日 本 下 水 道 事

業団 

・県、市からの要請に基づき、本復旧に協

力する。 

本部・他県支部等 

（一社）地域環

境 資 源 セ ン タ

ー 

・県、市からの要請に基づき、本復旧に協

力する。 

本部 
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（公社）日本下

水 道 管 路 管 理

業協会 

・県、市からの要請に基づき、本復旧に協

力する。 

本部・他県支部等 

(一社 ) 新潟県

下 水 道 維 持 改

築協会 

・県、市からの要請に基づき、本復旧に協

力する。 

 

(公社 )全国上

下 水 道 コ ン サ

ル タ ン ト 協 会

中部支部 

・県、市からの要請に基づき、応急復旧に

協力する。 
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      （空白） 
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第 36 節 危険物施設等応急対策 

【関係部署】消防本部、（警察） 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

ア 事業者等の責務 

  地震等による被害を最小限にくい止めるとともに、施設の従業員並びに周辺住

民に対する危害防止のため、関係機関及び関係事業所の協力を得て被害の拡大防

止を図る。 

イ 消防機関等の責務 

  地震等による危険物施設等の被害状況を把握し、関係事業所等と協力して被害

の拡大防止を図る。 

ウ 市の責務 

  危険物施設等の被害状況について効率的な広報を実施するとともに、危険物等

により市民の生命及び身体を保護するために必要と認められる場合は、避難の勧

告又は指示を行う。 

エ 県の責務 

地震等による危険物施設等の被害状況を把握するとともに、関係機関と連絡調

整を行い、市に対し、危険物施設等の被害状況の周知及び危険物等により市民の

生命及び身体を保護するために必要と認められる場合の的確な避難誘導を要請す

る。 

オ 達成目標 

  地震等による被害を最小限にくい止め、危険物施設、火薬類貯蔵施設、高圧ガ

ス施設、毒物劇物保管施設、有害物質取扱施設、放射性物質施設等の損傷による

二次災害を防止する。 

(2) 要配慮者に対する配慮 

   危険物施設等に災害が発生し又はそのおそれがある場合には、あらかじめ避難行

動要支援者の避難等を実施する。 

 

２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から 

  ア 危険物施設 

情報発信者 → 情報受信者   主な情報内容 

災害発生事業所 消防機関 

 

災害の種類、危険物等の種類、

人的被害状況、被害拡大見込等   

消防機関 県 

市 

警察等 

災害の種類、危険物等の種類、

人的被害状況、被害の拡大見込

等 
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  イ 火薬類、高圧ガス、毒物劇物、有害物質等の危険物品の取扱施設 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

災害発生事業所 

 

 

県 

消防機関 

市 

警察等 

災害の種類、危険物等の種類、

人的被害状況、被害の拡大見込

等 

 

 (2) 被災地へ 

  ア 危険物施設 

  情報発信者 → 情報受信者    主な情報内容 

防災関係機関 県 防災資機材の調達可能量等 

県 消防機関 

 

 

市 

・関係機関等との連絡調整事

項、防災資機材の調達状況、緊

急消防援助隊の派遣状況等 

・災害広報及び避難誘導の要請 

消防機関 災害発生事業所 関係機関等との連絡調整事項、

防災資機材の調達状況等 

 

  イ  火薬類、高圧ガス、毒物劇物、有害物質等の危険物品の取扱施設 

  情報発信者 → 情報受信者    主な情報内容 

防災関係機関 県 防災資機材の調達可能量等 

県 市 

災害発生事業所 

・災害広報及び避難誘導の要請 

・関係機関等との連絡調整事

項、防災資機材の調達状況等 
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３ 業務の体系 

(1) 事業所における業務の体系  

    ☆地震発生  

直後           初動体制の確立  

 

              自主防災活動  

 

      漏えい・火災等発生なし    漏えい・火災等が発生  

 

関係機関への通報  

 

                    消防機関等の消火活動  

 

                       沈静化    

 

関係機関への連絡  

 

 (2) 県・市における業務の体系  

事業所からの通報  

 

消防機関等     

 

市        県     国の防災機関  

           連絡調整  

出  動   災害対策本部    災害対策本部    助言・指導  

・防災対策の  

総合調整  

・助言・指導  

・災害広報  

 

消火活動等     応急対策    環境調査  

・避難・誘導   ・災害広報  

  ・負傷者救出   ・避難勧告等  

・  災害防ぎょ  

 

沈静化  
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４ 業務の内容 

 (1) 地震発生時の共通の応急対応 

実施主体       対      策 協力依頼先 

事業所 ① 地震発生時には直ちに応急点検を実施

する。 

② 地震により被害を受けた場合、消防、

警察等関係機関及び隣接事業所に事故

状況を伝達する等、速やかに連絡体制を

確保し、協力体制を確立する。 

③ 地震により被害を受けた場合、必要に

応じて、危険物等の取扱作業の停止、装

置等の緊急停止を行う。 

④ 危険物施設等の損傷等異常が発見され

たときは、補修、危険物等の除去等適切

な措置を講ずる。 

⑤ 危険物等による災害が発生した場合

は、消火剤、オイルフェンス、吸着剤、

油処理剤等を活用し、現状に応じた初期

消火や流出防止措置を行う。 

消防機関 

警察 

県 ・消防機関等から被害状況を把握し、防災

関係機関等と連絡調整を行い、市に対

し、危険物施設等の被害状況の周知及び

危険物等により市民の生命及び身体を

保護するために必要と認められる場合

の的確な避難誘導を要請する。 

 

市 ・危険物施設等の被害状況について効率的

な広報を実施するとともに、危険物等に

より市民の生命及び身体を保護するた

めに必要と認められる場合は、避難の勧

告又は指示を行う。 

 

消防機関 ・事業所等の被害状況を把握し、県等の関

係機関に通報するとともに、災害拡大防

止にために防ぎょ活動を実施する。 
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(2) 地震発生時の個別対応 

実施主体       対      策 協力依頼先 

高圧ガス取

扱事業所 

 

 

 

 

 

 

有害物質取

扱事業所 

 

 

 

放射線施設

等の管理者 

・高圧ガス施設、設備、販売施設等を巡回

し、ガス漏えい検知器等による調査点検を

行い、火災やガス漏えい等への対応を図る

とともに、県等への通報、高圧ガス関係団

体へ応援依頼等連絡を行う。また、高圧ガ

ス販売事業所は、この他に販売先の一般消

費者消費設備について速やかに被害状況

調査を行う。 

・有害物質取扱施設、設備等からの大気へ

の排出、公共用水域への流出、地下への浸

透の有無を確認し、流出等の拡大防止を図

るとともに、県等への通報、周辺住民への

避難指示、被害状況調査を行う。 

・放射線被害を受けた者または受けるおそ

れのある者がある場合は、速やかに救出

し、付近にいる者に対し避難するよう警告

する。 

・放射線あるいは放射性同位元素の漏えい

の発生又はそのおそれがある場合は、放射

線発生装置の電源を遮断し、余裕のあ 

るときは放射性同位元素及び放射性同位

元素装備機器を安全な場所に移し、その場

所の周辺には、縄を張り、又は標識灯 

を設け、かつ、見張り人を置き、関係者以

外の立入りを禁止する。 

 

消防機関 ・危険物施設等について、災害が発生する

おそれがあると認められるときは、当該施

設等の管理者等に対し、当該施設等の使用

の一時停止を命じ、又はその使用を制限す

る。 

 

高圧ガス 

関係協会 

・高圧ガス取扱事業所等の被害情報収集、

整理及び防災機関、高圧ガス取扱事業所等

からの応援要請に対応する。 
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(3) 危険物等流出及び火災発生時の応急対応 

実施主体       対      策 協力依頼先 

市民 ・危険物等の流出及び火災発生を発見した

場合は、速やかに市又は消防署、警察等の

関係機関に通報連絡する。 

 

事業所 ・関係機関と密接な連絡を保つとともに、

防除対策を迅速、的確に実施する。 

 

消防機関 ・災害の拡大防止と迅速かつ適切な処理を

図り、総合的な防除対策を推進する。 

 

市 ・付近住民等に対する火気使用の制限、避

難勧告等の必要な措置を講ずる。 

・飲料水汚染の可能性がある場合は、直ち

に取水制限等の措置を講ずる。 

 

国及び県 ・飲料水汚染の可能性がある場合は、水道

事業者に直ちに連絡し、取水制限等の措置

を要請する。 

・有害物質が流出した場合は、人の健康の

保護及び環境保全の観点から必要に応じ

環境モニタリング調査を実施する。 

 

 

 (4) 市民等に対する広報対応 

実施主体       対      策 協力依頼先 

事業所 ・地域住民の安全を確保するため、速やか

に災害の発生を広報し、避難誘導等適切な

措置を講ずるとともに、関係機関に市民へ

の広報や避難誘導等の協力を求める。 

 

市及び消防

機関 

・災害が発生し、又は発生のおそれがある

ときは、直ちに付近住民に災害の状況や避

難の必要性などについて、広報車等により

広報するとともに、市及び報道機関の協力

を得て周知の徹底を図る。 
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第 37 節 道路・橋梁等の応急対策 

【関係部署】建設部、（警察） 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

地震発生時における道路機能の確保は、発生直後の救急活動や火災などの二次災

害への対処、水・食料などの緊急物資の輸送などその意義は極めて重要である。 

 市は道路を管理する関係機関や団体と連携し、施設の被害状況の把握および応急

復旧を迅速かつ的確に行い、道路機能を確保する。 

 

２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

道路パトロール 市 

被害の場所、状況、集落孤立

等の社会的影響など 

市民、地域の建設

業者等 
市 

各道路管理者 市 

 (2) 被災地へ 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

市 各道路管理者 道路管理者間の連絡情報等 

市 町内会等 被災状況、復旧見込み 

市 市民 道路情報 

 

３ 道路の応急対策体系 

 

震度４以上の地震発生  

   

■  被災状況の把握  

↓     

■  通行規制等の緊急措置および市民、関係機関等への道路情報の周知  

↓   

■  施設の緊急点検  

↓  

■  道路啓開と応急復旧および市民、関係機関等への道路情報の周知    

 

４ 道路の応急対策内容 

(1) 被災状況の把握 

   市および各道路管理者は直ちに道路パトロールを実施するほか、他の道路管理者

や市民及び災害時の応援業務協定事業者からの情報など可能な限りの方法により、
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被災場所や被災状況等はもとより、道路遮断による集落孤立の状況や周辺の道路交

通への影響などについて情報収集する。 

   特に緊急輸送道路に指定された路線の状況は、最優先に情報収集する。 

(2) 通行規制等の緊急措置および道路情報の周知  

ア 通行規制等の緊急措置 

市は、道路利用者の安全確保を図るため、被災箇所・区間において警察および

関係機関の協力を得ながら、必要に応じて交通規制等の緊急措置を講じる。 

また関係機関と調整し迂回路の選定、その他誘導等の措置により道路機能の確

保に努める。 

イ 道路情報の周知    

市は、他の道路管理者及び警察やマスコミに協力を求めることや、ホームペー

ジ等を活用し道路情報を地域住民や関係機関に周知する。 

  (3) 施設の緊急点検 

   市および各道路管理者は、管理する橋梁等の主要な構造物、異常気象時における

事前通行規制区間（土砂崩壊・落石等の危険箇所）の緊急点検を行う。 

(4) 道路啓開と応急復旧および道路情報の周知  

ア 道路啓開 

(ｱ)  道路啓開等の緊急措置は、市と各道路管理者が連絡を取り合い、防災拠点等

とアクセスする緊急輸送道路を優先する。 

(ｲ) 市は、関係機関と調整を図りつつ、路上障害物の除去や簡易な応急復旧作業

により、道路啓開を行う。また、被災状況等により自衛隊の災害派遣が必要な

場合は、県知事等に派遣要請を依頼する。 

(ｳ) 道路啓開は原則として、２車線の通行を確保する。被災状況によりやむを得

ない場合には部分的に１車線とするが、車両の安全措置を十分施す。 

(ｴ) 市は、道路上の障害物の除去について、状況に応じて各道路管理者と警察、

消防機関、自衛隊災害派遣部隊等と協力して必要な措置をとる。 

イ 応急復旧 

   市および各道路管理者は道路啓開の後、引き続き緊急輸送道路の機能回復のた

め、応急復旧工事を優先に迅速に実施する。 

ウ 道路情報の周知 

    市は、他の道路管理者及び警察やマスコミに協力を求め、ホームページ等を活

用し道路情報を地域住民や関係機関に周知する。 

  (5) 道路占用施設 

   市および各道路管理者は、上下水道、電気、ガス、電話等道路占用施設の被害が

発生した場合、当該施設管理者と協力し現場付近の立ち入り禁止、避難の誘導、周

知等市民の安全確保のための措置をとり、当該施設管理者が速やかに復旧を行える

よう支援する。 
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５ 積雪期の対応 

 (1) 基本方針 

 積雪・凍結等においては、通常時の状況把握、施設点検、応急復旧等の活動と

比較して多くの困難を伴うことから、関係機関と密接な連絡のもと的確かつ円滑な

応急対策を実施する。 

 (2) 応急対策 

  ア 被災状況の把握及び施設点検 

施設の被害状況が通常の場合と比較して、雪の下や凍結で十分に点検できない

ことも想定されるので、事前に調査した危険箇所等を考慮して、効率的な現場点

検を行い、速やかに被災状況を報告するものとする。 

  イ 緊急措置及び応急復旧 

積雪期においては、雪崩の発生及びそれによる河川の堰き止めとその後の決壊

による下流への被害など特有の被害が想定されるため、被害状況、気象情報等を

十分把握し的確かつ迅速な緊急措置及び応急復旧活動を実施する。  
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第 38 節 鉄道事業者の応急対策 

【関係部署】総務部、（東日本旅客鉄道株式会社）（日本貨物鉄道株式会社） 

１ 計画の方針 

  基本方針 

東日本旅客鉄道株式会社、日本貨物鉄道株式会社（以下、各鉄道事業者）は、地震

が発生した場合、被害を最小限にとどめ、旅客の安全を確保するとともに、迅速な応

急復旧に努めるものとする。 

 

 

２ 業務の体系 

   

 

  

 

 

                  ・運転規制  

                  ・施設設備の安全確認   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  ・乗客の避難、代替輸送等  

 

                  ・応急復旧及び本復旧  

                     

 

 

 

３ 業務の内容 

(1) 地震時の運転基準、運転規制区間   

地震発生時には、その強度等により次のとおり運転規制等を実施し、安全

確認を行う。  

地震時の運転基準、運転規制区間をあらかじめ定める。  

運
転
規
制
・
安
全
確
認 

地 震 発 生 

広 
 

 
報 

  

広
報 

乗
客
等
の
対
応 

駅
構
内
利
用
客
等
に
対

す
る
広
報 

列
車
の
乗
客
に
対
す
る

広
報 

一
般
へ
の
広
報 

防
災
関
係
機
関
へ
の
連

絡 

乗客の安全確保等 

施設、設備の復旧 
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      規制区間Ⅰ (落石区間 )   規制区間Ⅱ  (一般区間 ) 

                         3 ｶｲﾝ以上  ～  6 ｶｲﾝ未満    所定運転   

         25 ｶﾞﾙ未満            40 ｶﾞﾙ未満  

 

  3 ｶｲﾝ以上  ～  6 ｶｲﾝ未満    6 ｶｲﾝ以上  ～  12 ｶｲﾝ未満    注意運転    

25 ｶﾞﾙ以上～ 40 ｶﾞﾙ未満    40 ｶﾞﾙ以上～ 80 ｶﾞﾙ未満  

 

6 ｶｲﾝ以上         12 ｶｲﾝ以上         運転中止   

           40 ガル以上         80 ガル以上  

（上越新幹線については、 18 カイン以上で自動的に列車が停止する。）  

※使用基準単位 (カイン、ガル )は各鉄道事業者による。  

 

 (2) 旅客等に対する広報   

ア  駅等における利用客に対する広報   

災害時の旅客の不安感を除き、動揺、混乱を防止するため、駅構内掲示、

放送等により次の事項を利用客に案内する。   

(ｱ) 災害の規模   

(ｲ) 被害範囲   

(ｳ) 被害の状況   

(ｴ) 不通線区   

(ｵ) 開通の見込み等  

イ  列車乗務員の広報  

輸送指令からの指示、情報及び自列車の状況等を把握したうえで、車内

放送等により次の事項を乗客に案内し、動揺及び混乱の防止に努める。   

(ｱ) 停車地点と理由   

(ｲ) 災害の規模  

(ｳ) 被害の状況    

(ｴ) 運転再開の見込み   

(ｵ) 避難の有無・方法等   

ウ  駅、列車等に避難に必要な器具等を整備する。   

 

(3) 救護、救出及び避難   

ア  駅、列車等に救護、救出に必要な器具等を整備する。  

イ  災害による火災、建物倒壊、車両事故等により負傷者が発生した場合は、

消防機関に通報するとともに、負傷者の応急手当て、乗客の安全な場所へ

の移動等適切な処置を講ずる。   

ウ  災害による列車の脱線転覆、衝突等の被害により多数の死傷者が発生し

た場合、乗務員等は協力して速やかに負傷者の救出、救護処置を行い、被

害の概要、死傷者数及び救護班の派遣等の必要事項を輸送指令に速報し、
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連絡を受けた輸送指令は県、市、警察、消防等に協力を依頼する。   

 

(4) 代替輸送計画   

災害による列車の運転不能線区の輸送については、次に掲げる代替・振替

輸送等の措置を講じ、輸送の確保を図る。   

ア  折り返し運転の実施及び運転不能線区のバス代行輸送   

イ  迂回線区に対する臨時列車の増強及び他社線との振替輸送   

 

(5) 応急復旧対策   

災害の復旧に当たっては、早急な運転再開を図るため応急工事を実施し、

終了後早急に本復旧計画をたて実施する。   

ア  建設機材の現況把握及び運用   

復旧作業に必要な応急建設機材について関係箇所の配置状況、種類、数

量及び協力が得られる部外関係機関、関係協力会社等の手持ちを調査して

おくとともに、借用方法、運用方法について定めておく。   

イ  技術者の現況把握及び活用   

復旧作業に従事する技術者等の技能程度、人員、配置状況を把握してお

くとともに、緊急時は関係会社に対し技術者等の派遣を要請する。   

ウ  災害時における資材の供給等   

災害時における資材の供給については、災害用貯蔵品の適正な運用を図

るとともに、必要なときは関係協力会社から緊急調達する等迅速な供給体

制を確立するため、あらかじめ定めておく。  

 

(6) 市民に対する広報  

各鉄道事業者は、運転の状況、復旧見通し等について、情報連絡体制を確

立するとともに、報道機関の協力を得て、ラジオ・テレビ放送及び新聞等に

より周知を図る。  

 

(7) 県への報告   

各鉄道事業者は、被害（人的、施設等）の状況、復旧見込み、代替輸送の

方法等を速やかに県へ報告する。  
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 〔情報収集・伝達先〕 

鉄道事業者  勤務時間内  勤務時間外  ＦＡＸ 

ＪＲ東日本新潟支社  
総務部企画室  

 
025-248-5104 025-248-5165 

時間内  

025ｰ248-5112 

時間外  

025ｰ248-5166 

ＪＲ貨物新潟支店  貨物指令室  025-248-5151 025-247-0522 
時間内025-248-5152 

時間外025-247-0516 

県関係課  勤務時間内  勤務時間外  ＦＡＸ 

新潟県交通政策局  交通政策課  
025-285-5511 

内線3591～3594 
025-280-5109 025-284-5042 

新潟県防災局  危機対策課  
025-285-5511 

内線6434～6436 

025-285-5511 

警備員経由  
025-282-1640 

新潟県警察本部

警備部  
警備第二課  

025-285-0110 

内線5771～5773 

025-285-0110 

内線2070,2071 

昼 025-284-8939 

夜 025-281-3915  

北陸信越運輸局  
総務部安全防災・危

機管理調整課  

025-285-9000 

内線3110 
025-280-9000 025-285-9170 
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第 39 節 治山・砂防施設等の応急対策 

【関係部署】建設部、産業部、（警察） 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

ア 市民の責務 

  市民は治山・砂防施設の被災、また、土砂災害やその前兆現象等（以下「土砂

災害等」という。）を確認した時は、遅滞なく市、見附警察署等へ連絡する。 

イ 市の責務 

  市は、市民等から土砂災害等の通報を受けた時及びパトロール等により土砂災

害等を確認した時は、県及び関係機関へ連絡する。また、市民に被害が及ぶおそ

れがある場合は、市民に対する避難のための勧告、指示及び避難誘導等を実施す

る。 

ウ 県の責務 

県は、土砂災害等の被害拡大や二次災害を防止するための応急体制を整備する

とともに、市及び関係機関と迅速かつ的確な情報の共有化を図り、応急対策を実

施する。 

エ 達成目標 

すみやかに土砂災害等の状況を調査し、必要に応じて応急対策工事に着手する。 

(2) 要配慮者に対する配慮 

ア 市は、土砂災害等により、主として避難行動要支援者が利用する施設に被害が

及ぶ恐れがある場合は、地域の自主防災組織に、迅速かつ的確な避難情報等を伝

達し、避難支援活動を行う。 

イ 県は、必要な情報を伝達するなど、市の警戒避難体制の整備に関し支援する。 

(3) 積雪期の対応 

ア 市は、地域の自主防災組織と、積雪による避難時の移動の困難を考慮した警戒

避難体制を構築し、避難支援活動を行う。 

  イ 県は、必要な情報を伝達するなど、市の警戒避難体制の整備に関し支援する。 

 

２ 情報の流れ 

(1) 被災地から 

 

 

 

情報発信者→情報受信者 主な情報内容 

市民、警察 市 被害情報、危険箇所等の情報 

市 県 被害情報、危険箇所等の情報、避難情報 

県・市 企業等 調査・応急対策工事指示 

県 国 被害情報 

危険箇所等の情報 
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(2) 被災地へ 

情報発信者→情報受信者 主な情報内容 

県 市 防災情報 

調査結果 

応急対策工事の実施状況 

土砂災害緊急情報 

市 市民、警察 防災情報 

調査結果 

応急対策工事の実施状況 

避難指示等 

 

３ 業務の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 業務の内容 

(1) 土砂災害等の調査 

実施主体 対      策 協力依頼先 

市、県 ・土砂災害等の被災状況を把握するため、速や

かに被災概要調査を行い、被害拡大の可能性に

ついて確認する。 

・被害拡大の可能性が高い場合は、関係機関等

へ連絡するとともに、巡回パトロールや監視員

の配置等により状況の推移を監視する。 

・被害拡大の可能性が低い場合は、被災詳細調

査を行うとともに、応急対策工事の実施を検討

する。 

・重大な土砂災害が想定される場合は、土砂災

害防止法第 26 条及び第 27 条に基づく緊急調

査を実施する。 

 

被害拡大の可能

性 ・関係機関等への連絡 

・避難指示等 

☆土砂災害等の発生 

被災概要調査 

被災詳細調査 工事の実施 

高い 

低い 

（土砂災害等の調査） （応急対策工事） （避難等） 

緊急措置 
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県 ・被災概要調査結果及び状況の推移を当該市町

村を含めた関係機関等に連絡する 

 

市 ・土砂災害緊急情報、被災概要調査結果及び状

況の推移を関係住民等に連絡する。 

 

 

(2) 応急対策工事の実施 

実施主体 対      策 協力依頼先 

市、県 ・被災詳細調査の結果から、被害拡大防止に重

点を置いた応急対策工事を適切な工法により

実施する。 

・ワイヤーセンサーや伸縮計などの感知器とそ

れに連動する警報器の設置や、監視員等の設置

により、非常時に関係住民へ通報するシステム

についても検討する。 

 

 

(3) 避難指示等の実施 

実施主体 対      策 協力依頼先 

市 ・土砂災害緊急情報や被災概要調査の結果によ

り、二次災害等被害拡大の可能性が高いと考え

られるときは、関係住民にその調査概要を報告

するとともにに避難のための指示及び避難誘

導等を実施する。 

・異状時における臨機の措置に備えるため、職

員の配備や伝達体制等、必要な警戒避難体制を

構築する。 

 

県 ・迅速及び円滑な避難誘導等が実施されるよう

に、市町村へ土砂災害緊急情報、概要調査結果

の報告及び土砂災害に関する防災情報を提供

する。 
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第 40 節 河川施設応急対策 

【関係部署】建設部 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

ア 市民の責務 

河川施設の被災を確認した時は、遅滞なく市、県、見附消防署、見附警察署等

へ連絡する。 

イ 市の責務 

市民等から県管理河川施設の被災の通報を受けた時及びパトロール等により県

管理河川施設の被災を確認した時は、県へ連絡する。 

また、施設の被災により市民に被害が及ぶおそれがある場合は、市民の安全を

確保するため、避難のための勧告、指示及び避難誘導等を実施する。 

ウ 達成目標 

被災概要調査、被災点検調査を行い、応急対策工事が必要な場合は、通報から

２４時間以内を目標に応急工事に着手する。 

(2) 要配慮者に対する配慮 

 主に避難行動要支援者の利用が想定される施設の応急対策にあたっては、利用に

配慮した対応を行う。 

(3) 積雪期の対応 

  ア 積雪期では雪が障害となり、施設の点検、被害状況の把握及び応急復旧活動等

において、通常と比較して多くの困難が伴うことから、施設の危険箇所を事前に

調査し、関係各機関と事前に協議しておく。 

イ 県は、積雪状況によって、陸路による施設の点検及び被害状況の把握ができな

い場合も予想されることから、気象条件等を勘案し、消防防災ヘリコプターの活

用により被災状況の迅速な調査を実施する。 

 

２ 情報の流れ 

(1) 被災地から 

情報発信者→情報受信者 主な情報内容 

市民、警察、消防 市 河川施設被災の通報 

市 県 詳細な県管理河川施設の被災情報 
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(2) 被災地へ 

情報発信者→情報受信者 主な情報内容 

県 市、警察、消防 
県管理河川施設被害の規模と状況

の推移、応急工事の状況報告 

市 市民、警察、消防 

施設被害の規模と状況の推移、応急

工事の状況報告 

避難指示等の発令 

 

３ 業務の体系役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・構造物の安全性、施設の利用可能性を詳細に把握 

★地震発生 

被害拡大の可能性あり 

・関係者、関係機関への連絡通報 

・立入禁止、避難誘導等の措置 

・被災の有無、大小、位置等を目視確認 被災概要調査 

緊急措置 

被災点検調査 

被災判定 

（被害なし） 

） 

（被害小） （被害大） 

原形復旧 応急復旧 

公共土木施設災害復旧事業 

施設の機能復旧・供用再開 
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４ 業務の内容 

(1) 被災状況の把握、施設の緊急点検及び市民の安全確保 

実施主体 対      策 協力依頼先 

市 ・施設等の被災により市民に被害が及ぶおそ

れがある場合は、市民に対する避難のため

の勧告、指示及び避難誘導等を実施する。 

  

県、国 

 

 

・被災状況の把握及び施設の緊急点検 

震度４以上の地震が発生した場合、直ちに

パトロール等を実施し、管理施設の被災概

要等を把握するとともに、主要管理施設、

重要水防箇所等の防災上重要な施設（箇所）

の緊急点検を実施する。  

・点検、巡視により異状を発見した場合は、

直ちに異常箇所等に対して応急措置を実施

する。 

・危険な箇所については、人的被害の発生を

防止するため、立ち入り禁止等必要な措置

を実施する。 

・施設等の被災により市民に被害が及ぶおそ

れがある場合は、直ちに市、消防機関、警

察等へ通報する。 

各協会 

 

(2) 被害の拡大及び二次災害の防止 

実施主体 対      策 協力依頼先 

県、国 ・パトロール及び緊急点検で、施設の異状や

被災が確認された場合、その危険の程度を

調査して、必要な応急措置を実施する。 

各協会 

県、国 

 

 

 

 

 

 

 

 

・河川管理施設及び許可工作物 

ア 堤防等河川構造物の損傷箇所の応急措置 

イ 低標高地域での浸水対策 

ウ 浸水被害の拡大防止と浸水を原因とする

事故等の発生防止対策   

エ 許可工作物の損傷等に関する指導及び助

言 

オ 油や危険物の流出等の事故対策 

カ その他河川管理に関する事項の調整 

各協会 
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実施主体 対      策 協力依頼先 

県、国 ・ダム施設 

ア 貯水位制限等の対策 

イ 止水処理等の応急措置 

ウ 関係機関への通知と一般住民への周知 

エ その他ダム施設の管理に関する事項 

各協会 

 

(3) 応急復旧 

実施主体 対      策 協力依頼先 

市 ・各施設の管理者は、被害の拡大防止に重点

を置いて、被害の状況、本復旧までの工期、

施工規模、資材並びに機械の有無等を考慮し

て、適切な工法により、応急復旧工事を実施

する。 

 

県、国 ・各施設の管理者は、被害の拡大防止に重点

を置いて、被害の状況、本復旧までの工期、

施工規模、資材並びに機械の有無等を考慮し

て、適切な工法により、応急復旧工事を実施

する。 

各協会 

 

 

(4) 市民に対する広報等 

実施主体 対      策 協力依頼先 

市 ・各施設の管理者から施設被害の規模と状況の

推移、被災箇所の応急工事の状況等の情報は、

市民へ逐次連絡する。 

・地震後は、気象状況等により被災箇所が急激

に拡大しやすくなるため、管理している施設の

施設被害の規模と状況の推移、被災箇所の応急

工事の状況等は、市民、警察、消防機関等へ逐

次連絡する。  

・被災した施設の被害規模が拡大し、市民の生

命に被害を及ぼすおそれがある場合は、適時、

避難指示等を発令する。 
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第 41 節 農地・農業用施設等の応急対策 

【関係部署】産業部 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

  ア 各主体の責務 

   (ｱ) 市の責務 

     地震発生直後の地震情報の収集・連絡にあたるとともに、土地改良区等施設

管理者と協力して農業用ダム・防災重点農業用ため池、地すべり危険箇所等の

緊急点検を行い、被害状況の把握及び応急対策を速やかに実施し、農地・農業

用施設等の機能回復に努める。 

   (ｲ) 土地改良区・施設管理者等の責務 

     地震発生直後の地震情報の収集・連絡にあたるとともに、市等と協力して各

管理施設の緊急点検を行い、被害状況の把握及び応急対策を速やかに実施し、

農地・農業用施設等の機能回復に努める。 

  イ 活動調整 

    見附市災害対策本部、県災害対策本部 

  ウ 達成目標 

   (ｱ) 農業用ため池の点検及び報告については、以下とおりとする。 

    ため池 

対象ため池 堤高１０ｍ以上又は貯水量１０万㎥以上、若しくは

決壊した場合人的被害を及ぼす恐れがあるため池 

対象地震 堤高１５以上は、ため池地点周辺が震度４以上 

（堤高１５ｍ未満は、震度５弱以上） 

緊急点検 目視による外観点検（２４時間以内に報告） 

 

   (ｲ) 頭首工、排水機場、地すべり防止施設、その他施設の点検及び報告について

は、以下のとおりとする。 

    a  県管理施設の頭首工及び排水機場は、震度５弱以上になった場合に緊急点

検を行い、２４時間以内に報告を行う。 

    b  県管理施設以外の頭首工及び排水機場、地すべり防止施設、その他事業実

施中の工事現場で、被災により付近住民等に危険を及ぼす可能性のあるもの

は、震度５弱以上になった場合に緊急点検を行い、２４時間以内に報告を行

う。 

   (ｳ) 緊急点検の結果、危険と認められる箇所については、震災後６時間以内に二

次災害防止措置を講ずる。また、緊急的に機能回復を行う必要のある農地・農

業用施設等においては、震災後２４時間以内に応急復旧を行う。 
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(2) 要配慮者に対する配慮策 

緊急点検の結果、危険と認められる箇所については、市民に対する避難のための

勧告・指示等を行うとともに、適切な避難誘導を実施する。 

 

２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

土地改良区 

施設管理者等 
市 被害情報、危険箇所等の情報 

市 県 被害情報、避難情報等 

県 北陸農政局 被害情報、危険箇所等の情報 

 

 (2) 被災地へ 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

県 市 県管理施設の被害情報 

市町村 
土地改良区 

施設管理者等 

緊急資材等調達・輸送情報 

応急工事の実施予定等 

 

３ 業務の体系 

  ☆地震発生  

 

   （地震情報の収集、連絡） 

 

         （構造物の安全性、施設の利用可能性、周辺状況の把握） 

  

  

 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(立入禁止、避難誘導等の措置) 

(関係者、関係機関への連絡・通報) 
(被害拡大の可能性あり) 

施設の緊急点検 

被害状況の把握 

施設の機能復旧・供用再開 

原形復旧 応急復旧 

災害復旧工事 

緊急措置 

(被害なし) 

 

(被害小) (被害大) 
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４ 業務の内容 

 (1) 土砂災害等危険箇所の応急対策の実施 

実施主体 対  策 協力依頼先 

県 

市 

 

・パトロール要員等を配置し、巡回監

視による危険防止の措置を講ずる。 

・危険性が高い箇所については、関係

機関や市民に周知を図り、不安定土砂

の除去、仮設防護柵等の設置を行う。 

・二次災害のおそれのある場合には、

速やかに適切な避難誘導等を行う。 

北陸農政局 

関係機関 

建設業協会 

専門技術者等 

土地改良区 

施設管理者 

・パトロール要員等を配置し、巡回監

視による危険防止の措置を講ずる。 

・危険性が高い箇所については、関係

機関や市民に周知を図り、不安定土砂

の除去、仮設防護柵等の設置を行う。 

県 

市町村 

他関係機関 

建設業協会 

専門技術者等 

 

 

 

 

(2) 主要構造物や建築物（揚排水機場等）の応急対策の実施 

実施主体 対  策 協力依頼先 

県 

 

・専門技術者等を活用して、県管理施

設の被災構造物に対する応急危険度

判定を速やかに実施する。 

・パトロール要員等を配置し、巡回監

視による危険防止の措置を講ずる。 

・災害のおそれのある場合には速やか

に適切な避難誘導等を実施する。 

北陸農政局 

市 

他関係機関 

建設業協会 

専門技術者等 

市 

 

・パトロール要員等を配置し、巡回監

視による危険防止の措置を講ずる。 

・災害のおそれのある場合には速やか

に適切な避難誘導等を実施する。 

県 

他関係機関 

建設業協会 

専門技術者等 

土地改良区 

施設管理者 

・専門技術者等を活用して、被災構造

物等に対する応急危険度判定を速や

かに実施する。 

・パトロール要員等を配置し、巡回監

視による危険防止の措置を講ずる。 

県 

市 

他関係機関 

建設業協会 

専門技術者等 
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 (3) 浸水区域における応急排水対策の実施 

実施主体 対  策 協力依頼先 

県 

 

・締め切り工事を行うとともに、県所

有の排水ポンプ等により排水対策を

行う。 

・不足する場合は、支援可能な関係機

関に依頼し必要台数を確保する。 

北陸農政局 

市 

他関係機関 

建設業協会等 

市 

 

・締め切り工事を行うとともに、排水

ポンプによる排水対策を行う。 

・不足する場合は、県所有の排水ポン

プを借り受ける等、支援可能な関係機

関に依頼し必要台数を確保する。 

県 

他関係機関 

建設業協会等 

土地改良区 

施設管理者 

・締め切り工事を行うとともに、排水

ポンプによる排水対策を行う。 

・不足する場合は、県所有の排水ポン

プを借り受ける等、支援可能な関係機

関に依頼し必要台数を確保する。 

県 

市 

他関係機関 

建設業協会等 

 

 

 

 (4) 集落間の連絡農道及び基幹農道の応急対策の実施 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 

 

・避難路や緊急輸送路の確保のため優

先して応急復旧と障害物の除去を実

施する。 

・通行が危険な道路については県、警

察機関等に通報するとともに通行禁

止等の措置を講ずる。 

県 

他関係機関 

建設業協会等 

土地改良区 

施設管理者 

・避難路や緊急輸送路の確保のため優

先して応急復旧と障害物の除去を実

施する。 

・通行が危険な道路については県、警

察機関等に通報するとともに通行禁

止等の措置を講ずる。 

県 

市 

他関係機関 

建設業協会等 
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(2) 要配慮者に対する配慮策 

緊急点検の結果、危険と認められる箇所については、市民に対する避難のための

勧告・指示等を行うとともに、適切な避難誘導を実施する。 

 

２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

土地改良区 

施設管理者等 
市 被害情報、危険箇所等の情報 

市 県 被害情報、避難情報等 

県 北陸農政局 被害情報、危険箇所等の情報 

 

 (2) 被災地へ 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

県 市 県管理施設の被害情報 

市町村 
土地改良区 

施設管理者等 

緊急資材等調達・輸送情報 

応急工事の実施予定等 

 

３ 業務の体系 

  ☆地震発生  

 

   （地震情報の収集、連絡） 

 

         （構造物の安全性、施設の利用可能性、周辺状況の把握） 

  

  

 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(立入禁止、避難誘導等の措置) 

(関係者、関係機関への連絡・通報) 
(被害拡大の可能性あり) 

施設の緊急点検 

被害状況の把握 

施設の機能復旧・供用再開 

原形復旧 応急復旧 

災害復旧工事 

緊急措置 

(被害なし) 

 

(被害小) (被害大) 
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４ 業務の内容 

 (1) 土砂災害等危険箇所の応急対策の実施 

実施主体 対  策 協力依頼先 

県 

市 

 

・パトロール要員等を配置し、巡回監

視による危険防止の措置を講ずる。 

・危険性が高い箇所については、関係

機関や市民に周知を図り、不安定土砂

の除去、仮設防護柵等の設置を行う。 

・二次災害のおそれのある場合には、

速やかに適切な避難誘導等を行う。 

北陸農政局 

関係機関 

建設業協会 

専門技術者等 

土地改良区 

施設管理者 

・パトロール要員等を配置し、巡回監

視による危険防止の措置を講ずる。 

・危険性が高い箇所については、関係

機関や市民に周知を図り、不安定土砂

の除去、仮設防護柵等の設置を行う。 

県 

市町村 

他関係機関 

建設業協会 

専門技術者等 

 

 

 

 

(2) 主要構造物や建築物（揚排水機場等）の応急対策の実施 

実施主体 対  策 協力依頼先 

県 

 

・専門技術者等を活用して、県管理施

設の被災構造物に対する応急危険度

判定を速やかに実施する。 

・パトロール要員等を配置し、巡回監

視による危険防止の措置を講ずる。 

・災害のおそれのある場合には速やか

に適切な避難誘導等を実施する。 

北陸農政局 

市 

他関係機関 

建設業協会 

専門技術者等 

市 

 

・パトロール要員等を配置し、巡回監

視による危険防止の措置を講ずる。 

・災害のおそれのある場合には速やか

に適切な避難誘導等を実施する。 

県 

他関係機関 

建設業協会 

専門技術者等 

土地改良区 

施設管理者 

・専門技術者等を活用して、被災構造

物等に対する応急危険度判定を速や

かに実施する。 

・パトロール要員等を配置し、巡回監

視による危険防止の措置を講ずる。 

県 

市 

他関係機関 

建設業協会 

専門技術者等 
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 (3) 浸水区域における応急排水対策の実施 

実施主体 対  策 協力依頼先 

県 

 

・締め切り工事を行うとともに、県所

有の排水ポンプ等により排水対策を

行う。 

・不足する場合は、支援可能な関係機

関に依頼し必要台数を確保する。 

北陸農政局 

市 

他関係機関 

建設業協会等 

市 

 

・締め切り工事を行うとともに、排水

ポンプによる排水対策を行う。 

・不足する場合は、県所有の排水ポン

プを借り受ける等、支援可能な関係機

関に依頼し必要台数を確保する。 

県 

他関係機関 

建設業協会等 

土地改良区 

施設管理者 

・締め切り工事を行うとともに、排水

ポンプによる排水対策を行う。 

・不足する場合は、県所有の排水ポン

プを借り受ける等、支援可能な関係機

関に依頼し必要台数を確保する。 

県 

市 

他関係機関 

建設業協会等 

 

 

 

 (4) 集落間の連絡農道及び基幹農道の応急対策の実施 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 

 

・避難路や緊急輸送路の確保のため優

先して応急復旧と障害物の除去を実

施する。 

・通行が危険な道路については県、警

察機関等に通報するとともに通行禁

止等の措置を講ずる。 

県 

他関係機関 

建設業協会等 

土地改良区 

施設管理者 

・避難路や緊急輸送路の確保のため優

先して応急復旧と障害物の除去を実

施する。 

・通行が危険な道路については県、警

察機関等に通報するとともに通行禁

止等の措置を講ずる。 

県 

市 

他関係機関 

建設業協会等 
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第 42 節 農林業応急対策 

【関係部署】産業部 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

ア 各主体の責務 

      (ｱ) 農林業生産者、農林業施設の所有者・管理者 

    ａ 地震に対する備えとして、施設の耐久性の向上、火災・自然災害保険への

加入等に努める 

        ｂ 施設の管理について一貫した管理体制がとれるよう体制の整備を図るとと

もに災害発生時に応急措置を施すことができるよう平時から危険箇所等の定

期的な点検を実施する。 

    ｃ 被害が発生した場合は、当該災害の収束状況を見極めつつ、応急措置や二

次災害の発生防止及び事後対策を実施するとともに、被害状況を市、関係団体

等へ速やかに連絡する。 

(ｲ) 関係団体の責務 

ａ 農業協同組合 

組合員の農業被害状況の把握を行うとともに、市等が行う農業被害の取り

まとめに協力し、農業被害の応急対策のための栽培技術指導、経営指導を行

う。 

       ｂ 新潟県農業共済組合 

農業共済関連被害の状況について、速やかに取りまとめ、市と県に情報提

供するとともに、二次災害の発生防止等について必要な応急措置を講ずる。 

        ｃ 森林組合 

     (a) 市、県地域振興局等と相互に協力して、林産物、製材品及び林業・木材

産業関係施設（以下林業等関係施設）の被害状況を把握し、県地域振興局

へ報告する。 

     (b) 市、県地域振興局等と相互に協力し、林産物、製材品及び林業等関係施

設の被害に応じ応急対策を講じ、生産者等の指導を行う。 

      (ｳ) 市 

        ａ 関係団体の協力を得ながら農産物、林産物及び農林業用施設の被害状況を

把握し、県地域振興局等に報告する。 

        ｂ 被害状況により、二次災害を防止するため、関係団体・農林業者に対し、

必要な指導・指示を行う。 

    ｃ 県、関係団体等の協力を得ながら、農産物、林産物及び農林用施設の被害

状況に応じ、応急対策を講じるとともに関係者等への指導を行う。 

      イ 達成目標 

        ａ 24 時間以内に緊急被害状況調査をとりまとめる。 

        ｂ 被害状況により、３日以内に二次災害防止するための指導、指示を行う。 

ｃ 被害状況により、１週間以内に応急対策を講じるとともに、復旧用農林業
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用資機材、農薬、種苗等の供給・確保について関係団体に協力を要請する。 

  (2) 積雪期の対応 

市は、積雪による二次被害のおそれがある場合は、関係団体・生産者等に対し緊

急措置等の指導等を行う。 

     

２ 情報の流れ 

  (1) 被災地から 

 情報発信者  →  情報受信者  主な情報内容 

生産者・関係団体 市 被害状況、被災者ニーズ 

市 地域振興局 被害状況、被災者ニーズ 

 

  (2) 被災地へ 

 情報発信者  →  情報受信者  主な情報内容 

地域振興局 市 具体的な指導 

 

３ 業務の体系 

 

（被害状況の把握） （二次被害防止指導） （応急対策）

対応策の検討

電話等による把握

現地の確認

被害状況の報告

関係機関等への要請

☆地震発生

（震 災 被 害 等 の 解 消）

～12ｈ

～24ｈ

直後

～３日

～７日

対応策の検討

災害防止指導・指示 応急対策指導
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４ 業務の内容 

(1) 農作物及び農業用施設 

ア 被害状況の把握 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 農業協同組合等の協力を得ながら農作物

及び農業用施設の被害状況を把握(雪害時

にあっては併せて降雪、積雪の状況も把握)

し、地域振興局農林水産振興部(以下｢地域

振興局｣という)に報告する。 

農業協同組合、

県農業共済組合

等 

県（ 地 域振 興

局） 

市からの報告及び自らの調査にもとづい

て被害状況等を取りまとめ、県災害対策本

部に報告する。 

市 

イ 二次災害防止指導 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 農業用施設の被害状況により必要がある

と認めたときは、二次災害を防止するため、

農業協同組合、農家及び施設の所有者又は

管理者に対し、次の指導又は指示を行うも

のとする。 

１ 余震等による農舎、園芸ハウス等の倒

壊防止措置 

２ 農業用燃料の漏出防止措置 

３ 農薬の漏出防止措置 

農業協同組合、

県農業共済組合

等 

ウ 応急対策 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市・県(地域振

興局) 

農業協同組合等の協力を得ながら、農作

物及び農業用施設の被害状況に応じ、次の

応急措置を講じ又は関係者を指導するもの

とする。 

１ 農作物の病害虫発生予防のための措置 

２ 病害虫発生予防等のための薬剤の円滑

な供給 

３ 応急対策用農業用資機材の円滑な供給 

４ 農作物の生育段階に対応する生産管理

技術指導 

５ 種苗の供給体制の確保 

６ 農業用施設の応急工事等の措置 

農業協同組合、

県農業共済組合

等 
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(2) 家畜及び家畜飼養施設 

    ア 被害状況の把握 

実施主体 対     策 協力依頼先 

農業協同組合、

農業共済組合 

・市等と連絡をとりながら、家畜飼養者の

被害状況調査等に協力する。 

 

市 ・家畜飼養者の被害状況を調査し、県に報

告する。 

 

農業協同組合 

県農業共済組合 

県 ・市等の協力を得ながら、被災地域の振興

局、家畜保健衛生所が家畜飼養者の被害

状況を現地調査する。（困難な場合は、

他地域から支援） 

               

市、関係団体 

 

イ 二次災害防止対策 

実施主体 対     策 協力依頼先 

農業協同組合、

農業共済組合

連合会 

・市からの指示、依頼を受け、二次災害防

止対策に協力する。 

 

市 ・家畜飼養者、農業協同組合等に下記の二

次災害防止対策を指示する。                                  

１ 畜舎の二次倒壊防止措置 

２ 停電発生農場への電源供給 

３ 生存家畜の救出 

４  家畜の逃亡防止及び逃亡家畜の捕

獲、収容による住民への危害防止措置 

農業協同組合 

県農業共済組合 

県 ・二次災害防止、応急対策の調整をする。  

１ 二次災害防止対策への協力 

２ 関係機関、団体への協力要請 

市、関係団体 

 

 

 

 

 

 

 



震災対策編 

第 3章第 42節 

「農林業応急対策」 

 278 

ウ 応急対策 

実施主体 対     策 協力依頼先 

市 ・県と連絡をとりながら、下記の応急対策

を実施、協力する。 

 

県 ・市の協力を得ながら、下記の応急対策を

講じる。 

１ 死亡・廃用家畜の処理 

・死亡家畜の受け入れ体制確保 

・死亡家畜の埋却許可  

・傷害による廃用家畜の緊急と畜に対す

る検査  

・家畜廃用認定 

 

・家畜緊急輸送 

 

２ 家畜伝染病の発生及びまん延防止のた

めの措置 

・家畜飼養者に対する衛生指導 

・被災家畜の健康診断、畜舎消毒 

・家畜伝染病予防接種体制の確保 

 

３ 動物用医薬品及び飼料等の供給 

・動物用医薬品（治療、消毒、予防）及

び器材の円滑な供給を要請 

・家畜飼料及び飼養管理用器材の円滑な

供給を要請 

 

 

 

新潟県化製興業(株) 

福祉保健部、新潟市 

県食肉衛生検査 

センター、新潟市 

県農業共済組合 

県家畜商協同組合 

 

 

 

農業協同組合 

県農業共済組合 

(社)県畜産協会 

 

 

県動物薬品器材

協会 

全農県本部、県酪 

農業協同組合連合会 
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(3) 林産物及び林産施設 

    ア 被害状況の把握 

実施主体 対     策 協力依頼先 

生産者等      ・市、関係団体へ被害状況及び緊急措置を

連絡する。 

・近隣の生産者等は県が協力依頼した関係

団体と協力し、被害状況と必要な緊急措

置等の情報を交換する。 

関係団体 

関係団体 ・市、県地域振興局等へ被害状況と必要な

緊急措置等を連絡する。 

・市、県地域振興局等と連絡をとりながら、

情報を収集する。 

市、県地域振興局 

市 ・県地域振興局等へ被害状況と必要な緊急

措置等を連絡する。 

・関係団体と連絡をとりながら、被害状況

を収集する。 

関係団体、県地域

振興局 

県地域振興局 ・県災害対策本部へ管内の被害状況と必要

な緊急措置等を取りまとめ連絡する。 

・市、関係団体と連絡をとりながら、被害

情報を収集するとともに、必要に応じ連

絡要員を派遣する。 

市、関係団体 

 

イ 二次災害防止 

実施主体 対     策 協力依頼先 

生産者等  ・市からの二次災害防止のための指導及び

指示事項を実施する。 

市、関係団体 

関係団体 ・市からの二次災害防止のための指導及び

指示事項を実施する。 

市、県地域振興局 

市 ・緊急に必要があるときは、二次災害防止

のため、生産者や関係団体等に対し、下

記の指導等を行う。 

１ 倒木等の除去 

２ 林業等関係施設の倒壊防止措置 

３ 燃料、ガス等漏出防止措置 

県地域振興局等 

県地域振興局 ・市に対し二次災害防止のために必要な緊

急措置、資材等の供給等を行う。 
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ウ 応急対策 

実施主体 対     策 協力依頼先 

生産者、関係団

体 

・林産物、製材品及び林業等関係施設の生

産・利用の再開に向けた応急対策を講ず

る。 

県地域振興局 

関係機関 

関係団体、市、

県地域振興局 

・相互に協力し、林産物、製材品及び林業

等関係施設の被害状況に応じ、下記の応

急対策を講じるとともに、生産者等への

指導を行う。 

１ 林地に亀裂又は地すべりが生じている

場合は、シートで覆う等の拡大防止措置 

２ 病害虫発生予防措置 

３ 病害虫発生予防等のための薬剤の円滑

な供給 

４ 応急対策用資機材の円滑な供給 

５ 林産物の生育段階に対応する生産管理

技術の指導 
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第 43 節 商工業応急対策 

【関係部署】産業部 

１ 計画の方針 

(1)  基本方針 

  ア 各主体の責務 

(ｱ) 企業・事業所の責務 

      災害による事業中断を最小限にとどめるため、リスクマネジメントの実施に

努め、ＢＣＰ（事業継続計画）を策定し、災害時にはこれにより必要な初

動対策を講じる。 

(ｲ) 商工団体の責務 

ａ 会員・組合員等の被災状況を把握する。 

ｂ 商工会・商工会議所は被災中小企業者のための現地相談窓口の設置に協

力する。 

ｃ 行政等の支援策に関する情報を会員・組合員等へ周知する。 

   (ｳ) 市の責務 

ａ 企業・事業所の被害状況を把握する。 

ｂ 被災中小企業者のための現地相談窓口の設置に協力する。 

ｃ 行政等の支援策について被災中小企業者等に周知する。 

   (ｴ) 県の責務 

ａ 商工団体、主要企業等からの聴取及び技術支援センターの現地調査等に

より被害状況を把握する。 

ｂ 市を通じ中小企業の直接被害件数、被害額を把握する。 

ｃ 被害状況、被害件数及び被害額を国に報告する。 

ｄ 必要な関係機関に対し被災中小企業の復旧等への協力・支援を要請する。 

ｅ 被災中小企業者のための現地相談窓口を設置する。 

ｆ 報道機関等に対し被災地の企業・事業所の稼働状況等の適切な情報提供

を行い、風評被害を防止する。 

※ｄ～ｆは被災状況により対応 

  イ 達成目標 

   ａ 県は災害発生後２４時間以内に被災地の主な商工業の被害概要を把握する。  

   ｂ 県は被災状況を勘案し必要と認められる場合は、原則として災害発生後７日

以内に関係機関の協力を得ながら現地相談窓口を設置する。 

ｃ 県は災害発生後７日（特に被害が大きい場合は１５日）以内に市を通じて中

小企業の直接被害額を把握し、国に報告する。 
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２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

商工会・商工会議所

等商工団体 
市 被害状況 

地場産地企業・産地

組合         

市 被害状況 

 

商店街組合、大規模

小売店、共同店舗 

市 
被害状況 

工業団地等進出企業 市 被害状況 

観光施設 市 被害状況 

市 県 被害状況 

  

(2) 被災地へ 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

県 市・商工団体 
被災状況、現地相談窓口の設

置、支援策 

市 企業・事業所 現地相談窓口の設置、支援策 

 

３ 業務の体系 

   ☆地震発生  

 

直   後      被害状況の把握       

 

 

１～２日      現地状況の確認   

 

２～３日      現地相談窓口の設置検討  

 

～７日      現地相談窓口の設置     市の被害額把握  

 

 

 ～１５日                     国へ報告    
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４ 業務の内容 

 (1) 被災状況の把握 

実施主体 対  策 協力依頼先 

県 ・ 県産業労働部各課は所管する商工

団体、主要企業、観光施設等から被

災状況を聴取する。 

・ 技術支援センターは支援企業等の

被災状況を確認する。 

・ 被災地市町村に管内商工観光業の

被害状況の調査を依頼し、取りまと

める。 

・ 国に被害状況を報告する。 

企業・事業所 

商工団体 

市 

市 ・ 管内の商工業の被災状況を調査し、

県に報告する。 

企業・事業所 

商工団体 

 

(2) 関係機関への協力・支援要請 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市 ・ 被災地の状況に応じ、関係機関に対

し必要な支援・協力を要請する。 

金融機関等 

 

(3) 相談窓口の設置 

実施主体 対  策 協力依頼先 

県 ・ 被災中小企業者等の相談に応じる

ための現地相談窓口を設置する。 

 

(財)にいがた産業

創造機構 

市 

商工会・商工会議所 

新潟県信用保証協会 

政府系金融機関 

 

(4) 風評被害対策 

実施主体 対  策 協力依頼先 

県 被災地域、被災状況について適切な情

報を提供する。 

報道機関、旅

行代理店等 

市 被災地域、被災状況について適切な情

報を提供する。 

嘱託員、報道

機関等 
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第 44 節 被害家屋調査・り災証明発行計画 

【関係部署】民生部 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

地震発生後、被害状況の把握及びり災証明書の円滑な発行を図るため、早期に建物

の被害調査を実施するとともに、り災台帳を作成し、被災者からの申請に備える。ま

た、建物の被害認定結果が各種支援制度の基準となることから、適正な被害認定がで

きる体制の整備に努める。 

 (2) それぞれの責務 

  ① 市民・事務所等の責務 

    市が実施する被害家屋調査の申請及び調査への協力を行い、適正な認定が受けら

れるように努める。 

  ② 市の責務 

    迅速な被害家屋調査の実施に努めるとともに、補助員体制や申請者への連絡等の

各種事前準備体制の整備に努める。また、被災建築物応急危険度判定及び被災宅地

危険度判定との区別を積極的に周知する。 

  ③ 県の責務 

    他の市町村及び建築関係団体に協力を求め、市が実施する被害家屋調査を支援す

る。 

 (3) 主な取り組み 

り災証明書は各種支援制度の基準となることから、迅速かつ適切な被害家屋調査

を実施し、被災者の生活基盤の回復と住宅の再建を促進するとともに、社会秩序の

維持を図る。 

 (4) 要配慮者への配慮 

調査の実施計画を検討する際には、在宅医療及び在宅介護を行っている家庭を優

先して実施する等の配慮を行う。 

 (5) 積雪期の対応 

調査の実施計画を検討する際には、積雪に対応した移動手段の選定及び家屋周囲

の積雪により外周の確認が十分に行うことができない場合等も想定し、これらの対

策も検討する。 

 

２ 業務の体系 

 

 被害家屋調査・り災証明等に関する広報の実施  

↓ 

 被害家屋調査の実施  

↓ 

 り災台帳の整備  

↓ 
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 り災証明書の発行  

↓ 

 再調査（二次調査）の実施  

 

３ 業務の内容 

 (1) 被害家屋調査・り災証明等に関する広報の実施 

   被害家屋調査・り災証明等の実施を速やかに市民に広報するものとし、被害家屋

調査と被災建築物応急危険度判定及び被災宅地危険度判定との違いを被災者に正確

に伝えるよう留意する。また、り災証明書を必要とする各種施策の広報が必要な場

合は、当該政策担当部局との連携を図る。 

 (2) 被害家屋調査の実施 

   災害発生後、二次災害等のおそれがなくなり次第、担当部局が連携して調査を実

施する。 

  ① 調査実施計画の作成 

    災害における家屋被害の状況及びり災証明発行が求められる各種施策に関する

動き等を考慮して、調査実施計画を作成する。また、事前に被害概要を把握する必

要がある場合は、予備調査を実施する。 

  ② 調査用備品等の準備 

    調査計画に応じて、調査実施に必要な備品等を準備する。 

  ③ 他の市町村等への協力要請 

    市の職員だけでは人的に対応できない場合は、県、近隣市町村及び建築関係団体

等への協力を依頼する。 

 (3) り災台帳の整備 

   被害家屋調査の実施担当者は、調査の実施とあわせ、基本台帳となりうるり災台

帳を作成する。 

  ① 被害認定の判定基準 

    り災証明の根拠となる被害家屋の認定は、「災害に係る住家の被害認定基準につ

いて（平成 13 年 6 月 28 日府政防第 518 号通知）」に基づき、1 棟単位で行う。 

   判定にあたっては、原則として「災害に係る住家の被害認定基準運用方針（内閣府）」

に沿って被害家屋調査を行う。 

② 被害認定の結果通知 

  被害家屋調査終了後、被災者に対し被害の判定結果を速やかに通知する。 

 (4) り災証明書の発行 

   作成したり災台帳に基づき、被災者の申請によりり災証明書を発行する。なお、

り災台帳により確認できないものは、一部の例外を除き申請者の立証資料等に基づ

き発行する。 

 (5) 再調査（第二次調査）の実施 

   被害認定に係る再調査は、被災者の申し出があった場合に実施する。 
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第 45 節 応急住宅対策 

【関係部署】総務部、福祉保健部、建設部 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

災害により住家が滅失した被災者のうち自己の資力では住宅を確保できない者に

ついて、災害救助法に基づく応急仮設住宅（民間住宅の借り上げを含む）を設置し

被災者を収容し、また家屋の応急修理を実施してその援護を推進する。 

また、住宅が滅失した被災者に公営住宅の空家を仮住宅として提供するとともに、

民間の賃貸住宅への入居を希望する場合は物件情報を提供し、被災者の居住の安定

を図る。 

ア 市の責務 

  被災した住宅、宅地の被害状況等を調査するとともに、応急住宅対策に関する

被災者の希望を把握する。 

  応急仮設住宅の建設地を選定し、県の行う応急仮設住宅の供与に協力する。 

  県から委任を受けて応急修理事務を実施する。 

市営住宅の空家を仮住宅として提供する。 

イ 県の責務 

  応急仮設住宅を設置し避難者に供与する。 

  県から委任を受け市が実施する応急修理の事務を補助する。 

 県営住宅の空家を仮住宅として提供する。 

 民間住宅の空き家情報等を提供する。 

ウ 達成目標 

  応急仮設住宅の供与等を実施し、避難所等にいる避難者を早期に解消する。 

 

(2) 要配慮者に対する配慮 

   高齢者・障害者向け応急仮設住宅の設置に努め、仮設住宅への収容や公営住宅の

入居に際しては要配慮者世帯を優先して入居させる。 

 

２ 情報の流れ 

(1) 被災地から  

情報発信者→情報受信者  主な情報内容 

被災者  市  住宅の被害状況  

応急仮設住宅の入居希望  

応急修理の希望  

公営住宅の入居希望  

市  県  住宅の被災戸数  

応急仮設住宅の必要戸数・建設予定地  

応急修理希望世帯数等  
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 (2) 被災地へ  

情報発信者→情報受信者 主な情報内容 

県 市 応急仮設住宅の建設決定 

応急修理事務の委任 

市 被災者 応急仮設住宅の入居申し込み手続き 

応急修理の申し込み手続き 

県 被災者 応急仮設住宅の設置状況、応急修理制度の概要 

公営住宅等の空き家情報 

 

３ 業務の流れ 

民 間 賃 貸 住 宅 の 紹 介

会員業者の住宅あっせん

災害救助法に基づく被害調査

厚生労働省との協議

被 災 戸 数 の 確 定

公 営 住 宅 の 特 例 入 居

一部破損 県宅地建物取引業協会

★ 災害発生

全 壊 半 壊

自力建設 災害救助法による供与対象者の確定

応 急 仮 設 住 宅 建 設 戸 数 の 決 定 応 急 修 理 の 世 帯 の 決 定

入 居

入 居 契 約

自力修繕

建 設

入 居

市 町 村 が 当 該 市 町 村 の

指 定 業 者 に 工 事 を 依 頼

工 事・請負又は賃貸借

　契約（リース）

建 設 用 地 の 選 定

設 計 図 書 作 成

契 約

 

 

４ 業務の内容 

 (1) 被災住宅調査 

実施主体 対     応 協力依頼先 

県 災害のため家屋に被害が生じた場合、応急仮設住宅

の建設及び住宅の応急修理に必要な調査を実施する。 

ア 市調査に基づく被災戸数（災害発生から 1 週間以

内を目途に確定） 

イ 市の住宅に関する要望事項 

ウ 市の住宅に関する緊急措置の状況及び予定 

エ 応急仮設住宅建設現地活動上の支障事項 

市 

建築士組合 

建築組合 
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オ その他住宅の応急対策実施上の必要事項 

市  災害により被災した住宅及び宅地の調査を行うと

ともに、応急住宅対策に関する被災者の希望を把握す

る。 

ア  住宅、宅地の被害状況の調査  

イ  被災地における市民の動向調査  

ウ  応急住宅対策（応急仮設住宅、応急住宅修理、

公営住宅の特例入居等）に関する被災者の希望

の把握・相談受付  

県  

建 設 業 協

同組合  

建 築 士 組

合  

建築組合  

 

(2) 応急仮設住宅の供与 

実施主体 対     応 協力依頼先 

県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 建設による供与 

(1)建設の方針 

ア 建設用地の選定 

 建設場所については、市があらかじめ選定して

おいた建設候補地の中から生活利便施設、保健衛

生、交通、教育等について考慮し、原則として公

有地を優先して選定する。ただし、止むを得ない

場合は、私有地を利用する。 

イ 建物の規模及び費用 

(ｱ) １戸当たりの建物面積及び費用は、新潟県災害

救助法施行細則による救助の程度等により定め

る基準の範囲内とする。 

ただし、世帯の構成人数により、基準運用が困

難な場合は、事前に内閣総理大臣と協議し、規模

及び費用の調整を行う。 

(ｲ) 建設資材の県外調達又は離島等で輸送費がか

さみ、限度額での施工が困難な場合は、内閣総理

大臣に協議の上、当該輸送費を別枠とする。 

ウ 建設の時期 

災害が発生した日から、原則として 20 日以内

に着工する。 

ただし、大災害等の事由により期間内に着工で

きない場合は、事前に内閣総理大臣に協議して延

長する。 

応急仮設住宅の供与は、災害発生から２ヶ月以

内を目途とする。 

(2) 応急仮設住宅の建設方法 

ア 知事は協定に基づき建設業関係団体の斡旋を

受けた業者と賃貸借契約を締結し、業者に応急

仮設住宅を設置させる。 

ただし、状況に応じ知事は、市長に建設を委任

市 

（一社）プ

レハブ建築

協会 

（社）新潟

県建設業協

会 
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することができる。 

イ 市長に応急仮設住宅の建設を委任する場合

は、建設戸数、規格、規模、構造、単価その他

必要な要件を定めて行う。 

(3) 協力要請 

県は、応急仮設住宅の建設に当たっては、協定を

締結した建設業関係団体等の協力を得て行う。 

(4)  入居者の選定及び管理の委任 

 応急仮設住宅の設置完了後、知事は速やかに市長

と委託協定を結び、入居者の選定及び管理を委任す

る。 

市 (1) 建設候補地の選定 

(ｱ)  市は、あらかじめ応急仮設住宅の建設用地と

して公有地を選定しておく。 

建設用地の適地としての公有地がない場合

は、あらかじめその他の適地を選定し、所有者

等と協議をしておく。 

(ｲ)  建設時に支障が出ないよう、可能な限り、ラ

イフラインを考慮して選定する。 

(2) 入居者の選定及び管理 

入居者選定及び応急仮設住宅の管理は、次のとお

り行う。 

ア 入居要件 

応急仮設住宅の入居の対象となる者は、次に掲

げる事項のいずれにも該当するものとする。 

(ｱ) 住家が全壊、全焼又は流失した者。 

(ｲ) 居住する住家がない者。 

(ｳ)  自らの資力では、住宅を確保することができ

ない者。 

イ 入居者の選定 

応急仮設住宅の設置戸数及び建設地を考慮し

ながら、入居要件に該当する被災者を入居者とし

て選定する。 

ウ 管理 

県と結んだ委託協定に基づき、安心・安全の確

保、心のケア、入居者によるコミュニティの形成、

女性をはじめとする生活者の意見の反映、家庭動

物の受入等に配慮し、善良な管理者の注意をもっ

て運営管理に努めるものとする。 

エ 供与の期間 

入居者に供する期間は、応急仮設住宅完成の日

から２年以内とする。 

 

県 ２ 民間住宅借り上げによる供与 

  被災状況を考慮し、建設型に併せて民間住宅を借

市 

（公社）新
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り上げ応急仮設住宅として供与する。 

  ただし、状況に応じ知事は、市長に借り上げを委

任することができる。 

  入居要件・供与期間・管理等は、建設型に準じる。   

潟県宅地建

物取引業協

会 

（公社）全

国賃貸住宅

経営者協会

連合会 

 

 (3) 被災住宅の応急修理の実施 

実施主体 対     応 協力依頼先 

市 (1) 応急修理の対象者 

ア 以下の全ての要件を満たす世帯 

(ｱ) 新潟県が災害救助法による救助を実施する区

域内に住家を有すること。 

(ｲ) 半壊又は大規模半壊の被害を受けたこと。 

(ｳ) 応急修理を行うことによって、避難所等への

避難を要しなくなると見込まれること。 

(ｴ) 応急仮設住宅（民間住宅の借り上げを含む）

を利用しないこと。※ 応急修理を行う被災者の

うち、応急修理の期間が１ヶ月を超えると見込ま

れる者であって、自宅が半壊（住宅としての利用

ができない場合）以上の被害を受け、他の住まい

の確保が困難な者は、応急修理中に応急仮設住宅

を利用することが可能。（災害の発生の日から原

則６ヶ月） 

イ 所得等の要件 

前年の世帯収入が、以下のいずれかの要件を満

たす世帯 

(ｱ) （収入額）≦500 万円の世帯 

(ｲ) 500 万円<（収入額）≦700 万円かつ、世帯主

が 45 歳以上又は要援護世帯 

(ｳ) 700 万円<（収入額）≦800 万円かつ、世帯主

が 60 歳以上又は要援護世帯 

(2) 応急修理の範囲 

以下の４項目のうちから、日常生活 に必要欠く

ことのできない部分であって、より緊急を要する箇

所について実施するものとする。 

なお、緊急度の優先順は、概ね次のとおりとする。 

(ｱ) 屋根、柱、床、外壁、基礎等の応急修理 

(ｲ) ドア、窓等の開口部の応急修理 

(ｳ) 上下水道、電気、ガス等の配管、配線の応急

修理 

(ｴ) 衛生設備の応急修理 

建築組合 

建築士組合 

建設業協同

組合 
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(3) 応急修理の費用 

応急修理に要する費用は、新潟県災害救助法施行

細則による救助の程度等により定める基準とする。 

(4) 応急修理の期間 

災害が発生した日から、原則として３か月以内

（国の災害対策本部が設置された災害においては

６ヶ月以内）に完了するものとする。 

ただし、交通機関の途絶その他の特殊な事情によ

り期間内に修理ができない場合は、事前に厚生労働

大臣の承認を受けて必要最小限度の期間を延長す

るものとする。 

(5) 応急修理の手続き 

別紙「応急修理事務手続き」を参照 

(6) 制度の広報 

広報誌、ホームページ等を通じ、わかりやすい広

報を行う。 

(7)相談窓口の設置 

  

(4) 公営住宅、公的宿泊施設等の特例使用 

実施主体 対     応 協 力 依 頼

先 

県 

市 

ア 県及び市は、被災者への仮住宅として、公営住宅

の空家を提供する。（行政財産の目的外使用許可手続

きによる。） 

イ 対象公営住宅は、被災地近隣の県営及び市営住宅

とする。被災地近隣の公営住宅でも不足する場合は、

県下の公営住宅を対象とし、県下の公営住宅でもな

お不足する場合は、隣接県に提供を要請する。 

ウ 県は、災害発生から３日以内を目途に、提供可能

な住宅を県ホームページやマスコミ等で公表する

とともに、状況に応じ被災地に相談所等を開設し、

あっせんに努める。 

都道府県 

近隣市町村 

 

(5) 民間賃貸住宅の紹介・あっせん 

実施主体 対     応 協力依頼先 

市 ア 必要に応じ地元業者と協議し、協力を依頼す

る。 

イ 物件情報を集約し、相談所等において民間賃貸

住宅への入居希望の被災者に物件の紹介、あっせ

ん手数料の無料協力を依頼する。 

賃貸住宅取り扱

い業者 
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(6) 住宅建設資材のあっせん 

実施主体 対     応 協力依頼先 

市 住宅建設資材等のあっせん要請を行う。 協定企業 

県  新潟木材組合連合会と協議し、被災地の近隣製材

工場に対し製材品の供給要請を行う。 

また、原木の在庫備蓄量の把握を行うとともに、新

潟県森林組合連合会、木材輸入商社・卸に対して木

材の供給要請を行うほか、必要により隣接県に対し

て木材及び製材品の供給あっせん要請を行う。 

新潟木材組合

連合会 

新潟県森林組

合連合会 

木 材 輸 入 商

社・卸 

隣接県 
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住宅の応急修理の手続き及び流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



震災対策編 

第 3章第 45節 

「応急住宅対策」 

 292-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(空白) 

 

 



震災対策編 

第 3章第 46節 

「ボランティア受入れ計画」 

 293 

第 46 節 ボランティア受入れ計画 

【関係部署】民生部 

１ 計画の方針 

 (1) 基本方針 

災害発生時の災害ボランティア活動が円滑に行われるよう、関係機関の支援・協

力により、新潟県災害ボランティア支援センター（以下「県支援センター」という。）

及び市災害ボランティアセンター（以下「ボランティアセンター」という。）の設置

及び運営を迅速かつ的確に実施する。 

  ア 各主体の責務       

   (ｱ) 市の責務 

ａ 災害が発生し、災害ボランティア活動の必要があるとき、市災害対策本部、

民生部、見附市社会福祉協議会協議及び関係団体と協議してボランティアセ

ンター設置を検討する。 

b ボランティアセンターの設置に伴い職員を派遣し、同センターの運営を支援

する。 

c 市災害対策本部とボランティアセンターで情報を共有する。 

   (ｲ) ボランティアセンターの責務 

 ａ ボランティアセンターの運営や避難所などの施設運営に係るボランティア

需要の把握を行う。 

 ｂ 上記、把握に基づいた人員の調整や関係機関などへボランティア需要に基

づいた情報の発信を行う。 

 ｃ 駆けつけたボランティアの受入、登録を行う。 

 ｄ ボランティア活動を支援する救援物資の確保、仕分けを行う。 

 ｅ その他、ボランティア需要に基づいた活動を行う。 

  イ 活動調整 

    ボランティアセンター、県支援センター 

  ウ 達成目標 

    災害ボランティアの受入計画は、概ね次による。 

地震発生後３時間以内 県支援センターの設置 

  〃  ６時間以内 県支援センターの運営、情報の受発信 

地震発生後１２時間以内 
調整会議構成団体による被災地のボ

ランティア需要の把握 

〃  ２４時間以内 
ボランティアセンターの設置、被災地

のボランティア需要の把握 

〃  ２日以内 災害ボランティア受入広報の発信 

 

 

 



震災対策編 

第 3章第 46節 

「ボランティア受入れ計画」 

 294 

 

２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から  

情報発信者  →  情報受信者  主な情報内容 

避難所、避難者 ボランティアセンタ

ー 

被災地ボランティア需要 

ボランティアセンタ

ー 

県支援センター、市

災害対策本部 

集約された被災地ボランテ

ィア需要 

県支援センター、市

災害対策本部 

県災害対策本部、他

の行政機関、関係団

体 

集約された被災地ボランテ

ィア需要、調達情報 

 

 (2) 被災地へ  

情報発信者  →  情報受信者  主な情報内容 

県災害対策本部、他

の行政機関、関係団

体 

県支援センター、市

災害対策本部 

供給予定情報 

県支援センター、市

災害対策本部 

ボランティアセンタ

ー 

供給予定情報 

ボランティアセンタ

ー 

避難所、避難者 供給予定情報 

 

 

 

 

３ 業務の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆地震発生 

 

３ｈ以内  県支援センターの設置  

 

～６ｈ     情報の発信      

 

～24ｈ               ボランティアセンターの設置 

 

２日目～               ボランティア受入れ広報の発信 

 

ボランティアの受入れ 
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４ 業務の内容 

  ボランティアセンターの運営 

実施主体 対     策 協力依頼先 

見附市社会福祉

協議会 

・ボランティアセンターに職員を派遣し

運営を支援 

被災地以外の市町村社会福祉

協議会 

市 ・ボランティアセンター運営に係る資機

材の提供 

・ボランティアセンターに職員を派遣し

運営を支援 

・運営に係る統括及び資金管理 

県内外の市町村等の行政機関 

県支援センター ・ボランティアセンターに本部員を派遣

し運営を支援 

国や他県などの行政機関 

県内ＮＰＯ・日

本青年会議所 

・ボランティアセンターに会員等を派遣

し運営を支援 

県内外のＮＰＯ等 
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第 47 節 義援金の受入れ・配分計画 

【関係部署】総務部、出納部 

１ 義援金の配分 

  大規模な災害による被災者に対し、全国から寄せられる義援金について、その受入

体制及び配分方法等を定め、確実、迅速に被災者に配分する。 

 

２ 義援金の受入れ・配分フロー図 

 

   義援金受入れの周知   受入口座の設定・周知 

       ↓ 

  義援金の受入れ及び保管  現金領収及び金融機関への口座振替 

       ↓ 

    義援金の配分     配分委員会の開催、義援金の配分 

 

３ 義援金受入れの周知 

  市は、義援金の受入れについて一般への周知が必要と認められる場合は、日本赤十

字社新潟県支部及び新潟県共同募金会の協力を得て、ホームページ及び報道機関等を

通じ、次の事項を公表する。 

ア 振込金融機関口座（金融機関名、口座番号、口座名等） 

イ 受入窓口 

 

４ 義援金の受入れ及び保管 

  市、日本赤十字社新潟県支部見附地区は、次により義援金を受け入れる。 

市 

１ 受入窓口 

（１）受入窓口は、出納部（会計課）とする。  

２ 現金の受入 

（１）一般から直接受領した義援金等については、寄託者等へ現金受領書を発

行し、歳入歳出外現金として入金する。 

（２）国又は地方公共団体からの見舞金は、歳計現金として入金する。  

３ 義援金等の管理 

（１）一般からの義援金は、歳入歳出外現金の災害見舞金として管理する。 

（２）国又は地方公共団体から市長あての見舞金は、歳計現金の寄附金として

管理する。 

日赤 

１ 一般からの受入窓口を開設する。 

２ 一般から直接受領した義援金については、寄託者への受領書を発行する。 

３ 振込口座を開設する。 
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５ 義援金の配分 

(1) 集まった義援金の配分方法は、必要に応じて、日本赤十字社新潟県支部見附市地

区、市社会福祉協議会、その他義援金受付団体等と協議し、決定する。厚生衛生班

はこの決定に基づき、適切かつ速やかに被災者に配分する。  

(2） 市は、県等で組織された「義援金配分委員会」から配分された義援金について、

その配分基準に基づき配分する。 
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第 48 節 義援物資対策 

【関係部署】総務部、民生部 

１ 計画の方針 

(1) 基本方針 

全国から寄せられる大量の義援物資は、保管、仕分け、配送等に多大な労

力、保管場所及び時間が必要となるため、被災者が必要としているものの情

報などを的確に発信することにより、より迅速に被災者へ必要な物資配付を行

う。 

  ア 各主体の責務 

(ｱ) 市の責務 

・避難所の配置職員により、必要な物資・数量を把握し、市の指定する場所へ

送付してもらう。 

・早期に物流担当に民間業者を加え、迅速に効率的な配布を行う。 

・ＮＰＯ等と協力し、必要物資を迅速に被災者へ届ける。 

(ｲ) 県の責務 

・避難人数、避難場所等の情報提供を行い、現地に物資が直接届くようにする。 

・インターネット、マスコミ等により、「要るもの」「足りているもの」の情報

を発災６時間後には全国へ発信する。 

  イ 活動の調整 

       見附市災害対策本部（民生部）  

県災害対策本部 (食料物資部 ) 

  ウ 達成目標 

・ 被災地ニーズに沿った物資が、迅速に現地へ配送されること。  

・ 義援物資が被災地に与える影響について、被災地外の人々に実情を正しく理

解してもらうこと。 

 

２ 情報の流れ 

 (1) 被災地から 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

被災者、避難所、

NPO、ﾎﾞﾗﾝﾃｲｱ 

市、 

見附市社会福祉

協議会 

被災地ニーズ 

市 県 集約された被災地ニーズ 

市 協定先企業・団体 調達要請 

市 国民 物資取扱方針 
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 (2) 被災地へ 

情報発信者 → 情報受信者 主な情報内容 

県 市 供給予定情報 

市 
被災者、避難所、

NPO、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 
供給情報 

 

３ 業務の体系 

   ☆風水害発生 

  (提供申出対応)  （情報発信）  （情報収集） 

直後 

～6 時間

後 

 物資受入方針に基づ

く電話、ﾒｰﾙ、FAX 対

応 

 物資取扱方針情報  被災地ﾆｰｽﾞ 交通情報 

        

        

1日目～ 

  6 日

目 

 物資受入方針に基づ

く電話、ﾒｰﾙ、FAX 対

応 

 被災地ﾆｰｽﾞ、要求、調達

情報 

交通情報 

 被災地ﾆｰｽﾞ 交通情報 

        

7日目  留守番電話対応  義援物資受入の停止宣言  被災地ﾆｰｽﾞ  

        

        

        

 

４ 業務の内容 

(1) 情報収集 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市災害対策本

部 

・最新の被災地ニーズ、物資在庫量及 

び提供申出者からの提供可能量の把

握 

・配送等にかかる道路・交通情報の把

握 

提供申出者、

県災害対策本

部（生活基盤

対策部）、NPO、

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 

 

(2) 情報発信  

実施主体 対  策 協力依頼先 

市災害対策本

部 

物資取扱いに係る基本方針  

・  被災地ニーズ  

・ 被災地状況  

・ 市の受入れ方針等をいち早く、

市ホームページやマスコミを通

じて情報発信する。  

報道機関 
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 (3) 義援物資提供の受付対応 

実施主体 対  策 協力依頼先 

市災害対策本

部 

被災地が必要としているもの、必要

量、送付場所及び送付方法を的確に知

らせる。 

提供申出者 
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第 49 節 災害救助法による救助 

【関係部署】総務部 

災害救助法(以下「法」という。)による応急救助は、災害発生直後の混乱期における

被災者保護及び社会秩序の保全を目的とした緊急の措置であり、人命の保護、衣食住の

確保等の活動がもたらす影響は極めて大きいことから、法適用の必要が認められた場合

は速やかに所定の手続きを行うと共に、県と連携して迅速かつ的確な災害救助業務を実

施するものとする。 

 

１ 災害救助法の適用 

(1) 知事は、県内に法を適用する災害が発生した場合は、地方自治法第 2 条第 9 項第 1

号に規定する国からの法定受託事務として応急的に必要な救助を行い、被災者の保

護と社会秩序の保全を図る。(法第 2 条) 

(2) 知事は、救助を迅速に行う必要があると認めるときは、その権限に属する事務の

一部を市長が行うこととすることができる。(法第 1 3 条第 1 項、県法施行細則第 1 7

条) 

(3) 市長は、上記(2)により市長が行う事務を除くほか、知事が行う救助を補助するも

のとする。(法第 1 3 条第 2 項、県法施行細則第 1 7 条) 

(4) 市長は、災害の事態が急迫して、知事による救助の実施を待つことができない時

は、自ら必要な救助に着手すると共に、その状況を直ちに知事に情報提供し、その

後の処置に関して知事に協議するものとする。(県法施行細則第 3 条) 

 

２ 災害救助法の適用基準 

(1) 基準の内容 

法による救助は次により行う。 

ア 適用単位は、市町村の区域単位とする。 

イ 同一災害によることを原則とする。 

例外として 

(ｱ) 同時点又は相接近して異なる原因による災害 

(ｲ) 時間的に接近して、同一市町村の別の地域での同種又は異なる災害による場

合でも社会的混乱の同一性があれば法適用の対象とする。 

ウ 市町村又は県の人口に応じ一定の被害世帯以上に達した場合で、かつ、被災者が

現に救助を必要とする状態にあること。 

(2) 適用基準 

  見附市の場合は、次のア～オのいずれか一つに該当する場合は法が適用される。 

ア 市内の住家滅失世帯が、60 世帯以上であるとき。 

イ 県下の住家滅失世帯数が 2,000 世帯以上であって、見附市の住家滅失世帯数が 30

世帯以上であるとき。 

ウ 県下の住家滅失世帯数が 9,000 世帯以上であって、見附市の住家滅失世帯数が多

数であるとき。 
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エ 災害が隔絶した地域に発生したものである等、災害にかかった者の救護を著しく

困難とする厚生労働省令で定める次の事情がある場合で、かつ、多数の住家が滅失

したとき。 

(ｱ) 災害にかかった者に対する食品若しくは生活必需品の給与等について特殊の

補給方法を必要とし、又は災害にかかった者の救出について特殊の技術を必要

とすること。 

オ 多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受ける恐れが生じた場合であって、

厚生労働省令に定める次の基準のいずれかに該当するとき。 

(ｱ)災害が発生し、又は発生するおそれのある地域に所在する多数の者が、避難し

て継続的に救助を必要とすること。 

(ｲ)災害にかかった者に対する食品若しくは生活必需品の給与等について特殊の補

給方法を必要とし、又は災害にかかった者の救出について特殊の技術を必要と

すること。 

 

３ 被害状況の判定基準 

(1) 滅失世帯の認定 

住家滅失世帯数の算定に当たっては、住家が全壊、全焼、又は流失した世帯を標

準とし、住家が半壊、又は半焼した世帯は 2 世帯をもって、住家が床上浸水、土砂・

竹木等のたい積により一時的に居住することができない状態となった世帯は 3 世帯

をもって、それぞれ住家が滅失した一つの世帯とみなす。 

   (全壊・全焼・流失)+(半壊・半焼×1/2)+(床上浸水等×1/3)=滅失世帯数 

(2) 住家滅失の認定 

ア 住家全壊 

  (ｱ) 住家全部が倒壊、流失、埋没、焼失したもの。 

  (ｲ) 住家の損壊が甚だしく、補修により元通りに再使用することが困難なもので、

次に該当するもの。 

a 住家の損壊・焼失もしくは流出した部分の床面積が、その住家の延べ面積の

70%以上に達した程度のもの。 

b 住家の主要な構成要素(壁、柱、はり、屋根、階段等)の経済的被害を住家全

体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 50%以上に達した程度のもの。 

 イ 住家半壊 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの(損壊が甚だしいが

補修すれば元どおりに再使用できる程度のもの)で次に該当するもの 

(ｱ) 損壊部分がその住家の延べ床面積の 20%以上 70%未満のもの。 

(ｲ) 住家の主要な構成要素(壁、柱、はり、屋根、階段等)の経済的被害を住家全

体に、占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 20%以上 50%未満のもの。 

 ウ 床上浸水 

 住家が床上浸水、土砂・竹木等のたい積により一時的に居住することができない

状態となったもの。 
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(3) 世帯及び住家の認定 

ア 世帯 

(ｱ) 生計を一にしている実際の生活単位をいう。 

(ｲ) 学生等を宿泊させている寄宿舎、下宿その他これらに類する施設に宿泊する

者で、共同生活を営んでいる者については、原則としてその寄宿舎全体を 1 世

帯とする。 

イ 住家   

(ｱ) 現実にその建物を居住のために使用しているものをいう。 

(ｲ) 炊事場、便所、離れ座敷等生活に必要な建物が分離している場合は合して 1

住家とする。 

(ｳ) アパート、マンション等居住の用に供している部分が独立している場合は、

それぞれをもって 1 住家とする。 

(ｴ) 学校、病院等の施設の一部に住み込みで居住している者がある場合は、住家

とする。 

 

※1 損壊とは、住家が被災により損傷、劣化傾斜等何らかの変化を生じることによ

り、補修しなければ元の機能を復元し得ない状況に至ったものをいう。 

 2 主要な構成要素とは、住家の構成要素のうち造作等を除いたものであって、住家

のー部として固定された設備を含む。 

 

４ 災害救助法の適用手続き 

(1) 情報提供・適用要請 

市長は、災害が前記２災害救助法の適用基準のいずれかに該当し、又は該当する

見込であるときは、迅速かつ、正確に被害状況を把握して速やかに県に情報提供す

ると共に、被災者が現に救助を必要とする状態にある場合は、併せて法の適用を要

請するものとする。 

ア 情報提供担当者 

情報提供の適確性を期するため、情報提供主任及び副任を定めるものとする。  

イ 情報提供の内容 

(ｱ) 災害発生の日時及び場所 

(ｲ) 災害の原因及び被害の概況 

(ｳ) 被害状況調べ 

(ｴ) すでにとった救助措置及びとろうとする措置 

(ｵ) その他の必要事項 

(2) 適用の決定 

ア 知事は、市長からの情報提供、要請、又は派遣した県職員からの報告に基づき、

前記２に定める災害救助法の適用基準に基づき法を適用する必要があると認めた

ときは、市長に対し、直ちに法に基づく救助を実施する旨及び行うべき救助事務

の内容と期間を示して通知するものとする。 

イ 知事は、災害による被害が前記２に定める災害救助法の適用基準の(2)のウ、エ、
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オに該当する場合は、法を適用するに当たり必要に応じて厚生労働大臣(厚生労働

省社会・援護局保護課)に技術的助言を求めるものとする。 

ウ 知事は、法を適用したときは速やかに厚生労働大臣(厚生労働省社会・援護局保

護課)に情報提供するとともに、県報に公示する。 

 

５ 災害救助法による救助の種類と市町村長による救助事務の実施 

(1) 救助の種類 

法による救助は、災害のために一定規模以上の被害が生じた場合で、被災者が現に

応急的救助を必要とする場合に行われるもので、次の種類がある。 

ア 収容施設(応急仮設住宅を含む)の供与 

イ 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 

ウ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

エ 医療及び助産 

オ 災害にかかった者の救出 

カ 災害にかかった住宅の応急修理 

キ 生業に必要な資金、器具又は資料の給与又は貸与   

ク 学用品の給与 

ケ 埋葬 

コ 死体の捜索及び処理 

サ 災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石・竹木等で日常生活に著しい支障

を及ぼしているものの除去 

   (注) キについては災害援護資金等各種貸付け制度の充実により、現在運用されて

いない。 

(2) 救助の実施は、現物によって行うことが原則であるが、知事が必要と認めた場合

においては、救助を要する者(埋葬については埋葬を行う者)に対し、金銭を支給し

てこれを行うことができる。(法第 23 条第 2 項) 

(3) 市長による知事の救助に関する事務の実施 

ア 知事は、救助を迅速に行うため、必要があると認めるときは、政令で定めるとこ

ろにより、その権限に属する事務の一部を市長が行うこととすることができる。 

イ 知事は、前記アにより市長に救助事務の一部を行わせることとするときは、事務

の内容及び実施期間を市長に通知する。 

ウ (1)の内、ア(応急仮設住宅を除く)、イ、ウ、オ、ク、ケ、コ、サに掲げる救助

の実施については、特に災害状況に応じて迅速に実施する必要があるため、知事

は法適用決定と同時にこれらの救助を市長が行う旨通知するものとする。また、

災害発生から法適用決定までの間に市長が実施したこれらの救助は、救助法に基

づいて実施したものとみなす。 

エ 知事は、イ以外の救助についても必要に応じて市長がこれを行うものとし、その

事務の内容と実施期間を通知する。 
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６ 災害救助法による救助の程度、方法、期間及び費用の限度額等 

(1) 一般基準 

法による救助の程度、方法、期間及び費用の限度額については厚生労働大臣が定

める基準(省令)に従ってあらかじめ知事が定める(新潟県災害救助法施行細則別表)

（資料編 9-7 新潟県災害救助法施行細則別表参照）。救助費用等については、省令の

改定にあわせて毎年改定を行い、当該年度の 4 月 1 日から翌年 3 月 3 1 日までの間

に発生した災害について適用する。 

(2) 特別基準 

災害の種類又は態様或いは、被災者の構成又は、家族事情或いは、社会通念上の

生活様式の変化等によっては、一般基準では救助の万全を期すことが困難な場合が

あるので、知事は、市長の要請に基づき、災害等の実情に則した救助を実施するた

め、必要に応じて厚生労働大臣(厚生労働省社会・援護局保護課)と協議するものと

する。 

(3) 救助実施状況の報告 

ア 市は、災害直後における当面の応急的措置及び、後日における災害救助費国庫負

担金の精算事務を遺漏なく実施するため、初期活動から救助活動が完了するまで

の間、各種救助の実施状況を日毎に記録、整理して知事に報告する。 

イ 情報提供にあたっては、救助の種類毎に、必要事項の外、最低次の事項を記録す

る。 

   (救助の種類)             (報告事項) 

  ・避難所の設置     箇所数、収容人員 

  ・応急仮設住宅の設置           設置戸数 

  ・炊き出しその他による食品の給与     箇所数、給食数、給食人員 

  ・飲料水の供給     対象人員 

  ・被服寝具その他生活必需品の給与     主なる品目別給与点数及び給与世帯数  

  ・災害にかかった者の救出   救出人員、行方不明者数 

  ・災害にかかった住宅の応急修理  対象世帯数 

  ・学用品の給与                 小、中学校対象者数及び給与点数 

   ・死体の捜索                死体処理数 

  ・障害物の除去               対象世帯数 

 

７ 災害救助法が適用されない場合の救助 

法が適用されない場合の救助については、見附市災害救助条例に定めるところによ

り市長が実施する。 

(1) 見附市災害救助条例の適用基準 

ア 住家が滅失した世帯数が 15 以上に達した場合 

    (滅失世帯数の算定は、3 被害状況の判定基準による) 

イ アの基準に達しないが多数の世帯の住家が滅失し、市長が特に必要と認めた場合 

ウ 多数の者が生命又は身体に危害を受け又は受けるおそれが生じた場合 

(2) 救助の種類等 
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ア 避難所の設置 

イ 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 

ウ 被服、寝具その他生活必需品の給与 

エ 学用品の給与 

オ 災害にかかった者の救出 

カ 応急仮設住宅の設置 

キ 災害にかかった住宅の応急修理 

ク 障害物の除去 

ケ その他法第 23 条に定める範囲内において市長が必要と認めた救助 

   ※ 力、キ及びクの救助は、生活困窮者を対象者として行うものとする。 

(3) 救助の程度、方法及び期間は災害救助法施行細則(昭和 3 5 年新潟県規則第 3 0 号)

第 5 条に定められた範囲内において行う。 

市長が、特に必要と認めた場合には、前項の規定にかかわらず救助の期間及び

程度をこえて行うことができる。 

(4) 市長は、被害の程度が新潟県災害救助条例に定める適用基準に該当し、同条例の

適用を受けようとする場合は、救助の種類及び内容について、速やかに県と協議す

る。 

(5) 新潟県災害救助条例の適用基準 

ア 市内の住家滅失世帯数が 30 世帯以上であるとき 

   (滅失世帯数の算定は、3 被害状況の判定基準による) 

イ 知事が特に必要と認めた場合 

(6) 救助の種類等 

ア 炊き出しその他による食品の給与 

イ 被服、寝具その他生活必需品の給与 

ウ 応急仮設住宅の設置 

エ 災害にかかった住宅の応急修理 

オ 災害にかかった者の救出 

カ 知事が必要と認めた場合においては、救助を要する者に対する金銭の支給 

キ ウ及びエの救助は、生活困窮者を対象として行うものとする。 

(7) 救助の程度、方法及び期間は新潟県災害救助条例施行規則の別表に定めるとおり

とする。 

 


